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局政医省働労生厚

医療法人の機関について

標記について、別添のとおり各都道府県知事宛てに通知を発出いたしましたの

で、御了知願います。





⑤ 
医政発0325第3号

平成 28年 3月 25日

各都道府県知事 殿

厚生労働省医政局長

(公印省略)

医療法人の機関について

昨年9月 28日に公布された「医療法の一部を改正する法律J(平成27年法律第74

号。以下「改正法Jという。)により医療法(昭和 23年法律第 205号。以下「法」と

いう。)が改正され、医療法人の機関(社員総会、評議員、評議員会、理事、理事会

及び監事)に関する規定が一般社団法人・一般財団法人と同様に整備され、本日公布

された「医療法の一部を改正する法律の施行期日を定める政令J(平成28年政令第81

号)により、当該規定については本年9月1日(以下「施行日Jという。)から施行す

ることとされたところである。

これに伴い「医療法の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係政令の整備及び

経過措置に関する政令J(平成 28年政令第 82号)及び「医療法施行規則の一部を改

正する省令J(平成 28年厚生労働省令第 40号)が本日公布され、医療法人の機関に

関する規定については、施行日から施行することとされたところである。

これらの施行に当たって、医療法人の機関に関する規定等の内容及びこれらの施行

に伴い改正する医療法人の定款例及び寄附行為例並びに既往通知について下記のと

おり整理し、地方自治法(昭和 22年法律第67号)第245条の4第1項の規定に基づ

く技術的助言として通知するので、御了知の上、適正な運用に努められたい。

記

第1 医療法人の機関に関する規定等の内容について

1 機関の設置について(法第46条の2関係)

(1) 社団たる医療法人は、社員総会、理事、理事会及び監事を置かなければなら

ないこと。

(2) 財団たる医療法人は、評議員、評議員会、理事、理事会及び監事を置かなけ

ればならないこと。

2 社員総会に関する事項について(法第46条の 3から第46条の3の6関係)



(1) 社員総会の招集・開催について

① 社団たる医療法人の理事長は、少なくとも毎年1回、定時社員総会を聞か

なけオしばならないこと。また、理事長は、必要があると認めるときは、いつ

でも臨時社員総会を招集することができること。

目② 理事長は、総社員の5分の 1以上の社員から社員総会の目的である事項をJ

示して臨時社員総会の招集を請求された場合には、請求のあった日から 20日

以内に、これを招集しなければならないこと。ただL、総社員の5分の 1の

割合については、定款でこれを下回る割合を定めることができること。

③ 社員総会の招集の通知は、その社員総会の日より少なくとも 5日前に、そ

の社員総会の目的である事項を示し、定款で、定めた方法に従って行わなけれ

ばならないこと。

(2) 社員総会の議長について

① 議長は、社員総会において選任すること。

② 議長は、社員総会の秩序を維持し、議事を整理すること。

③ 議長は、その命令に従わない者その他社員総会の秩序を乱す者を退場させ

ることカミで、きること。

(3) 社員総会の決議について

①

②

③

 

社員総会は、法に規定する事項及び定款で定めた事項について決議をす

ることがで、きること。

法の規定により社員総会における決議を必要とする事項について、理事、

理事会その他社員総会以外の機関が決定することができることを内容とする

定款の定めは、その効力を有しないこと。

決議は、社員総会の招集通知によりあらかじめ通知した事項についてのみ

行うことができること。ただし、定款に別段の定めがあるときは、この限り

でないこと。

④ 社員は、各一個の議決権を有すること。

⑤ 社員総会は、定款に別段の定めがある場合を除き、総社員の過半数の出席

がなければ、その議事を開き、決議をすることができないこと。

⑤ 社員総会の議事は、法又は定款に別段の定めがある場合を除き、出席者の

議決権の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによること。

⑦ ⑥の場合において、議長は、社員として議決に加わることができないこと。

③ 社員総会に出席しない社員は、書面で、又は代理人によって議決をするこ

とができること。ただし、定款に別段の定めがある場合は、この限りでない

こと。

⑨ 社員総会の決議について特別の利害関係を有する社員は、議決に加わるこ

とができないこと。

(4) 社員総会の議事録について

① 社員総会の議事については、次に定めるところにより、議事録を作成しな



ければならないこと。

イ 書面又は電磁的記録をもって作成すること。

ロ 次に掲げる事項を内容とするものであること。

(イ) 開催された日時及び場所(当該場所に存在しない理事、監事又は社員

が出席した場合における当該出席の方法を含む。)

(ロ) 議事の経過の要領及びその結果

(ハ)-決議を要する事項について特別の利害関係を有する社員があるとき

は、当該社員の氏名

(ニ) 次のことについて、述べられた意見又は発言の内容の概要

.4の(3)の③について、監事が述べた意見

・4の(3)の④について、監事を辞任した者が述べた意見

. 7の(1)の④について、監事が行った報告

・7の(1)の⑥について、監事が行った報告

・7の(4)の③について、監事が述べた意見

(ホ) 出席した理事又は監事の氏名

(ヘ) 議長の氏名

(ト) 議事録の作成に係る職務を行った者の氏名

② 議事録は、社員総会の日から 10年間、主たる事務所に備え置かなければな

らないこと。また、その写しを、社員総会の日から 5年間、従たる事務所に

備え置かなければならないこと。ただし、議事録が電磁的記録をもって作成

されている場合で、あって、従たる事務所において③のロの請求に応じること

を可能とするため、電子計算機を電気通信回線で接続した電子情報処理組織

を使用する方法で、あって、当該電子計算機に備えられたファイルに記録され

た情報の内容を電気通信回線を通じて従たる事務所において使用される電子

計算機に備えられたファイルに当該情報を記録する措置をとっているときは、

この限りでないこと。

③ 社員及び債権者は、医療法人の業務時間内は、いつでも、次に掲げる請求

をすることができること。

イ 議事録が書面をもって作成されているときは、当該書面又は当該書面の

写しの閲覧又は謄写の請求

ロ 議事録が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に

記録された事項を紙面又は映像面に表示する方法により表示したものの閲

覧又は謄写の請求

(5) その他

① 社団たる医療法人は、社員名簿を備え置き、社員の変更があるごとに必要

な変更を加えなければならないこと。

② 理事及び監事は、社員総会において、社員から特定の事項について説明を

求められた場合には、当該事項について必要な説明をしなければならないこ

と。ただし、当該事項が社員総会の目的である事項に関しないものである場

合その他次に掲げる正当な理由がある場合には、この限りでないこと。



イ 社員が説明を求めた事項について説明をすることにより社員の共同の利

益を著しく害する場合

ロ ネ土員が説明を求めた事項について説明をするために調査をすることが必

要である場合。ただし、次に掲げる場合を除く。

(イ) 当該社員が社員総会の日より相当の期間前に当該事項を医療法人に

対して通知した場合

(ロ) 当該事項について説明をするために必要な調査が著しく容易である

場合

ハ ネ土員が説明を求めた事項iこついて説明をすることにより医療法人その他
の者(当該社員を除く。)の権利を侵害することとなる場合

ニ ネ土員が当該社員総会においで実質的に同一の事項について繰り返して説

明を求める場合

ホ イからニまで、に掲げる場合のほか、社員が説明を求めた事項について説

明をしないことにつき正当な理由がある場合

③ 社団たる医療法人の社員には、自然人だけでなく法人(営利を目的とする

法人を除く。)もなることができること。

3 評議員及び評議員会に関する事項について(法第 46条の4から第 46条の4の7

関係)

(1) 評議員について

①、評議員となる者は、次に掲げる者とすること。

イ 医療従事者のうちから、寄附行為の定めるところにより選任された者

ロ 病院、診療所又は介護老人保健施設の経営に関して識見を有する者のう

ちから、寄附行為の定めるところにより選任された者

ハ 医療を受ける者のうちから、寄附行為の定めるところにより選任された

者

ニ イか.らハまで、に掲げる者のほか、寄附行為の定めるところにより選任さ

れた者

② ただし、次に該当する者は評議員となることができないこと。

イ法人

ロ 成年被後見人又は被保佐人

ハ 次の法律の規定により罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又

は執行を受けることがなくなった日から起算して2年を経過しない者

医療法、医師法(昭和 23年法律第201号)、歯科医師法(昭和 23年法律

第 202号)、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師等に関する法律(昭

和 22年法律第217号)、栄養士法(昭和 22年法律第 245号)、保健師助産

師看護師法(昭和 23年法律第203号)、歯科衛生士法(昭和 23年法律第204

号)、診療放射線技師法(昭和 26年法律第226号)、歯科技工士法(昭和 30

年法律第 168号)、臨床検査技師等に関する法律(昭和 33年法律第76号)、

薬剤師法(昭和 35年法律第 146号)、理学療法士及び作業療法士法(昭和

40年法律第 137号)、柔道整復師法(昭和 45年法律第 19号)、視能訓練士



法(昭和 46年法律第 64号)、臨床工学技士法(昭和 62年法律第 60号)、

義肢装具土法(昭和 62年法律第61号)、救急救命土法(平成3年法律第36

号)、介護保険法(平成9年法律第 123号)、精神保健福祉法(平成9年法

律第 131号)、言語聴覚土法(平成9年法律第 132号)

ニ ハに該当する者を除くほか、刑法等において禁鋼以上の刑に処せられ、

その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者

③ 評議員は、当該財団たる医療法人の役員又は職員を兼ねてはならないこと o

④ 財団たる医療法人と評議員との関係は、民法(明治29年法律第89号)の委

任に関する規定に従うこと o

⑤ 評議員会は、理事の定数を超える数の評議員をもって組織すること。ただ

し、法第46条の5第1項ただし書の認可を受け、理事が1人又は2人である

医療法人にあっては、評議員は3人以上とすること。

(2) 評議員会の招集・開催について

① 財団たる医療法人の理事長は、少なくとも毎年1回、定時評議員会を開か

なければならないこと。また、理事長は、必要があると認めるときは、いつ

でも臨時評議員会を招集することができること。

② 理事長は、総評議員の5分の1以上の評議員から評議員会の目的である事

項を示して評議員会の招集を請求された場合には、請求のあった日から 20日

以内に、これを招集しなければならないこと。ただし、総評議員の5分の 1

の割合については、寄附行為でこれを下回る割合を定めることができること。

③ 評議員会の招集の通知は、その評議員会の日より少なくとも 5目前に、そ

の評議員会の目的である事項を示し、寄附行為で、定めた方法に従って行わな

ければならないこと。

(3) 評議員会の議長について

評議員会に議長を置くこと。議長は、評議員の互選によって定めること。

(4) 評議員会の決議について

① 評議員会は、法に規定する事項及び寄附行為で、定めた事項に限り、決議す

ることができること。

② 法の規定により評議員会の決議を必要とする事項について、理事、理事会

その他の評議員会以外の機関が決定することができることを内容とする寄附

行為の定めは、その効力を有しないこと。

③ 決議は、評議員会の招集通知によりあらかじめ通知した事項についてのみ

行うことができること。ただし、寄附行為に別段の定めがあるときは、この

限りでないこと。

④ 評議員会は、総評議員の過半数の出席がなければ、その議事を聞き、決議

をすることができないこと。

⑤ 評議員会の議事は、法に別段の定めがある場合を除き、出席者の議決権の

過半数で決じ、可否同数のときは、議長の決するところによること。



⑥ ⑤の場合において、議長は、評議員として議決に加わることができないこ

と。

⑦ 評議員会の決議について特別の利害関係を有する評議員は、議決に加わる

ことができないこと o

(5) 評議員会の意見聴取等について

① 理事長は、医療法人が次に掲げる行為をするには、あらかじめ、評議員会

の意見を聴かなければならないこと。

イ 予算の決定又は変更

ロ 借入金(当該会計年度内の収入をもって償還する一時の借入金を除く。)

の借入れ

ハ重要な資産の処分

一 事業計画の決定又は変更
ホ合併及び分割

へ 目的たる業務の成功の不能による解散
ト その他医療法人の業務に関する重要事項として寄附行為で定めるもの

② ①のイからトまで、に掲げる事項については、評議員会の決議を要する旨を

寄附行為で定めることができること。

③ 評議員会は、医療法人の業務若しくは財産の状況又は役員の業務執行の状

況について、役員に対して意見を述べ、若しくはその諮問に答え、又は役員

から報告を徴することができること。

④ 理事長は、毎会計年度終了後3月以内に、決算及び事業の実績を評議員会

に報告し、その意見を求めなければならないこと。

(6) 評議員会の議事録について

① 評議員会の議事については、次に定めるところにより、議事録を作成しな

ければならないこと。

イ 書面又は電磁的記録をもって作成すること。

ロ 次に掲げる事項を内容とするものであること。

(イ) 開催された日時及び場所(当該場所に存在しない理事、監事又は評議

員が出席した場合における当該出席の方法を含む。)

(ロ) 議事の経過の要領及びその結果

(ハ) 決議を要する事項について特別の利害関係を有する評議員があると

きは、当該評議員の氏名

(ニ) 次のことについて、述べられた意見又は発言の内容の概要

・.4の(3)の③について、監事が述べた意見

・4の(3)の④について、監事を辞任した者が述べた意見

. 7の(1)の④について、監事が行った報告

・7の(1)の⑥について、監事が行った報告

・7の(4)の③について、監事が述べた意見

(ホ) 出席した評議員、理事又は監事の氏名



(ヘ) 議長の氏名

(ト) 議事録の作成に係る職務を行った者の氏名

② 議事録は、評議員会の日から 10年間、主たる事務所に備え置かなければな

らないこと。また、その写しを、評議員会の日から 5年間、従たる事務所に

備え置かなければならないこと。ただし、議事録が電磁的記録をもって作成

されている場合で、あって、従たる事務所において③のロの請求に応じること

を可能とするため、電子計算機を電気通信回線で接続した電子情報処理組織

を使用する方法で、あって、当該電子計算機に備えられたファイルに記録され

た情報の内容を電気通信回線を通じて従たる事務所において使用される電子

計算機に備えられたファイルに当該情報を記録する措置をとっているときは、

この限りでないこと。

③ 評議員及び債権者は、医療法人の業務時間内は、いつでも、次に掲げる請

求をすることができること。

イ 議事録が書面をもって作成されているときは、当該書面又は当該書面の

写しの閲覧又は謄写の請求

ロ 議事録が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に

記録された事項を紙面又は映像面に表示する方法により表示したものの閲

覧又は謄写の請求

4 役員の選任及び解任に関する事項について(法第 46条の5から第 46条の5の4

関係)

(1) 役員の選任について

① 医療法人には、役員として、理事3人以上及び監事1人以上を置かなけれ

ばならないこと。ただし、理事については、都道府県知事の認可を受けた場

合は、 1人又は2入の理事を置けば足りること。

② 社団たる医療法人の役員は、社員総会の決議によって選任すること。

③ 財団たる医療法人の役員は、評議員会の決議によって選任すること。

④ 医療法人と役員の関係は、民法の委任に関する規定に従うこと。

⑤ 3の(1)の②のイからニまで、に該当する者は、役員になることができないこ

と。

⑥ 医療法人は、その開設する全ての病院、診療所又は介護老人保健施設(指

定管理者として管理する病院等を含む。)の管理者を理事に加えなければなら

ないこと。ただし、医療法人が病院、診療所又は介護老人保健施設を2以上

開設する場合において、都道府県知事の認可を受けたときは、管理者(指定

管理者として管理する病院等の管理者を除く。)の一部を理事に加えないこと

ができること。また、管理者たる理事は、管理者の職を退いたときは、理事

の職を失うものとすること。ただし、理事の職への再任を妨げるものではな

し、こと。

⑦ 監事は、当該医療法人の理事又は職員を兼ねてはならないこと。

(2) 役員の任期等について



① 役員の任期は、 2年を超えることはできないこと。ただし、再任を妨げな

し、こと。

② 法又は定款若しくは寄附行為で定めた役員の員数が欠けた場合には、任期

の満了又は辞任により退任した役員は、新たに選任された役員(③の一時役

員の職務を行うべき者を含む。)が就任するまで、なお役員としての権利義務

を有すること。

③ ②の場合において、医療法人の業務が遅滞することにより損害を生ずるお

それがあるときは、都道府県知事は、利害関係人の誇求により又は職権で、

一時役員の職務を行うべき者を選任しなければならないこと。

④ 理事又は監事のうち、その定数の5分の 1を超える者が欠けたときは、 1

月以内に補充しなければならないこと。

(3) 監事の選任に関する監事の同意等について

① 理事は、監事がある場合において、監事の選任に関する議案を社員総会又

は評議員会に提出するには、監事(監事が2人以上ある場合にあっては、そ

の過半数)の同意を得なければならないこと。

② 監事は、理事に対し、監事の選任を社員総会若しくは評議員会の目的とす

ること又は監事の選任に関する議案を社員総会若しくは評議員会に提出する

ことを請求することができること。

③ 監事は、社員総会又は評議員会において、監事の選任若Lくは解任又は辞

任について意見を述べることができること。

④ 監事を辞任した者は、辞任後最初に招集される社員総会又は評議員会に出

席して、辞任した旨及びその理由を述べることができること。この場合にお

いて、理事は、監事を辞任した者に対し、社員総会又は評議員会を招集する

旨並びに当該社員総会又は評議員会の日時及び場所を通知しなければならな

し、こと。

(4) 役員の解任について

① 社団たる医療法人の役員は、いつでも、社員総会の決議によって解任する

ことができること。ただし、監事を解任する場合は、出席者の 3分の 2 (こ

れを上回る割合を定款で、定めた場合にあ、つては、その割合)以上の賛成がな

ければ、決議することができないこと。

② ①により解任された者は、そ，の解任について正当な理由がある場合を除き、

社団たる医療法人に対し、解任によって生じた損害の賠償を請求することが

I できること。ー

③ 財団たる医療法人の役員が次のいずれかに該当するときは、評議員会の決

議によって、その役員を解任することができること。ただし、監事を解任す

る場合は、出席者の3分の 2 (これを上回る割合を寄附行為で、定めた場合に

あっては、その割合)以上の賛成がなければ、-決議することができないこと。

イ 職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。

ロ 心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき。



5 理事に関する事項について(法第46条の6から第46条の6の4関係)

(1) 理事長の代表権等について

① 医療法人の理事のうち一人は、理事長とし、医師又は歯科医師である理事

のうちから選出すること。ただし、都道府県知事の認可を受けた場合は、医

師又は歯科医師でない理事のうちから選出することができること。

② 理事長は、医療法人を代表し、医療法人の業務に関する一切の裁判上又は

裁判外の行為をする権限を有すること。

③ ②の権限に加えた制限は、善意の第三者に対抗することができないこと。

④ 任期の満了又は辞任により退任した理事長は、新たに選任される理事長(⑤

の一時理事長の職務を行うべき者を含む。)が就任するまで、なお理事長とし

ての権利義務を有すること。

⑤ 理事長が退任し、新たな理事長が選任されない場合において、医療法人の

業務が遅滞することにより損害を生ずるおそれがあるときは、都道府県知事

は、利害関係人の請求により又は職権で、一時理事長の職務を行うべき者を

選任しなければならないこと。

⑥ 医療法人は、理事長がその職務を行うについて第三者に加えた損害を賠償

する責任を負うこと。

(2) 理事の責務等について

① 理事は、医療法人に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発

見したときは、直ちに、当該事実を監事に報告しなければならないこと。

② 理事は、法令及び定款又は寄附行為並びに社員総会又は評議員会の決議を

遵守し、医療法人のため忠実にその職務を行わなければならないこと。

③ 理事は、次に掲げる競業及び利益相反取引を行う場合には、理事会におい

て、当該取引につき重要な事実を開示し、その承認を受けなければならない

こ ~o

イ 自己又は第三者のためにする医療法人の事業の部類に属する取引

ロ 自己又は第三者のためにする医療法人との取引

ハ 医療法人が当該理事の債務を保証することその他当該理事以外の者との

聞における医療法人と当該理事との利益が相反する取引

④ 民法第 108条の規定は、理事会の承認を受けた③のロの取引については、

適用しないこと。

(3) 社員又は評議員による理事の行為の差止めについて

社員又は評議員は、理事が医療法人の目的の範囲外の行為その他法令又は定

款若しくは寄附行為に違反する行為をし、又はこれらの行為をするおそれがあ

る場合において、当該行為によって当該医療法人に回復することができない損

害が生ずるおそれがあるときは、当該理事に対し、当該行為をやめることを請

求することができること。



(4) 職務代行者の権限及び表見理事長について

① 民事保全法(平成元年法律第 91号)第 56条に規定する仮処分命令により

選任された理事又は理事長の職務を代行する者は、仮処分命令に別段の定め

がある場合を除き、医療法人の常務に属しない行為をするには、裁判所の許

可を才尋なければならないこと。

② ①に違反して行った理事又は理事長の職務を代行する者の行為は、無効と

する。ただし、医療法人は、これをもって善意の第三者に対抗することがで

きないこと。

③ 医療法人は、理事長以外の理事に医療法人を代表する権限を有するものと

認められる名称を付した場合には、当該理事がした行為について、善意の第

三者に対してその責任を負うこと。

(5) 理事の報酬等

理事の報酬等(報酬、賞与その他の職務執行の対価として医療法人から受ける

財産上の利益をいう。以下同じ。)は、定款又は寄附行為にその額を定めていな

いときは、社員総会又は評議員会の決議によって定めること。

※ 定款若しくは寄附行為又は社員総会若しくは評議員会においては、理事の報

酬等の総額を定めることで足り、理事が複数いる場合における理事各人の報酬

等の額を、その総額の範囲内で理事会の決議によって定めることは差し支えな

いこと。また、報酬等の総額の上限を超えない限り、毎会計年度の社員総会又

は評議員会における決議はしなくても構わないこと。

(参考:新たな公益法人制度への移行等に関するよくある質問(FAQ)(内閣府)
問V-6-④)

6 理事会に関する事項について(法第46条の7及び第46条の7の2関係)

(1) 理事会の職務について

① 理事会は、全ての理事で組織すること。

② 理事会は、次に掲げる職務を行うこと。

イ 医療法入の業務執行の決定

ロ 理事の職務の執行の監督

ハ理事長の選出及び解職

③ 理事会は、次に掲げる事項その他の重要な業務執行の決定を理事に委任す

ることができないこと。

イ 重要な資産の処分及び譲受け

ロ 多額の借財

ハ 重要な役割を担う職員の選任及び解任

一 従たる事務所その他の重要な組織の設置、変更及び廃止
ホ 8の(2)の⑦の定款又は寄附行為の定めに基づく 8の(1)の①の責任の免

除

(2) 理事等による理事会への報告について



① 理事長は、医療法人の業務を執行し九 3箇月に1回以上、自己の職務の執

行の状況を理事会に報告しなければならないこと。ただし、定款又は寄附行

為で毎事業年度に4箇月を超える間隔で2回以上その報告をしなければなら

ない旨を定めた場合は、この限りでないこと。

② 5の(2)の③のイからハまでに掲げる取引をした理事は、当該取引後、遅滞

なく、当該取引についての重要な事実を理事会に報告しなければならないこ

と。

③ 理事又は監事が理事及び監事の全員に対して理事会に報告すべき事項を通

知したときは、当該事項を理事会へ報告することを要しないこと。ただし、

①の報告については、これを適用しないこと。

(3) 理事会の招集・開催について

① 理事会は、各理事が招集すること。ただし、理事会を招集する理事を定款

若しくは寄附行為又は理事会若しくは評議員会で定めたときは、その理事が

招集すること。

② ①のただし書の場合には、理事会を招集する理事(以下「招集権者Jとい

う。)以外の理事は、招集権者に対し、理事会の目的である事項を示して、理

事会の招集を請求することができること。

③ ②による請求があった日から 5日以内に、その請求があった日から 2週間

以内の日を理事会の日とする理事会の招集の通知が発せられない場合には、

その請求をした理事は、理事会を招集することができること。

④ 理事会を招集する者は、理事会の日の 1週間(これを下回る期間を定款又

は寄附行為で定めた場合にあっては、その期間)前までに、各理事及び各監

事に対して理事会を招集する旨の通知を発しなければならないこと。

⑤ ④にかかわらず、理事会は、理事及び監事の全員の同意があるときは、招

集の手続を経ることなく開催できること。

(4) 理事会の決議について

① 理事会の決議は、議決に加わることができる理事の過半数(これを上回る

割合を定款又は寄附行為で、定めた場合にあっては、その割合以上)が出席し、

その過半数(これを上回る割合を定款又は寄附行為で、定めた場合にあっては、

その割合以上)をもって行うこと o

② ①の決議について特別の利害関係を有する理事は、議決に加わることがで

きないこと。

③ 理事会の決議に参加した理事で、あって(5)の①の議事録に異議をとどめな

いものは、その決議に賛成したものと推定すること。

④ 理事が理事会の決議の目的である事項について提案をした場合において、

当該提案につき理事(当該事項について議決に加わることができるものに限

る。)の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたとき(監事が

当該提案について異議を述べたときを除く。)は、当該提案を可決する旨の理

事会の決議があったものとみなす旨を定款又は寄附行為で定めることができ



ることロ

(5) 理事会の議事録等について

① 理事会の議事については、次に定めるところにより、議事録を作成しなけ

ればならないこと。

イ 書面又は電磁的記録をもって作成すること。

ロ 次に掲げる事項を内容とするものであること。

(イ) 開催された日時及び場所(当該場所に存在しない理事又は監事が出席

した場合における当該出席の方法を含む。)

(ロ) 理事会が次に掲げるいずれかのものに該当するときは、その旨

・(3)の②による理事の請求を受けて招集されたもの

• (3)の③により理事が招集したもの

• 7の(2)の②による監事の請求を受けて招集されたもの

• 7の(2)の③により監事が招集したもの

(ハ) 議事の経過の要領及びその結果

(ニ) 決議を要する事項について特別の利害関係を有する理事があるとき

は、当該理事の氏名

(ホ) 次のことについて、述べられた意見又は発言の内容の概要

・(2)の②について、理事が行った報告

・7の(1)の④について、監事が行った報告

・7の(2)の①について、監事が述べた意見

(へ) ②の定款又は寄附行為の定めがあるときは、理事長以外の理事で、あっ

て、出席した者の氏名

(ト) 議長の氏名

ハ 次に掲げる場合には、議事録は次に定める事項を内容とすること。

(イ)-(4)の④により理事会の決議があったものとみなされた場合 次に掲

げる事項

・理事会の決議があったものとみなされた事項の内容

.当該事項の提案をした理事の氏名

-理事会の決議があったものとみなされた日

-議事録の作成に係る職務を行った理事の氏名

(ロ) (2)の③により理事会への報告を要しないものとされた場合次に掲

げる事項

・理事会への報告を要bないものとされた事項の内容

.理事会への報告を要しないものとされた日

-議事録の作成に係る職務を行った理事の氏名

②、 ①の議事録が書面をもって作成されているときは、出席した理事(定款又

は寄附行為で、議事録に署名し、又は記名押印しなければならない者を当該

理事会に出席した理事長とする旨の定めがある場合にあっては、当該理事長)

及び監事は、これに署名し、又は記名押印しなければならないこと。

③ ①の議事録が電磁的記録をもって作成されている場合における当該電磁的



-' --

記録に記録された事項については、電子署名をしなければならないこと。電

子署名とは、電磁的記録に記録することができる情報について行われる措置

で、あって、当該a情報が当該措置を行った者の作成に係るものであることを示

すためのものであり、かつ、当該情報について改変が行われていないかどう

かを確認することができるものであること。

④ 医療法人は、理事会の日((4)の④の規定により理事会の決議があったもの

とみなされた日を含む。)から 10年間、①の議事録又は(4)の④の意思表示を

記載し、若しくは記録した書面若しくは電磁的記録(以下、「議事録等Jとい

う。)をその主たる事務所に備え置かなければならないこと。

⑤ 社員は、その権利を行使するため必要があるときは、裁判所の許可を得て、

次に掲げる請求をすることができること。

イ 議事録等が書面をもって作成されているときは、当該書面の閲覧又は謄

写の請求

ロ 議事録等が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録

に記録された事項を紙面又は映像面に表示する方法により表示したものの

閲覧又は謄写の請求

⑥ 評議員は、財団たる医療法人の業務時間内は、いつでも、⑤のイ及びロに

掲げる請求をすることができること。

⑦ 債権者は、理事又は監事の責任を追及するため必要があるときは、裁判所

の許可を得て、議事録等について、⑤のイ及びロに掲げる請求をすることが

できること。

③ 裁判所は、⑤及び⑦の請求に係る閲覧又は謄写をすることにより、医療法

人に著しい損害を及ぼすおそれがあると認めるときは、その許可をすること

ができないこと。

7 監事に関する事項について(法第46条の8から第46条の8の3関係)

(1) 監事の職務について

監事の職務は次のとおりとすること。

① 医療法人の業務を監査すること。

② 医療法人の財産の状況を監査すること。

③ 医療法人の業務又は財産の状況について、毎会計年度、監査報告書を作成

し、当該会計年度終了後3月以内に社員総会又は評議員会及び理事会に提出

すること。

④ ①又は②による監査の結果、医療法人の業務又は財産に関し不正の行為又

は法令若しくは定款若しくは寄附行為に違反する重大な事実があることを発

見したときは、これを都道府県知事、社員総会若しくは評議員会又は理事会

に報告すること。

⑤ ④の報告をするために必要があるときは、社員総会を招集し、又は理事長

に対じて評議員会の招集を請求すること。

⑥ 理事が社員総会又は評議員会に提出しようとする議案、書類、電磁的記録

その他の資料を調査すること。この場合において、法令若しくは定款若しく



は寄附行為に違反し、又は著しく不当な事項があると認めるときは、その調

査の結果を社員総会又は評議員会に報告すること。

(2) 監事による理事会の招集等について

① 監事は理事会に出席し、必要があると認めるときは、意見を述べなければ

ならないこと。

② 監事は、(1)の④の場合において、必要があると認めるときは、理事(6の

(3)の①のただし書の場合には、 6の(3)の②の招集権者)に対して、理事会の

招集を請求することができること。

③ ②の請求があった日から 5日以内に、その請求があった日から2週間以内

の日を理事会の日とする理事会の招集の通知が発せられない場合は、その請

求をした監事は、理事会を招集することができること。

(3) 監事による理事の行為の差止め及び医療法人と理事との間での訴えにおける

法人の代表について

① 監事は、理事が医療法人の目的の範囲外の行為その他法令若しくは定款若

しくは寄附行為に違反する行為をし、又はこれらの行為をするおそれがある

場合において、当該行為によって医療法人に著しい損害が生ずるおそれがあ

るときは、当該理事に対し、当該行為をやめることを請求することができる

ことb

② ①の場合において、裁判所が仮処分をもって当該理事に対し、その行為を

やめることを命ずるときは、担保を立てさせないものとすること。

③ 5の(1)の②にかかわらず、次に掲げる場合には、監事が医療法人を代表す

ること。

イ 医療法人が理事(理事で、あった者を含む。ロ及びハにおいて同じ。)に対

し、又は理事が医療法人に対して訴えを提起する場合

ロ 社団たる医療法人が8の(7)の①の訴えの提起の請求(理事の責任を追及
する訴えの提起の請求に限る。)を受ける場合

ハ 社団たる医療法人が8の(7)の⑪の訴訟告知(理事の責任を追及する訴え

に係るものに限る。)並びに8の(7)の⑭の通知及び催告(理事の責任を追

及する訴えに係る訴訟における和解に関するものに限る。)を受ける場合

(4) 監事の報酬等について

① 監事の報酬等は、定款又は寄附行為にその額を定めていないときは、社員

総会又は評議員会の決議によって定めること。

※ 定款若しくは寄附行為又は社員総会若しくは評議員会においては、監事

の報酬等の総額を定めることで足り、報酬等の総額の上限を超えない限り、

毎会計年度の社員総会又は評議員会における決議はしなくても構わないこ

と。

② 監事が2人以上ある場合において、各監事の報酬等について定款若しくは

寄附行為の定め又は社員総会若しくは評議員会の決議がないときは、当該報



酬等は、①の報酬等の範囲内において、監事の協議によって定めること。

③ 監事は、社員総会又は評議員会において、監事の報酬等について意見を述

べることができること。

④ 監事がその職務の執行について医療法人に対して次に掲げる請求をしたと

きは、医療法人は、当該請求に係る費用又は債務が当該監事の職務の執行に

必要でないことを証明した場合を除き、これを拒むことができないこと。

イ 費用の前払の請求

ロ 支出した費用及び支出の日以後におけるその利息の償還の請求

ハ 負担した債務の債権者に対する弁済(当該債務が弁済期にない場合にあ

つては、相当の担保の提供)の請求

8 役員等の損害賠償責任等に関する事項(法第47条から第49条の3関係)

(1) 医療法人に対する役員等の損害賠償責任について

①

②

③

 

医療法人に損害が生じた場合に、医療法人の評議員又は理事若しくは監事

がその任務を怠ったときは、医療法人に対し、評議員又は理事若しくは監事

は、これによって生じた損害を賠償する責任を負うこと。

医療法人の理事が、 5の(2)の③に違反して同イの取引をしたときは、当該

取引にょうて理事又は第三者が得た利益の額は、①の損害の額と推定するこ

と。

5の(2)の③のロ又はハの取引によって医療法人に損害が生じたときは、次

に掲げる理事は、その任務を怠ったものと推定すること。

イ 5の(2)の③の理事

ロ 医療法人が当該取引をすることを決定した理事

ハ 当該取引に関する理事会の承認の決議に賛成した理事

(2) 医療法人に対する役員等の損害賠償責任の免除について

① (1)の①の責任は、総社員又は総評議員の同意がなければ、免除することが

できないこと。

② ①にかかわらず、医療法人の評議員又は理事若しくは監事の(1)の①の責任

は、当該医療法人の評議員又は理事若しくは監事が職務を行うにつき善意で、

かつ重大な過失がないときは、次のイに掲げる額からロに掲げる額((3)の①

において「最低責任限度額」という。)を控除して得た額を限度として、社員

総会又は評議員会の決議によって免除することができること。ただし、出席

者の3分の2 (これを上回る割合を定款又は寄附行為で、定めた場合にあって

は、その割合)以上の賛成がなければ、決議をすることができないこと。

イ 賠償の責任を負う額

ロ 当該医療法人の評議員又は理事若しくは監事がその在職中に医療法人か

ら職務執行の対価として受け、又は受けるべき財産上の利益の 1年間当た

りの額に相当する額として③に定める方法により算定される額に、次に掲

げる医療法人の評議員又は理事若しくは監事の区分に応じ、次に定める数

を乗じて得た額



(イ)理事長 6 

(ロ)理事長以外の理事であって、次に掲げるもの 4 

-理事会の決議によって医療法人の業務を執行する理事として選定され

たもの

J 当該医療法人の業務を執行した理事(理事長を除く。)

.当該医療法人の職員

(ハ) 評議員又は理事(理事長及び(ロ)に掲げるものを除く。)若しくは監事

2 

③ ②の評議員又は理事若しくは監事がその在職中に医療法人から職務執行の

対価として受け、又は受けるべき財産上の利益の 1年間当たりの額に相当す

る額は、次のイ及びロの合計額とすること。

イ 当該評議員又は理事若しくは監事がその在職中に報酬、賞与その他の職

務執行の対価(当該理事が当該医療法人の職員を兼ねている場合における

当該職員の報酬、賞与その他の職務執行の対価を含む。)として当該医療法

人から受け、又は受けるべき財産上の利益(ロに定めるものを除く。)の額

の会計年度(次の(イ)から(ハ)までに掲げる区分の場合に応じ、当該(イ〉から

(ハ)までに定める日を含む会計年度及びその前の各会計年度に限る。)ごと

の合計額(当該会計年度の期間が1年で、ない場合にあっては、当該合計額を

1年当たりの額に換算した額)のうち最も高い額

(イ) ②の社員総会又は評議員会の決議を行った場合 当該社員総会又は

評議員会の日

(ロ) ⑦の定款又は寄附行為の定めに基づいて責任を免除する旨の理事会

の決議を行った場合当該決議のあった日

(ハ) (3)の①の契約を締結した場合 責任の原因となる事実が生じた日

(2以上の日がある場合にあっては、最も遅い日)

ロ 次の(イ)に掲げる額を(ロ)に掲げる数で除して得た額

(イ) 次に掲げる額の合計額

当該評議員又は理事若しくは監事が医療法人から受けた退職慰労金

の額

当該理事が当該医療法人の職員を兼ねていた場合における当該職員

としての退職手当のうち当該理事を兼ねていた期間の職務執行の対価

である部分の額

上記に掲げるものの性質を有する財産上の利益の額

(ロ) 当該評議員又は理事若しくは監事がその職に就いていた年数(当該評

議員又は理事若しくは監事が次に掲げるものに該当する場合における次

に定める数が当該年数を超えている場合にあっては、当該数)

理事長 6 

理事長以外の理事で、あって、当該医療法人の職員である者 4 

評議員又は理事(上記に掲げるものを除く。)若しくは監事 2 

④ ②の場合には、理事は、②の社員総会又は評議員会において次に掲げる事

項を開示しなければならないこと。



イ 責任の原因となった事実及び賠償の責任を負う額

ロ ②により免除することができる額の限度及びその算定の根拠

ハ責任を免除すべき理由及び免除額

⑤ 理事は(1)の①の責任の免除(評議員及び理事の責任の免除に限る。)に関す

る議案を社員総会に提出するには、監事(監事が2人以上ある場合にあっては、

各監事)の同意を得なければならないこと。

⑤ ②の決議があった場合において、医療法人が当該決議後に②の評議員又は

理事若しくは監事に対して、次に掲げる財産上の利益を与えるときは、社員

総会又は評議員会の承認を受けなければならないこと。

イ 退職慰労金

ロ 当該理事が当該医療法人の職員を兼ねていたときは、当該職員としての

退職手当のうち当該理事を兼ねていた期間の職務執行の対価である部分

ハ イ及びロに掲げるものの性質を有する財産上の利益

⑦ ①にかかわらず、医療法人は(1)の①の責任について、評議員又は理事若し

くは監事が職務を行うにつき善意で、かっ重大な過失がない場合において、責

任の原因となった事実の内容、評議員又は理事若しくは監事の職務の執行の

状況その他の事情を勘案して特に必要と認めるときは、①により免除するこ

とができる額を限度として理事会の決議によって免除することができる旨を

定款又は寄附行為で定めることができること。

③ ⑤の監事の同意については、定款又は寄附行為を変更して⑦の定め(評議員

及び理事の責任を免除することができる旨の定めに限る。)を設ける議案を社

員総会又は評議員会に提出する場合、⑦の定款又は寄附行為の定めに基づく

責任の免除(評議員及び理事の責任の免除に限る。)に関する議案を理事会に

提出する場合について準用すること。

⑨ ⑦による定款又は寄附行為の定めに基づいて医療法人の評議員又は理事若

しくは監事の責任を免除する旨の理事会の決議を行ったときは、理事は、遅

滞なく、④のイからハまで、に掲げる事項及び責任を免除することに異議があ

る場合には一定の期間内に当該異議を述べるべき旨を社員又は評議員に通知

しなければならないこと。ただし、当該期間は、 1箇月を下ることができな

し、こと。

⑮ 総社員又は総評議員会((1)の①の責任を負う医療法人の評議員であるもの

を除く。)の 10分の 1(これを下回る割合を定款又は寄附行為で、定めた場合に

あっては、その割合)以上の社員又は評議員が⑨により通知された期間内に異

議を述べたときは、医療法人は⑦による定款又は寄附行為の定めに基づく免

除をしてはならないこと。

⑮ ⑥は、⑦の定款又は寄附行為の定めに基づき責任を免除した場合について

準用すること。

(3) 医療法人と理事との間の責任限定契約について

① (2)の①にかかわらず、医療法人は、評議員又は理事(業務執行理事(理事長、

理事会の決議によって業務を執行する理事として選定されたもの及び業務を



執行したその他の理事をいう。②において同じ)又は職員でないものに限る。)

若しくは監事(以下「非理事長理事等Jという o )の(1)の①の責任について、

当該非理事長理事等が職務を行う1につき善意で、かつ重大な過失がないときは、

定款又は寄附行為で定めた額の範囲内であらかじめ定めた額と最低責任限度

額とのいずれか高い額を限度とする旨の契約を非理事長理事等と締結するこ

とができる旨を定款又は寄附行為で定めることができること。

② ①の契約を締結した非理事長理事等(理事に限る。)が当該医療法人の業務

執行理事又は職員に就任したときは、当該契約は、将来に向かつてその効力

を失うこと。

③ (2)の⑤の監事の同意は、定款又は寄附行為を変更して①による定款又は寄

附行為の定め(評議員又は①の理事と契約を締結することができる旨の定め

に限る o )を設ける議案を社員総会又は評議員会に提出する場合について準用

すること。

④ ①の契約を締結した医療法人が、当該契約の相手方である非理事長理事等

が任務を怠ったことにより損害を受けたことを知ったときは、その後最初に

招集される社員総会又は評議員会において、次に掲げる事項を開示しなけれ

ばならないこと。

イ 責任の原因となった事実及び賠償の責任を負う額

ロ (2)の②により免除することができる額の限度及びその算定の根拠

ハ 当該契約の内容及び当該契約を締結した理由

ニ (1)の①の損害のうち、当該非理事長理事等が賠償する責任を負わないと

された額

⑤ (2)の⑥は、非理事長理事等が①の契約によって①の限度を超える部分につ

いて損害を賠償する責任を負わないとされた場合について準用すること。

(4) 理事が自己のためにした取引に関する特別

① 5の(2)の③のイの取引(自己のためにした取引に限る。)をした理事の(1)

の①の責任は、任務を怠ったことが当該理事の責めに帰することができない

事由によるものであることをもって免れることができないこと。

② (2)の②から⑪まで及び(3)については、①の理事の責任については、適用

しないこと。

(5) 第三者に対する役員等の損害賠償責任

① 医療法人の評議員又は理事若しくは監事がその職務を行うについて、悪意

又は重大な過失があったときは、当該評議員又は理事若しくは監事は、これ

によって第三者に生じた損害を賠償する責任を負うこと。

② 次に掲げる者が、次に定める行為をしたときも、①と同様とする。ただし、

その者が当該行為をすることについて注意を怠らなかったことを証明したと

きは、この限りでないこと。

イ理事

(イ) 法第51条第1項の規定により作成すべきものに記載すべき重要な事



項についての虚偽の記載

(ロ) 虚偽の登記

(ハ) 虚偽の公告

ロ 監事監査報告に記載すべき重要な事項についての虚偽の記載

(6) 役員等の損害賠償責任における連帯債務について

医療法人の評議員又は理事若しくは監事が医療法人又は第三者に生じた損

害を賠償する責任を負う場合において、他の評議員又は理事若しくは監事も

当該損害を賠償する責任を負うときは、これらの者は連帯債務者とすること。

(7) 社員による責任追及の訴えについて

① 社員は、社団たる医療法人に対し、被告となるべき者、請求の趣旨及び請

求を特定するのに必要な事実を記載した書面の提出又は電磁的方法による提

供により、理事又は監事の責任を追及する訴え(以下「責任追及の訴えJと

いう。)の提起を請求することができること。ただし、責任追及の訴えが当該

社員若しくは第三者の不正な利益を図り又は当該社団たる医療法人に損害を

加えることを目的とする場合は、この限りでないこと。

② 社団たる医療法人が①による請求の日から 60日以内に責任追及の訴えを提

起しないときは、当該請求をした社員は、社団たる医療法人のために、責任

追及の訴えを提起することができること。

③ 社団たる医療法人は、①による請求の日から 60日以内に責任追及の訴えを

提起しない場合において、当該請求をした社員文は①の理事若しくは監事か

ら誇求を受けたときは、当該請求をした者に対し、遅滞なく、責任追及の訴

えを提起しない理由を次に掲げる事項を記載した書面の提出文は当該事項の

電磁的方法による提供により通知しなければならないこと。

イ 医療法人が行った調査の内容(ロの判断の基礎と Lた資料を含む。)

ロ 請求対象者(理事又は監事で、あって①による請求に係る被告となるべき

者をいう。ハにおいて伺じ。)の責任又は義務の有無についての判断及びそ

の理由

ハ 請求対象者に責任又は義務があると判断した場合において、①による責

任追及の訴えを提起しないときは、その理由

④ ①及び②にかかわらず、②の期間の経過により社団たる医療法人に回復す

ることができない損害が生ずるおそれがある場合には、①の社員は、社団た

る医療法人のために、直ちに責任追及の訴えを提起することができること。

ただし、①のただし書に該当する場合は、この限りでないこと。

⑤ ②又は④の責任追及の訴えは、訴訟の目的の価額の算定については、財産

権上の請求でない請求に係る訴えとみなすこと。

⑥ 社員が責任追及の訴えを提起したときは、裁判所は、被告の申し立てによ

り、当該社員に対して、相当の担保を立てるべきこどを命ずることができる

こと D

⑦ 被告が⑥の申し立てをするには、責任追及の訴えの提起が悪意によるもの



であることを疎明しなければならないこと。

③ 責任追及の訴えは、社団たる医療法人の主たる事務所の所在地を管轄す?る

地方裁判所の管轄に専属すること占

⑨ 社員又は社団たる医療法人は、共同訴訟人として、又は当事者の一方を補

助するため、責任追及の訴えに係る訴訟に参加することができること。ただ

し、不当に訴訟手続を遅延させることとなるとき、又は裁判所に対し過大な

事務負担を及ぼすこととなるときは、この限りではないこと。

⑮ 社団たる医療法人が、理事又は理事で、あった者を補助するため、責任追及

の訴えに係る訴訟に参加するには、監事(監事が2人以上ある場合にあって

は、各監事)の同意を得なければならないこと。

⑪ 社員は、責任追及の訴えを提起したときは、遅滞なく、社団たる医療法人

に対し、訴訟告知をしなければならないこと。

⑫ 社団たる医療法人は、責任追及の訴えを提起したとき、又は⑪の訴訟告知

を受けたときは、遅滞なく、その旨を社員に通知しなければならないこと。

⑬ 民事訴訟法(平成8年法律第 109号)第 267条の規定は、社団たる医療法.

人が責任追及の訴えに係る訴訟における和解の当事者でない場合には、当該

訴訟における訴訟の目的については、適用しないこと。ただし、当該社団た

る医療法人の承認がある場合は、この限りでないこと o

⑭ ⑬の場合において、裁判所は、社団たる医療法人に対し、和解の内容を通

知し、かつ、当該和解に異議があるときは2週間以内に異議を述べるべき旨

を催告しなければならないこと。

⑬ 社団たる医療法人が⑭の期間内に書面により異議を述べなかったときは、

同項の規定による通知の内容で社員が和解をすることを承認したものとみな

すこと。

⑮-(2)の①は、責任追及の訴えに係る訴訟における和解をする場合には、適用

LないことD
⑫ 責任追及の訴えを提起した社員が勝訴(一部勝訴を含む)した場合におい

七、当該責任追及の訴えに係る訴訟に関し、必要な費用(訴訟費用を除く。)

を支出したとき又は弁護士若しくは弁護士法人に報酬を支払うべきときは、

当該社団たる医療法人に対し、その費用の額の範囲内又はその報酬額の範囲

内で相当と認められる額の支払を請求することができること。

⑬ 責任追及の訴えを提起した社員が敗訴した場合で、あっても、悪意があった

ときを除き、当該社員は、当該社団たる医療法人に対し、これによって生じ

た損害を賠償する義務を負わないこと。

⑮ ⑫及び⑬は、⑨により訴訟に参加した社員について準用すること。

⑫ 責任追及の訴えが提起された場合において、原告及び被告が共謀して責任

追及の訴えに係る訴訟の目的である社団たる医療法人の権利を害する目的を

もって判決をさせたときは、社団たる医療法人又は社員は、確定した終局判

決に対し、再審の訴えをもって、不服を申し立てることができること。

⑫ ⑫、⑬及び、⑬については、⑫の再審の訴えについて準用すること。



(8) 医療法人の役員等の解任の訴え等について

① 理事、監事又は評議員の職務の執行に関し不正の行為又は法令若しくは定

款若しくは寄附行為に違反する重大な事実があったにもかかわらず、当該理

事、監事又は評議員を解任する旨の議案が社員総会又は評議員会において否

決されたときは、次に掲げる者は、当該社員総会又は評議員会の日から 30日

以内に、訴えをもって当該理事、監事又は評議員の解任を請求することがで

きること。

イ 総社員(当該請求に係る理事又は監事である社員を除く。)の 10分の 1

(これを下回る割合を定款で、定めた場合にあっては、その割合)以上の社員

(当該請求に係る理事又は監事である社員を除く。)

ロ評議員

② ①の訴えについては、当該医療法人及び理事、監事又は評議員を被告とす

ること。

③ 医療法人の理事、監事又は評議員の解任の訴えは、当該医療法人の主たる

事務所の所在地を管轄する地方裁判所の管轄に専属すること。

9 定款及び寄附行為の変更について(法第54条の9関係)

(1) 社団たる医療法人が定款を変更するには、社員総会の決議によらなければな

らないこと。

(2) 財団たる医療法人が寄附行為を変更するには、あらかじめ、評議員会の意見

を聴かなければならないことo'

(3) 定款又は寄附行為の変更は、次に掲げる事項を除き、都道府県知事の認可を

受けなければ、その効力を生じないこと。

① 事務所の所在地

※ ただし、「主たる事務所jの所在地の変更が都道府県を異にする場合、

定款又は寄附行為における監督権限のある都道府県知事の変更は、定款又

は寄附行為の変更に係る認可が必要になることに留意すること。

② 公告の方法

(4) 都道府県知事は、 (3)の認可の申請があった場合には、定款又は寄附行為の内

容が法令の規定に違反していないこと及びその変更の手続が法令又は定款若し

くは寄附行為に違反していないことなどを審査した上で、認可を決定すること。

(5) 医療法人は、 (3)の①及び②に係る定款又は寄附行為の変更をしたとぎは、遅

滞なく、その変更した定款文は寄附行為を都道府県知事に届け出なければなら

ないこと。

(6) 法第44条第5項の規定は、定款又は寄附行為の変更により、残余財産の帰属

すべき者に関する規定を設け、又は変更する場合について準用する。

1 0 経過措置について(改正法附則第2条から第5条及び医療法の一部を改正する

法律の一部の施行に伴う関係政令の整備及び経過措置に関する政令第4条関係)

(1) 医療法人の役員について、社員総会又は評議員会の決議によって選任する旨

を定めた法第46条の5第2項及び第3項の規定は、施行日以後に行われる役員



の選任について適用すること。また、施行日において現に医療法人の役員であ

る者の任期も、なお従前の例によること。

(2) 施行日において現に存する医療法人の理事長の代表権については、施行日以

後に理事会において選出された理事長が就任するまでの間は、なお従前の例に

よること o

(3) 施行日において現に存する医療法人の評議員又は理事若しくは監事の施行日

前の行為に基づく損害賠償責任については、なお従前の例によること。

(4) 評議員について、 3の(1)の②のハ及びニは、施行日以後にした行為により同

ノ¥及びニに規定する刑に処せられた者について適用すること。

(5) 施行日において現に存する医療法人の評議員について、施行日から起算して

2年を経過する日(平成30年8月 31日)までの聞における、 3の(1)の③の適用

については、同文中「役員又は職員Jとあるのは、「役員Jとすること。

第2 医療法人の定款例及び寄附行為例の改正について

施行日以後に設立認可等の申請をする医療法人の定款例又は寄附行為例につい

ては、次に掲げる一部改正後の定款例又は寄附行為例とすること。

また、施行日において現に存する医療法人の定款又は寄附行為について、理事会

に関する規定が置かれていない場合には、改正法附則第6条の規定に基づき、施行

日から起算して2年以内に定款又は寄附行為の変更に係る認可申請をしなければ

ならないこと。ただし、理事会に関して、変更前の定款例叉は寄附行為例に倣った

規定が置かれている場合は、この限りでないこと。

なお、社会医療法人及び大規模の医療法人については、改正後の定款例又は寄附

行為例に倣った定款又は寄附行為の変更に係る認可申請を速やかに行うことが望

ましいこと。それ以外の医療法人については、当分の問、必ずしも定款例又は寄附

行為例と同様の規定を設けなくても構わないこと。

①社団医療法人の定款例(平成 19年医政発第 0330049号) 別添1

②財団医療法人の寄附行為例(平成 19年医政発第0330049号) 別添2

③特定医療法人の定款例(平成 15年医政発第 1009008号) 別添3

④特定医療法人の寄附行為例(平成 15年医政発第 1009008号) 別添4

⑤出資額限度法人のモデル定款(平成 16年医政発第0813001号) 別添5

⑥社会医療法人の定款例(平成20年医政発第0331008号) 別添6

⑦社会医療法人の寄附行為例(平成20年医政発第0331008号) 別添7

第3 関連する既往通知の改正について

o r医療法人制度の改正及び都道府県医療審議会について」
(昭和 61年健政発第410号厚生省健康政策局長通知) 別添8

o r病院又は老人保健施設等を開設する医療法人の運営管理指導要綱の制定につ
いてj

(平成2年健政発第 110号厚生省健康政策局長通知) 別添9

o r医療法人制度についてJ



(平成 19年医政発第0330049号厚生労働省医政局長通知)

01医療法人の基金についてj

(平成 19年医政発第0330051号厚生労働省医政局長通知)

01社会医療法人の認定についてj

(平成20年医政発第0331008号厚生労働省医政局長通知)

別添10 

別添11 

別添12 



(参考法令)

0民法(明治 29年法律第89号) (抄)
第108条 同一の法律行為については、相手方の代理人となり、又は当事者双方の

代理人となることはできない。ただし、債務の履行及び本人があらかじめ許諾し

た行為については、この限りでない。

0民事保全法(平成元年法律第91号) (抄)
第 56条 法人を代表する者その他法人の役員として登記された者について、その

職務の執行を停止し、若しくはその職務を代行する者を選任する仮処分命令又は

その仮処分命令を変更し、若しくは取り消す決定がされた場合には、裁判所書記

官は、法人の本庄又は主たる事務所の所在地(外国法人にあっては、各事務所の

所在地)を管轄する登記所にその登記を嘱託しなければならない。ただし、これ

らの事項が登記すべきものでないときは、この限りでない。

0民事訴訟法(平成8年法律第109号)(抄)
第267条 和解又は請求の放棄若しくは認諾を調書に記載したときは、その記載は、

確定判決~同一の効力を有する。



0社団医療法人の定款例 (r医療法人制度についてJ(平成19年医政発第0330049号)別添1)の一部改正

改

社団富療法人の定款刷

医療法人00会定款

第1章名称及t用務所

正

第1条本社図は、医療法人00会と称する。

後

備考

改

社団医療法人の定款例

医療法人00会定款

第1意名称及び事務所

正

第1条本社団は、医療法人00会と称する。

第2条本社団は、事務所を00県00郡(市)00 I園事務所については、複数の事務所|第2条料土団は、事務所を00県00郡(市)00 
町(村)00番地に置し | を有する場合は、すべてこれを記| 町〔村)00番地に置く。

第2章目的及び事業

第3条本社団は、病院惨療所、介護老人保樹臨)

を経営し、科学的でかつ適正な医療(及TJ.霊企謹室

主盟主主看護、医学的管理下の介設及び必要な医療

等)を普及することを目的とする。

第4条本社団の開設する病院(診療所、介鐙老人保

健施設)の名称及び開設場所は、次のとおりとする。

(1) 00病院 00県00君s(市')00国T(村)
(2) 00診療所 00県00郡(市')00町(村)
(3) OOl!l 00県00君s(市')00町(村)
2 本社団が00市(町、村)から指定管現者として
指定を受けて管理する病院(診療所、介護老人保健

施設)の名称及び開設場所は、次のとおりとする。

載し、かつ、主たる事務所を定め

ること。

-病院、診療所又は介謹老人保健施

設のうち、開設する施設を掲げる。

(以下、第4条、第5条、室27皇

第3項及び第28条第5項において

同じ。)

・介護老人保健施設のみを開設する

医療法人については、「本社団lま、

介護老人保健施設を経営し、蓋企

護者に対する看護、医学的管理下

の介護及び必要な医療等を普及す

ることを目的とする。」とする。

組本項には、地方自治法(昭和泣年

法律第67号)に基づいて行う指定

管理者として管理する病院(診療

第2寧目的及び事業

第3条本社団は、病院(診療所、介謹老人保健施設)

を経営し、科学的でかつ適正な医療(及び重量ニ皇

傷等により寝たきりの状態等にある老人に対し、看

護、庖学的管理下の介謹及び必要な医療等)を普及

することを自約とする。

第4条本社団の開設する病院(診練所、介護老人保

健施設)の名称及び開設場所は、次のとおりとする。

(1) 00病院 00県00郡(市')00町(村)
(2) 00診療所 00県00君s(市)00町(村)
(3) 00圏 00県00君s(市)OOPIT (村)
2 本社団が00市(町、村)から指定管理者として
指定を受けて管趨する病院(診療所、介護老人保健

施設)の名称及び開設場所は、次のとおりとする。

(別添1) 

(下線の部分は改正部分)

前

備考

聞事務所については、複数の事務所

を有する場合は、すべてこれを記

載し、かつ、主たる事務所を定め

ることロ

-病院、診療所又は介麓老人保健施

設のうち、開設する施設を掲げる。

(以下、第4条、第5条及TJ.蓋ユE
盆において同じ。)

-介護老人保健施設のみを開設する

医療法人については、「本社団は、

介護老人保健施設を経営し、産

病・負傷等により寝たきりの状態

等にある老人に対し、看接、医学

的管理下の介謹及び必要な医僚等

を普及することを目的とする。Jと

するロ

-本項には、地方自治法(昭和22年
法律第67号)に基づいて行う指定

管理者として管湿する病院(診療



(1) 00病院 00県00郡(市)00町(村) 所、介護老人保健施設)の名称及 (1) 00病院 00県00君n(市)00町(村) 所、介護老人保健施設)の名称及
(2) 00診療所 00県00郡(市)00町(村) ぴ開設場所を掲げる。行わない場 (2) 00診療所 00県00君s(市)001llT (村) ぴ開設場所を掲げる。行わない場

(~) 00園 00県00郡(市)00町(村) 合には、掲げる必要はない。」単主a ω00園 00県00君s(市)00回r(村) 合にlま、掲げる必要はない0.1単主主

第27金第3項及び筆28条重5項 第18条第3項及び第19条箪5項

において同じ。) において同じo)

第5粂本社団は、前条に掲げる病院(診療所、介護 -本条には、医療法(昭和23年法律 第5条本社団は、前条に掲げる病院(診療所、介護 -本条には、医療法(昭和23年法律

老人保健施設)を経営するほか、次の業務を行う。 第205号。以下「法」という。)第 老人保働搬)を経営するほか、次の業務を行う。 第205号。以下「法」という。)第

00看謹師養成所の経営 42粂各号の規定に基づいて行う附 00看護師養成所の経嘗 42朱告号の規定に基づいて行う附
帯業務を掲げる。行わない場合に 手持業務を掲げる。行わない場合に
iま、掲げる必要はない。 は、掲げる必要はない。

第3章資産及び会計 (新段)

筆6金本位団の重産は次のとおりとする。 (新設)

(1)設立当時の財産

(2)設立後寄附された金品

(3)事業に伴う収入

(4)その他の収入

2 本位国の段立当堕の財産目録は、主たる事盤置に

おいて備え置くものとする。

筆7釜本主t国の重産の宣ちs次に掲げる財産量基本 -不動産、運嘗基金等重要な塞産は、 (新設) (新設)

財産とする。 基本財産とすることが望ましい。

(1) 

(2) 

(3) 

2 基本財産は処分し、又は担保に供してはならな

い。ただし、特別の理由の盈る場合にはs理事会及

び社皐総会の議決査経てs処分し2又は担保に供玄

ることカfできる。 、、

第8金本社国の資産は2社員総会又は理事会で定め (新設)

た方法によって、理事長が管理する。

筆9垂室産の宣ち現金は、医業経賞の謝包のため確 (新段)

実な銀行又は信託金詐に預け入れ若しくは信託し、

又lま圏公債蓋しくは確実主有価証券に換え保管す

る。



第10条本社団の収支予算は、毎会計年度開始前に

理事会及び社員総会の議決を経て定める。

」盤量L

第 11 条本社団の会計年度は、毎年4月 1 日に始ま|岡任意に 1 年聞を定めても差し支え I~盤盤L

り翌年3月31日に終る。， ない。(法第53条参照)

第 12 条本社団の決算については、事業報告書、財 I~逝量L

産目録、貸借対照表及ぴ領益計算書(以下「事業報

告書等j という。)を作成し、監事の監査、週事会

の雰器及世盆量盤会の震盟査呈些主け弘ぽならな

い。

2 本社固ま、事業報告書等、監事の監査報告書及び

本社団の定款を事務所に備えて置き、社員又は債権

者から請求があった場合I二lま、正当な理由がある場

合を除いて、これを閲覧に供しなければならない。

3 本社団は、毎会計年度終了後3月以内に、事業報

告書等及び監事の監査報告書を00県知事に届け

出なければならない。

第13条決算の結果、剰余金を生じたとしても、配

当しではならない。

第丘章社員

皇1主主本社団の社員になろうとする者!ま、社員総
会の承認を得なければならない。

2 本社団は、社員名簿を備え置き、社員の変更があ

るごとに必要な変更を加えなければならない。

皇.!Q.盆社員l玄、次に掲げる寝自によりその資格を

失う。

(1)除名

(2)死亡

(3)退社

2 社員であって、社員たる義務を履仔せず本社団の

定款に違反し又は品位を傷つける行為のあった者

-2以よの都道府県の区域において

病院、診療所又は介護老人保健施

設を開設する医療法人について

は、主たる事務所の所在地の都道

府県知事巴庫け出るものとする。

」監量L

第~章社員

箪皇室本社団の社員になろうとする者は、社員総会

の承認を得なければならない。

2 本社団は、社員名簿を備え置き、社員の変更があ

るごとに必要な変更を加えなければならない固

重Z全社員は、次に掲げる理由によりその資格を失
ヲ。

(1)除名

(2)死亡

ω退社
2 ~土員であって、社員たる義務を置行せず本社団の

定款に違反し又は品位を傷つける行為のあった者

」盤量L

」藍盆L



は、社員総会の接決を経て除名することができる。 は、社員総会の議決を経て除名することができる。

箪ユ皇室やむを得ない理由のあるときは、社員はそ a退社について社員総会の承認の織 筆旦室やむを得ない理由のあるときは、社員はその -退社について社員総会の承認の識

の旨を理事長に届け出て、退社することができる。 決を要することとしても差し支え 旨を寝事長に届け出て、その同意を得て退社するこ 決を纂することとしても義し支え

ない。 とができる。 ない。

第5章社員総会 (新設)

筆17条理事長は、窪控t土邑総会査s毎年O園、 O a室珪2土畠総会は、収玄圭算の決富 (新設) (新設)

月に開催する。 と決算の決塞のため年2国以上聞

催することが望ましいg

z 環事長は主必要があると留めるときはsいつでも
臨時社墨総会堂招集することがで宣る。

3 理事長は、総社呈の5分の1以上の2土畠からまt島 • 5分の1室主国る劃含ま翠めるこ (新設)

総会の目的である事項査示して臨睦2土星総会の招 ともできる。

集室請求された場含にはsその請求が量った白から

20日以内に、これ査担集しなければならない。

..1. 社員総会の撞集はs週日の堂なくとも5目前まで -題集の通知は、室款で崖めた方謹 (新設)

に、その社員総会の目的である事項、日堕及び場置 により賢う。書面のほか電子的方

ま記載し、糧事長がこれに記宣した書直で社墨に通 j去によることも可g

知しなければならない。

第 18垂社畠総会の議長l九位墨の自から2土員総会 (新設)

において選任する。

箪19条次の事項は、社昆総会の議決室経なければ (新設)

ならない。

(1)定款の変更

rn基本財産の詮室及び処分(担保提供査含む。}
(3)望事塞生度の事業計画の決皐又は塞豆

~収支壬算及び決算の決重文は塞更

(5)重要な資産の処分

(6)借入金額の最高限度の決室

(7)社員の入社及び除名

(8)本社団の解散

(9)他の匿療法人との含併若しくは分留に盛る醤

動の締結又は分劃計画の決窟

2 その他重要な事項についても、社員総会の穏決を



経ることができる。

筆20全社員総会は、盤宇土星の過半数の出庫がなlナ (新設)

れば、その欝事を開き、決謹することができない。

u土星総会の諸事は、法令又はこの定款に別段の定
めがある場合を陸きs出席した社員の議決権の過半

数で決し、可査問数のときは、欝長の決するところ

による。

3 前項の場合において、韓長lまJ土員として欝迭に
加わることができない。

筆21主 主土星は、主土量総会において各1盟の議決権 (新設)

及び選挙権を有する。

第22条 f土星盤会においては、あらかじめ通知のあ (新設)

った事項のほかは議決することができない図ただ

し、急を要する場合はこの盟りではない。

主主土員総会に出席することのできない桂昌は、あら

かじめ通知のあった事項についてのみ書簡又は代

理人査もって諾決権及び選挙権査行使することが

できる。ただし、代理人は主土畠でなければならない。

3 代理人は、代理権を証する書菌室龍長に提出しな

ければならない。

第23奉社皐総会の謡決事項につき特別の到害圏係 (新設)

を有する主土員は、当盤事項につきその議決権査行使

できない固

筆24条主土昼総会の議事については、法全で窪める (新設)

ところにより、議事録を作成する固

第25条主土星総会の盟事についての細則は、社員総 (新設)

会で定める。

(削除) 第4章資産及び会計

(削除) 第9室生 本社園の重度は次のとお日とする}

(1)設立当時の財産'



(2)設立後寄附された金品

ffi樹齢塞産から生ずる果実
(の事業に伴う収入

(5)その他の収入

2 本社国の霞立当時の財産目録lまs主たる事務所に

おいて備え置くものとする。

(削除) (削除) 第 10条本位回の資産のうち2次に掲げる財産を碁 -不動産、運童基金等重要拡資産i志、
本財康とする。 基本財産とすることが望ましい。

(1) 

(2) 

(3) 

(削除) 2 基本財産は処分し、又は担保に盤しではならな :J土量総会のみの麗決でよいことと

い霊ただし、特別の理由の量る場含には詮理事会及 しても差し支えないがs理事会の

ぴt土星総会の議決室経て、処分し、又は担保に供す 醸決室経ることとすることが望ま

ることができる。 しい~益下s 第 13 条及び箪 16 条

において同じ。)

(削除) 第 11金本社国の謹産lまs社且総会で産めた方法に

よって、理事長が管理するg

(削除) 第 12垂資産のうち現金lま2確実な鯉行又は信託金

祉に盟け入れ若しくは置託し、又は国公債若しくは

確実な有価証券に換え保管するものとする。

(削除) 第 13 条本社国の収支宝算~盤会計生皮毘始前に

理事会及び社員総会の議決を経て定める。

(削除) (削除) 第 14 条本社固の会計生度は、毎生~日に強ま -任意に1A聞査室めても差し支え

り翌年3月31自に終る。 ない。(法第53条参照)

(削除)・ 第 15条本社団の決算についてはs毎会計年度終了
/ 盤2月以自lこ主事業報血書当財産目録ョ重量対照蓋

及び揖益計算書【以下「事業報告書等Jとい2..J

を住成しなければならない。

2 本位国は、事業報告書筆、監事の監査報告書及び

本社国の塞紋査事務置に備えて置き主主t墨又は債権
者から誼求があづた場合にはs正当な理由がある場

合を除いて、これを隠覧に供しなければならない。



(削除) 3 本位堕は、毎会計生産終了後3月以内に、事業報 • 2以上の都道府墨の匡域において

告書等及び監事の監査謹告書を00皐知事に届け 病院、診療所又は介護老人保健施

出なければならない。 謹査開設する医療法人について

!ま、主たる事蓋所の所在地の都道

府毘知事に届け出るものとする包

(削除) 第 16条決算の結果、割余金を生じたときは、理事

会及び主t墨総会の議決室経てその全量又は一部圭
基本財産に繰り入れ、又は積立金として積み立てる

ものとし、配当してはならないロ

第6章役員 箪豆重役員

重2皇室本社団に、次の役員を置く。 -原則として、理事は3名以よ置か 箪12皇本社団に、次の役員を置く。 -原剣として、理事は3名以上置か

(1)現事 O名以よO名以内 なければならない。都道府県知事 (1)理事 O名以よO名以内 なければならない。都道府県知事

うち理事長1名 の認可を受けた場合には、 1名又 うち理事長1名 の認可を受けた場合には、 1名又

(2)髭事 O名 Iま2名でも差し支えない。(星謹白E ω監事 O名 は2名でも差し支えない。(温室

条の5第1項参照)なお、理事を 46条の2参照)なお、理事を1名

1名又lま2名置くこととした場合 又は2名置くこととした場合で

でも、社員lま3名以上置くことが も、社員は3名以上置くことが望

望ましい。 ましい。

皇11.垂理事及び壁事は、社員総会の決議によって 皇1旦皇理事及び監事i玄、社員総会において選任す
選任するロ る。

2 理事長は、理事会において、理事の虫から選出す 2 理事長は、現事の互選によって富める。

盈L
3 本社団が開設(指定管理者として管理する場合を -病院、診療所又は介護老人保健施 3 本社回が開設(指定管理者として管理する場合を -病院、診療所又は介謹老人保樹毎

含む。)する病院(診疲所、介護老人保健施設)の 設を2以よ開設する場合におい 含む。)する病院(診療所、介謹老人保健施設)の 設を2以よ開設する場合におい

管理者は、必ず理事に加えなければならない。 て、都道府県知事 (2以上の都道 管理者は、必ず理事に加えなければならない固 て、都道府県知事 (2以上の都道

府県の区域において病院、診療所 府県の区域において病院、診療所

又は介護老人保健施設を閲段する 又は介謹老人保健施設を開設する

医療法人については主たる事務所 底療法人については主たる事務所

の所在地の都道府県知事)の認可 の所在地の都道府県知事)の認可

を受けた場合は、管理者(指定管 (以下、第 31条において自じ。)

理者として管理する病院等の管理 を受けた場合は、管理者(指定管

者を除〈ロ)の一部を理事に加えな 理者として管理する病院等の管理

いことができる。(法第 46条の5 者を除(.)の一部を理事に加えな

皇宣車参照) いことができる。(法第47条参照)

4 前項の理事は、管理者の職を退いたときは、理事 -理事の職への再任を妨げるもので 4 前項の理事は、管理者の職を退いたときは、理事 -理事の職への再任を妨げるもので

の職を失うものとする。 はない。 の職を失うものとする。 はない。



5 理事又は監事のうち、その定数の5分の1を超え 5 理事又は監事のうち、その定数の5分の1を超え

る者が欠けたときは、 1月以内に補充しなければな る者が欠けたときは、 1月以内に補充しなければな

らない。 らない。

箆2主主理事長基本社団を代表し、本社団の業務に 星1皇室理事長のみが本社団を代表する。
聞する一切の裁判よ又iま量判外の行盈をする権醒

を有する。

z 理事長は、本位回の塞査室執行し、 -この報告は、現実に圏催された理 2 理事長iま本社聞の業務室宣告理する。 (新設)
(盟IJ1) 3笛Eに1国以上s自己の職務の執行の盤況 事会において符担なければなら

室理事会に報告しなければならない。 ず、謹告査賞略することはできな

(例2)隼事蓮華塵!こ4箇旦査超える閏闘で2回以 ~ 
上、昌己の職蓋の執行の状況査環事会に報告しなけれ

ばならない。
‘ 

3 理事長に事故があるときは、理事長があらかじめ 3 理事は、本社国の盤務室処理しs理事長に事故が

定めた順位に従い、理事がその職務を行う。 あるときは、理事長があらかじめ定めた順位に従

い、理事がその職務を行う。

4 監事i玄、次の職務を行う。 4 監事は、次の職務を行う。

(1)本社団の業務を監査すること。 (1)本社団の業務を監査すること。

(2)本社団の財産の状況を監査すること。 (2)本社閣の財産の状況を監査すること。

(3)本社団の業務又は財産の状況について、毎会計 (3)本社団の業務又は財産の状況について、毎会計

年度、監査報告書を作成し、当該会計年度終了後 年度、監査報告書を作成し、当該会計年度終了後

3月以内に社員総会及び理事会に提出すること。 3月以内に社員総会又は理事に提出すること。

(4)第1号又は第2号による監査の結果、本社団の (4)第1号又Iま第2号による監査の結果、本社団の

業務又は財産に関し不正の行為又は法令若しく 業務又は財産に闘し不正の行為又は法令若しく

はこの定款に違反する重大な事実があることを はこの定款に違反する軍大な事実があることを

発見したときは、これを00県知事、社員総会又 発見したときは、これを00県知事又は社員総会
は理事会に報告すること。 に報告すること。

(5)第4号の報告をするために必要があるときは、 (5)第4号の報告をするために必要があるときは、

社員総会を招集すること。 社員総会を招集すること。

(6)理事が社員総会に提出しようとする韓塞s書 (6)耕土国の塞務又は財産の並程について、理事に

類、歪の他の輩料査盟査し、法令蓋しくはこの富 対して意見を述べること。

款に違反し、又は著しく不当な事項があると認め

るときは、まの誼査の結果査社島総会に報告主る

三主L

5 監事は、本社団の理事又は職員(本社団の開設す J 5 監事は、本社団の理事又は職員(本社団の開設す

る病院、診療所又は介護老人保健施設(指定管理者 る病院、診療所又は介護老人保健施設(指定管理者

として管理する病院等を含む。)の管理者その他の として管理する病院等を含む。)の管理者その他の

職員を含む。)を兼ねてはならない。 職員を含む。)を兼ね。ではならない。



重2皇室役員の任期lま2年とする。ただし、再任を 星20重役員の任期Iま2年とするロただし、再任を
妨げないロ 妨げない包

2 補欠により就任した役員の任期は、前任者の残任 z 補欠により就任した役員の任期は、前任者の残任
期間とする。 期間とする。

3 役員は、筆26条に定める星数が欠けた場合には、 3 役員lま、任期満了盆といえども、後i壬者が就任す
任期の讃7又は辞任により退任した後も主新たに選 るまではsその職務室行うものとする。

佳された者が就任するまでsなお役昌としての権利

義務を有する。

箪30主役員は、主主星総会の決議によって解任する (新設)

ことができる。ただし、監事の解任の決議は、出席

した社員の議決権の3分の2以上の賛成がなけれ • 3詮の2をよ国る割合査室めるこ (新設)

ぽ、決諾することができない。 ともできる。

筆31主役皐の報酬等は、 同役員の報菌室についてs室款にそ (新設) (新設)

(例1)主土星総会の決議によって別に塞めるところに の額を定めていないときは、 t土屋総
より支給する。 会の決議によって室める必要があ

{倒2)理事及び監事について、それぞれの盤整額が、 ゑL
00円以下及び00円以下で支給する。 固定款又iま社員総会の決謹において (新設)

(卸3)理事長O円、理事O円s監事O円とする。 理事の聾酬等の「総額」量産める損

倉、査理事の聾酬筆の額はまの額の

範囲内で理事会の決議によって産め

ることも差し支えない。ただし、監

事が2人以上あるときに監事の報酬

等の「総額」を墨める場合は、金監

事の報酬等l玄、その額の範囲内で監

事の埠識によって定めるよまた、「総

額Jを上回らなければ、再度、主土員

総会で決議することは必ずしも必要

ではない。

筆32垂理事は、次に掲げる取引をしようとする場 (新設)

含には、理事会において、歪の取引について重要な

事実を闇示し、その承盟査受けなければならない。

(1)自己又は第=者のためにする本社国の事業の都

類に属する取引

ill自己又は第=者のためにする本社固との盟事i
(3)本社盟がその理事の債務を保証することその他



その理事以外の者との聞における本社国とその

理事との割益カqE反する取引

2 前項の取引ました理事!ま、その取引後、遅滞な〈、

その取引についての重要な事実圭理事会に報告し

なければならない。

筆33金本社毘は、盤且が任務ま怠ったことによる -本皇室規定するか査かは量意。 (新設) (新設)

損害賠償責任室、法全に続定する額室盟皮として、

理事会の決議により免除することができるg

2 本t土国は、役員との閏で、任務を怠ったことによ
る損章賠償重任についてs当量役畠が職務室f号室!こ

っき善意でかつ重大な過去がないときに、撞害賠償

重任の陸定翠飽圭締結することができる。ただし、

その重任の限度額iま主0円以上で本社国があらかじ

め室めた額と法全で定める最低重任盟度額とのい

ずれか高い額とする。

第7章理事会 (新設)

第34条理事会は、すべての理事をもって構成する。 (新段)

筆35条理事会は、この塞款に別に墨めるもののほ (新盤)

か、次の職務を行う。

(1)本社団の業務執行の決定

(2)理事の職務の執行の監督

(3)理事長の選出及び解職

(め重要な重度の処分及び謹呈iすの決塞

(5)多額の借財の決定

~重要な役割査担う職皇の選任及び解任の決室

(7)従たる事務所その他の重要な組織の設置主変豆

及び廃止の決定

第36条理事会!立、 (新設)

【卸1)金理事が招墨玄る。 -塵副、査理事が理事会室招集する (新設)

(倒2)l要事量(又は理事会で墨める理事):が担集玄 が、現事会査担集する理事量産款

る。この場合ョ理事長(文は壊事会で室める理事)が 又は理事会で室めることができ

欠せたとき又は理事長(理事会で塞める理事)に事故 ゑL
があるときは、各理事が理事会を招集する。



2 理事長(又は理事会で定める理事室又は各理事)

は、必要があると翠めるときは、いつでも理事会を

招集することができる。

3 理事会の盟集は、期日の1週関前までに、各理事 . 1週間を下回る期間を塞めること (新設)

及び査監事に対して理事会堂招皐する旨の通知査 もできる。
，民

発しなければならないロ

4 iiiI項にかか担らず、理事会は、理事及び監事の全

員の同意があるときは、盟集の手続を経ることなく

開催できる。

第37条理事会の議長は、理事長とする。 (新設)

第 38条理事会の決識は、法令又はこの定款に別段 (新設)

の窪めが盈る場合査陸き、識決事項について特別の

利害関係を有する理事室盤〈理事の過半数が出席 -過半数をよ居る割合室富めること (新設)

し、その過半盤をもって行~ もできるロ

2 前項の規定にかか色らず、理事が理事会の法識の -本項を規定するか否かは任意。 (新設)

目的である事項について提案した場含において、そ

の提塞について控別の霊l害薗係査有する理事室陸

〈理事会員が書面又は電磁白記録により固意の意

思表示室したとき!.b理事会の迭識が曇ったものと

みなす2ただしお監事が宝の提案について畏識圭述

べたときはこの限りでない。

第39量理事会の館事については、法全で室めると (新設)

ころにより、韻事録査作成する。

2 理事会に出産した理事及び監事は、前項の議事録 -署名し、又は題名担印する者査、 (新設)

に署名、し、又は記名押印する。 理事会に出席した理事長及び監事

とすることも可固

筆40垂理事会の議事についての細則は、理事会で 」藍量2.(・第30条第2項参照)

定める。

(削除) 第6章会議

(削除) (削除) 第 21童会議は、主t星盤会及び理事会の2つとし、 関車堕総会はs場合によっては生1

社員総会はこれ査定時総会と臨時総会に分ける。 国の開催としても差し支えない

が、収支予算の決定と決算の決定

(削除) 箪泣条定時総会は、毎年O回、 O月に開催する。 のため年2回開催することが望ま



しい。

(削除) 第23条理事長は、必要があると醇めるときは、い

つでも臨時総会丞び理事会査招集主ることがで室

ゑL
2 桂昌総会の醸長は、社員総会において選任し2理

事会の譜長はミ理事長室もってあてる。

(削除)
~-

3 理事長は、総社員の5分の1以上のf土員から会韓 -総社昼の5分の1の寄l含について
に付揺すべき事項室示して臨時鯵舎の招集室積求 は、これ宣下回る割合を塞めるこ

室れた場含にlまs歪の請茎のあった白から20日以 とができる。

自に主これ査担集しなければならない園

4 環事会堂構成する理事の3分の1以上から連蚤

査もって狸事舎の目的たる事項牽示して譜求が畠

ったときは、理事長は理事会査招集しなければなら

皇位L

(削除) 第M条 ~の事項は、 2土星総会の識決室経なければ
ならない。

~款の塞豆
(型基本財産の盤定及び処分鑓信号星供量含むJ
ffi毎事業生産の事灘士留の決星及び変更
ill収支圭算及び決算の決室。
ぬ重1金金又は撞失金の処理
(6)借入金額の最高隈度の決富

(7)社員の入社及び除名

(8)本社盟の解盤、
ru他の医霊法人との合併望組の締F
(10)その他重要な事項

(削除) 箪25条主土星総会!.b総社量の過半数の出産がなけ

れlまsその接事室園き2議決することができない。

u土畠総会の韻事!玄、出産したま土昼のE鰍権の過半
監で決しs可否固数のときは主欝長の決するところ

による。 円

3 前項の場含においてs語長l九位員として議決に

加わることができない。

(削除) 第 26盆 2土畠総会の担集lまs週日の堂主くとも5日
前までに会議の目的で盛る事項2日時及び場所査毘



」遡盤L

」遡盤L

」劃践L

」劃盤L

星皇室定款の変更

盟主~この定款は、社員総会の韻決を経、かつ、

00県知事の認可を得なければ変更することがで
きない。

重旦霊解散、合併及び分割

白星皇室本社団は、次の事由によって解散するロ

(1)目的たる業務の成功の不能

(2)社員総会の決議

(3)社員の欠亡

ω)他の医療法人との合併

載し、理事長がこれに記名した書菌で社員に通知し

なければならない。

2 社員総会においては、前演の規定によってあらか

じめ通知した事項のほか議決することができない。

ただし、急を要する場合はこの限りではない。

第27条社員は、社員総会において1個の髄決権及
ぴ選挙権を有する。

第四条社員は、あらかじめ通知のあった事項につ

いてのみ書面又は代理人をもって謹決権及び選挙

権を行使することができる白ただし、代理人iま社員

でなければならない。

2 代理人は、代理権を証する書箇を謹長に提出しな

ければならないa

第四条会議の諮決事項につき特別の利害関係を有

する者は、当該事項につきその議決権を行使できな

どL

第四条社員総会の謹事についての細則は、社員総

会で定めるa

2 理事会の韻事についての細員IJは、理事会で定め

盈L

重Z童定款の変更

皇11皇 この定款は、社員総会の韓決を経、かっ、
00県知事の認可を得なければ変更することがで
きない。

皇旦童解散星空金畳

箆皇室本社団は、次の事由によって解散する。

(1)目的たる業務の成功の不能

(2)社員総会の決議

(3)社員の欠亡

(の他の医療法人との合併



何)破産手続開始の決定 (5)破産手続開始の決定

何)設立認可の取消し (6)設立認可の取消し

2 本社団は、総社員の4分の3以上の賛成がなけれ 2 本社団は、総社員の4分の3以上の賛成がなけれ

iま、前項第2号の社員総会の決譜をすることができ ば、前項第2号の社員総会の決識をすることができ

ない。 ない。

3 第1項第1号又は第2号の事由により解散する 3 第 1項第1号又は第2号の事自により解散する
ザー

場合は、 00県知事の認可を受けなければならな 場合は、 00県知事の認可を受けなければならな
い。 い。

皇坐金本社団が解散したときは、合併及び破産手 豊~金本社聞が解散したときは、合併及び破産手
サ続開始の決定による解散の場合を除き、理事がその 続開始の決定による解散の場合を除き、理事がその

清算人となる。ただし、社員総会の謹決によって理 清算人となる.ただし、社員総会の揺決によって理

事以外の者を選任することができる。 !事以外の者を退任することができる。

2 清算人は、社員の欠亡による事由によって本社団 2 清算人は、社員の欠亡による事自によって本社団

が解散した場合には、00県知事にその旨を届け出 が解散した場合には、00県知事にその旨を届け出
なければならない。 なければならない。

3 清算人は、次の各号に掲げる職務を行い、又、当 3 清算人は、次の各号に掲げる職務を行い、又、当

該職務を行うために必要な一切の行為をすること 該職務を行うために必要な一切の行為をすること， 
ができる。 ができる。

(1)現務の結了 (1)現務の結了

(2)債権の取立て及び債務の弁済 (2)償権の取立て及び債務の弁済

(3)残余財産の引渡し (3)残余財産の引渡し

，室坐金本社団が解散した場合の残余財産は、合併 箪2生藍本社団が解散した場合の残余財産は、合併
及r;;破産手続開始の決定による解散の場合を除きイ 及び破産手続開始の決定による解散の場合を除き、

t 

次の者から選定して帰属させるものとする。 次の者から選定して帰属させるものとする。

(1)国 (1)園

(2)地方公共団体 (2)地方公共団体

(3)医療法第31条に定める公的医療機関の開設者 (3)医療法第31条に定める公的医療機関の開設者

何)都道府県医師会又は郡市区医師会(一般社団法 (4)都道府県医師会又は郡市区医師会(一般社団法

人又は一般財団法人に限る。) 人又lま一般財団法人!こ限る。)

(5)財団たる医療法人又は社団たる医療法人であ (5)財団医療法人又は社団医療法人であって持分

って持分の定めのないもの の定めのないもの

量生島本社団は、総社員の同意があるときは、 O 箪皇室本社団l玄、総社員の同意があるときは、 O

0県知事の認可を得て、他の社団たる医療法人又は 。O県知事の認可を得て、他の社団医療法人又は財団

財団たる医療法人と合併することがゼきる。 。医療法人と合併することができる。



第46条本社団I立、総社員の同意があるときは、 O
0県知事の認可を得て、分割することができる。

」量豊L

霊10霊雑員。 重皇室雑則

室主主本社団の公告は、

(仰い)官報に掲載する方法

(例2)00新聞に掲載する方法
(例3)電子公告(ホームペーめ

によって行う。

(伊IJ3の場合)

2 事故その他やむを得ない事由によって前項の電

子公告をすることができない場合は、宮報(又は0

0新聞)に掲載する方法によって行う。

箆2皇室本社団の公告は、宮報(及ぴ00新聞)(こ
よって行う。

筆盟主 この定款の施行細毘1)は、理事会及び社員総

会の議決を経て定める。

皇37皇 この定款の施行細則は、理事会及的土員総

会の議決を経て定める。
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0財団医療法人の寄附行為例 (r医療法人制度についてJ(平成19年医政発第0330049号)別添2)の一部改正

改正

財団医療法人の寄附行為例

医療法人00会寄附行為

第1:iま名称及び事務所

第1条本財団は、医療法人00会と称する。

後

備考

改ー正

財団医療法人の寄附行為例

医療法人00会寄怖行為

第1章名称及び事務所

第1条本財団は、医療法人00会と称する。

第2条本財団は、事務所を00県00郡〔市)00 I・事務所については、複数の事務所 i第2条本財団は、事務所を00県00郡(市)00 
'町(村)00喬地に置く。 I を有する場合は、すべてこれを記| 町(村)00番地に置く。

第2掌目的及び事業

第3条本財団は、病院(診療所、介綾老人保健施設)

を経営し、科学的でかつ適正な医療(及t$重金聾重

l三盟主主看護、医学的管理下の介護及び必要な医療
等)を普及することを目的とする。

第4条本財団の開設する病院(診療所、介護老人保

健施設)の名称及び開設場所iま、次のとおりとする。

(1) 00病院 00県00郡(市)OOIBT (村)

(2) 00診療所 00県00郡(市)00町(村)

(3) 00圏 00県00郡(市')00町(村)

2 本財団が00市(町、村7から指定管理者として
指定を受けて管理する病院(診療所よ介麓老人保健

載し、かつ、主たる事務所を定め

ーること。

闘病院、診療所又は介護老人保健施

設のうち、開設する施設を掲げるB

(以下、第4条、第5条、豊26垂
第3項及び第27条第5項において

同じ。)

・介護老人保健施設のみを開設する

匡療法人については、「本財団は、

介後老人保健施設を経営し、重金

護者に対する看護、医学的管理下

の介護及び必要な医療等を普及す

ることを目的とする。Jとする。

-本項には、地方自治法(昭和22年

法律第67号)に基づいて行う指定

第2意目的及t庫業

第3条本財隠は、病院(診療所、介護老人保健施段)

を経営し、科学的でかつ適正な医療(及び産量二重

傷等により寝たきりの状態等にある老人に対し、看

穫、底単的管理下の介護及び必要なa:療等)を普及
することを目的とする。

第4条本財団の開設する病院(鯵療所、介護老人保

健施設)の名称及び開設場所は、次のとおりとする。

(1) 00病院 00県00郡(市)00町(村)

ω00診療所 00県00郡(市)OOIBT (村)

(3) 00圏 00県00郡(市)00町(村)

2 本財団が00市(町、村)から指定管理者として

指定を受けて管理する病院(診療所、介護考人保健

(月IJ添2)

(下線の部分は改正部分)

前

備考

-事務所については、複数の事務所

を有する場合は、すべてこれを記

載し、かつ、主たる事務所を定め

ること。

-病院、診療所又は介護老人保健施

段のうち、開設する施段を掲げる。

(以下、第4条、第5条昆琵箪盟

主において同じ。)

-介捜老人保健施設のみを開設する

医療法人については、『本尉聞は、

介謹老人保健施綾を経蛍し、蓋

病・負傷等により寝たきりの状態

寄与にある老人に対し、看護ム医学

的管理下の介護及び必要な医療等

を普及することを巨的とする。」と

する。

-本項には、地方自治法(昭和22年

法律第67号)に基づいて行う指定



施設)の名称及び開設場所は、次のとおりとする。 管理者として管理する病院(診療 施設)の名称及び開設場所は、次のとおりとする。 管理者として管理する病院(診療

(1) 00病院 00県00君s(市)00国r(村) 所、介護老人保健施設)の名称及 (1) 00病院 00県00郡(市)00町(村) 所、介謹老人保樹搬)の名称及

(2) 00診療所 00県00郡(市).00町(村) ぴ開設場所を掲げる。行わない場 (2) 00診療所 00県00郡(市)00町(村) ぴ開設場所を掲げる。行わない場

(3) 00園 00県00君s(市)OOIBT (村) 合には、掲げる必要はない。i且主主 (3) 00園 00県00郡(市)00町(村) 会には、掲げる必要はない。(以下、

第 26盆箪3項及び第27条箪5項 第 15盆箪3項及び第16条第5項

において閉じ。) において同じ。)

第5条本財団は、前条に掲げる病院(診療所、介護 -本条には、医療法(昭和23年法律 第5条本財団は、前条に掲げる病院(診療所、介護 -本条にi玄、医療法(昭和23年法律

老人保健施設)を経賞するほか、次の業務を行う。 第205号。以下「法Jという。)第 老人保健施設)を経堂するほか、次の業務を行う。 第205号。以下「法」という。)第

00看謹師養成所の経営 42条各号の規定に基づいて行う附 00看謹師養成所の経堂 42条各号の規定に基づいて行う附

轡業務を掲げ.Qo 行わない場合に 帯業務を掲げる。行わない場合に

は、掲げる必要はない。 は、掲げる必要はないロ

第3主主資産及び会計 第3章資産及び会計

第6条本財団の資産は次のとおりとする。 第6条本財団の資産は次のとおりとする。

(1)設立当時の財産 (1)設立当時の財産

(2)設立後寄附された金品 (2)設立後寄附された金品

(削除) (3)諸種の重度から生ずる墨実

.m.事業に伴う収入 (の事業に伴う収入

品よその他の収入 (5)その他の収入

2 本財団の設立当時の財産目録は、主たる事務所に 2 本財団の設立当時の財産目録は、主たる事務所に

おいτ備え置くものとする。 おいて備え置くものとする。

第7条本財団の資産のうち、次に掲げる財産を基本 E不動産、運営基金等重要な資産は、 第7条本財団の資産のうち、次に掲げる財産を基本 -不動産、運営基金等E重要な資産は、

財産とする。 基本財産とすることが望ましい。 財産とする。 基森財産とすることが望ましい。

(1)前条第1項第1号の財産中の不動産及び金O (1)前条第1項第1号の財産中の不動産及び金O

0万円 0万円

(2)基本財産に編入すべきものとして指定された (2)基本財産に編入すべきものとして指定された

剤治晶 寄昨憧晶

(削除) ill前2号に掲!tる財産から生ずる塁塁
2 基本財産は処分し、又は担保に供してはならな z 基本財産は処分し、又は担保に供してはならな -理事会及び評器員会の韻決を経る

い。ただし、特別の理由のある場合には、理事会の い。ただし、特別の理由のある場合には、連事会の こととしても差し支えない。(以

謹決を経て、処分し、又は担保に供することができ gii決を経て、処分し、又は担保に供することができ 下、第8条、第10条、第13条及

る。 る。 ぴ箪2生皐において同じ。)

第8条本財団の資産i立、理事会で定めた方法によっ 第8条本財留の資産は、現事会の議決を経て定めた

て、理事長が管理する。 方法によって、現事長が管理するa

第9条資産のうち現金l志、医業経営の実施のため確 第9条資産のうち現金i玄、確実な銀行又は信託会社



実な銀行又は信託会社に預け入れ、若しくは信託
， 

に預け入れ、若しくは信託し、又は国公債若しくは

し、又は国公債若しくは液実な有価証券に換え保管 確実な有価証券に換え保管するものとする。

する。

第 10条本財団の収支予算は、毎会計年度開始前に 第 10条本財団の収支予算は、毎会計年度開始前に

理事会の議決を経て定める。 理事会の郁夫を経て定めるe

第 11条本財団の会計年度は、毎年4月1日に始ま -任意に1年間を定めても差し支え 第 11象本財団の会計年度は、毎年4月1日lζ始ま -任意!ζ1年間を定めても差し支え
り翌年3月31日に終る。 ない。(法第53条参照) り翌年3月31日に終る。 ない。(法第53条参照)

第 12条本財閣の決算については、事業報告書、財 第 12条本財団の決算については、毎会計年度終了
産自録、貸借対照表及び損益計算寄(以下「事業報 後2月以内!こ、事業報告書、財産目録、貸借対照表

告書等」という。)を作成し、監事の監査、瑳事会 及び損益計算書(以下『事業報告書等」という。)

の丞認及びE平謹星会の丞部室雲けなければならな を作成しなければなら往い回

L、。!

2 本財団は、事業報告書等、監事の監査報告書及び 2 本財団は、事業報告書等、監事の監査報告書及び

本財団の寄町村守識を事務所に備えて置き、評議員又 本財団の寄附行為を事務所に備えて置き、評融員又

は債権者から請求があった場合には、正当な理由が は債権者から錆求があった場合には、正当な理由が

ある場合を除いて、これを閲覧に供しなければなら ある場合を除いて、これを閲覧に供Lなければなら

，ない。 ないe

3 本財団は、毎会計年度終了後3月以内に、事業報 . 2以上の都道府県の区域において 3 本財団は、毎会計年度終了後3月以内に、事業報 • 2以よの都道府県の区峨において
告書等及び監事の監査報告書を00県知事に届け 病院、診療所又は介護老人保健施 告書等及び監事の監査報告書を00県知事に届iす 病院、鯵療所又は介護老人保健施
出なければならない。 設を開設する医療法人につ.いて 出なければならない。 設を開段する医療法人にフいて

は、主たる事務所の所在地の都道 は、主たる事務所の所在地の都道

府県知事に届け出るものとする。 府県知事に届け出るものとする。

第13条決算の結果、剰余金を生じたとしても、配 第 13条決算の結果、剰余金を生じたときは、理事

当しではならない。 会の議終査経て2圭の全部又は一部査基本財産に繰

り入れ、又は積立金として積み立てるものとし、艶

当しではならない。

第4:1ま評議員 (新設)

第14条本財国lこ、評議畠0盆以上O蚤J;).自壷置く g -評議昼lま理事の車数量越える盤と (新段) (新段)

するE ただし、盤道府豊知事の盟

可査呈け理事が1人又は2人の場 、

含にあっては、 3人以上とする。

第 15条評議員は、次に掲げる者から理事会におい (新叡)

て選任した者につき、理事長が委嘱する。



(1)医師、歯酔医師、薬剤師、看謹師その他の医療

盆基章
(2)痘院、診療理又は企謹老人保健施誌の経嘗に盟

して識見を有する者

(3)医療を受ける者

(の本財団の評議員として聾に必要と謹められる

章
2 評議員は、役員又は職昌査兼ねることはできな

心L

第5章評議員会 (新設)

塞 16奉理事長は、定時評謹員会査、毎年O回、 O (新設)

月に開催する。

2 理事長は、必要があると認めるときは、いつでも

盛時聾語員会堂置集することができる。

3 理事長lま、総評議皐の5分の1以上の評議員から • 5分の 1の割合については、これ (新設)

評議員会の目的で盛る事項牽示して評欝星会の招 宣下回る割合査定めることができ

集を醤求された撞含には、その詣求があった回から ゑL
208以内に、これ室担集しなければならないg 、、

丘評語員会の誼集は、塑日の堂なくとも5日前まで -担隼の通知は主寄附行為で定めた (新設)

に、その評語員会の目的で畠る事項、日時及び場所 方法により行室。書面のほか電子

を記載し亘理事長がこれに記章した書直で註議員に 的方法によることも可。

通知しなければならない。

第 17垂評議員会の議長は、置議畠の互選によって (新設)

定めるロ

第 18条次の事項は、盈らかじめ評識島会の窓墨査 -杢事項lま置議畠の韻決査要主るも (新設) (新設)

聴かなければならない。 のとすることができる。 Q去第 46
(1)寄附行為の変更 条の4の5参照)

(2)基本財産の設定丞ぴ処分(伊保提盤を含室。)

(3)毎事童生度の事華計留の決塞又lま変墓

(4)収支予算及び決算の決定又は変更

(5)霊要な資産の処分

(6)借入金額の最高毘度の決塞

(7)本財団の解散

(8)他の芭療法人との合併若しくは分割に盛る契



約の締結又は分割計画の決定

2 その他重要な事項についても、評議員会の意見を

聴くことができる。

第19条評謡員会は、総野議員の過半数畑出席がな

ければ、その議事を聞き、決謹することができない6

2 評議員会の譜事は、法令又はこの寄附行為に別段

。の定めがある場合を除き、出席した軒譜員の韓決権

の過半数で決し、可杏間数のときは、鎗長の決する

ところによる。

3 前項の場合において、議長は‘評議員として議決

に加わることができない。

第四条評議員は、評議員会において1個の議決権

及び選挙権を有する。

。第21条評議員会においては、あらかじめ通知のあ

った事項のほかは議決することができない。ただ

し、急を要する場合はこの限りではない白

第22条評議員会の議決事項につき特別の利害関係

を有する評議員l玄、当該事項につきその麓決権を行

使できない。

第23条評議員会の謡事については、法令で定める

ところにより、謹事録を作成する。

第24条評議員会の議事についての細則は、評議員

会で定める個

星豆重役員

箪1Q..金本財団に、次の役員を置く。

(1)理事 O名以上O名以内

うち理事長1名

(2)監事 O名

-原員IJとして、理事は3名以上置か

なければならない。都道府県知事

の認可を受けた場合には、 1名又

Iま2名でも差し支えない。(遺筆'46

室旦豆箪1項参照)

」盤盤L

」盤麓L

」盤藍L

」監撃に

」盤盤L

」盤量L

豊主主役員墨笠置麗呈

星1生金本財団に、，次の役員孟笠置謹呈を置く。
(1)理事 O名以上O名以内

うち理事長1名

(2)監事 O名

.QL豊麗員 Q盆単主Q名以内

E原尉として、理事は3名以上ι豊

麗員は理事の定数を超える数を置

かなければならない。墨壷l主L 都
道府県知事の飽可を受けた場合に

は、 1名又Iま2名でも差し支えな

い。(法第46条の2参照)



皇控室理事及び監事は、評議員会の決議によって 第 15条理事及び監事lま評議員会において選任す

選任する。 る。

2 理事長は、理事会において、理事の虫から選出す z 理事長は、理事の互選によって定める。
盃.2-
3 本財団が開設(指定管理者として管理する場合を 調病院、診療所又は介護老人保健施 3 本財団が開設(指定管理者として管理する場合を -病院、診療所又!ま介護老人保健施

含む。)する病院(診療所、介護老人保健施設)の 設を2以上開設する場合におい 含む。)する病院(診療所、介護老人保健施掛の管 設を2以上開設する場合におい

管理者は、必ず理事に加えなければならない。 て、都道府県知事 (2以上の都道 理者は、必ず理事に加えなければならない。 て、都道府県知事 (2以上の都道

府県の区域において病院、診療所 府県の区域において病院、診療所

又は介護老人保健施設を開設する 又は介護老人保健施設を開設する

医療法人については主たる事務所 . 医療法人については主たる事務所

の所在地の都道府県知事)の認可 の所在地の都道府県知事の認可

を受けた場合は、管理者(指定管 (以下、第四条において同じ。)

理者として管理する病院等の管理 を受けた場合は、管理者(指定管

者を除く。)の一部を理事に加えな 理者として管理する病院等の管理

いことができる.(法第 46条の5 者を除<.)の一部を理事に加えな

童豆望参照) いことができる。(法第47条参照)

4 前項の理事は、管理者の職を退いたときは、理事 -理事の職への再佳を妨げるもので 4 前項の理事は、管理者の職を退いたときは、理事 -理事の職への再任を妨げるもので

の職を失うものとする。 はない。 の臓を失うものとする。 はない。

5 理事又iま監事のうち、その定数の5分の1を超え 5 理事又は監事のうち、その定数の5分の1を超え

る者が欠けたときは、 1月以内に補充しなければな る者が欠けたときは、 1月以内に補充しなければな

らない。 らない。

箆主主理事長基本財団を代表し、本財団の業務に 豊1皇室寝事長のみが本財団を代表する。
盟する一切の裁割上又は裁割外の行為をする権限

を有する。

2 理事長は、医療法人の業費量執行し、 2 理事長は本財団の塞務を総理する。

慣れ)3箇月に1回以上主自己の職務の執行の状況 -この謹告は、現実に開催された理

を理事会に報告しなければならない。 事会において行担なければなら

(卸2)毎事裳生産に4笛旦圭超える固隔で2国以 ず、報告査省盟主ることはできな

よ、自己の職務の執行の状況ま糧事会に謹告しなけれ どL
ばならないa

3 理事長に事故があるときは、理事長があらかじめ 3 理事は、本財国の常務を処理しs理事長に事故が

定めた1JI~'位に従い、理事がその職務を行う。 あるときは、理事長があらかじめ定めた順位に従

い、理事がその職務を行う。

4 監事lま、次の職務を行う。 4 監事Iま、次の職務を行ラ。

(1)本財団の業務を監査すること。 (1)本財団の業務を監査すること。

(2)本財団の財産の状況を監査すること。 (2)本財団の財産の状況を監査すること。

(3)本財団の業務又は財産の状況について、毎会計 (3)本財団の業務又は財産の状況について、毎会計



./" 

年度、監査報告書を作成し、当該会計年度終了後

3月以内に評議員会及び理事会に提出すること。

ω第1号又は第2号による監査の結果、本財団の
業務又は財産に関し不正の行為又は法令若しく

はこの寄附行為に違反する重大な事実があるこ

とを発見したときは、これを00県知事、評議員

会型亜聖華全に報告すること。

(5)第4号の報告をするために必要があるときは、

理事長に対して評議員会の招集を簡求すること。

(め理事が評議員会に提出しようとする議案、書

類、その他の資料を調査し、法令若しくはこの寄

附符為に違反し、又は著し〈不当な事項があると

認めるときは、その翻査の結果を評謹員会に報告

主盈三主L
5 監事は、本財団の理事又は職員(本財団の開館す

る病院、診療所又は介護老人保健施設(指定管理者

として管理する病院等を含む。)の管理者その他m
職員を含む。)を兼ねてはならない。

」遡盤L

筆28主役員の任期lま2年とする。ただし、再任を

妨げない。

2 補欠により就任した役員の任期は、前任者の残任

期間とする。

3 役員は、第25条に定める員数が欠けた場合には、

任期の満了又lま辞任により退任した後も、新たに選

任された者が就任するまで、なお役員としての権利

義務を有する。

ー年度、監査報告書を作成し、当該会計年度終了後

3月以内に型車に提出すること。

(の第1号又は第2号による監査の結果、本財団の

業務又は財産に関し不正の行為又は法令若しく

はこの寄附行為に違反する重大な事実があるこ

とを発見したときは、これを00県知事又は評議

星会に報告すること。

何)第4号の報告をするために必要があるときは、
寝事長に対して評議員会の招集を請求すること。

間本財団の業務又は財産の状況について、理事に

盟L主童星査世泊三と。

s ¥監事は、本財団の理事、 E平譜員又は職員(本財団
の開設する病院、診療所又は介護老人保健施設(指

定管理者として管理する病院等を含む。)の管現者

その他の職員を含む。)を兼ねてはならない。

第 17条辞撞員は‘次lこ掲げる者から理事会におい

て推薦した者につき、理事長が委嘱するa

(1)医師、歯科医師、薬剤師、看護師その他の医療

盤蔓章
(D鋳院、診療所又は介謹老人保健施設の経営に鶴

して識見を有する者

。)医療を受ける者

(の本財団の評議員として特に必要と留められる l

章
z 評議員は、役員を樹2ることはできないE

皇ユ旦盆役員の任期I志2年とする。ただし、再任を

妨げないe

z 補欠!こより就任した役員の任期は、前任墳の残任
期間とする。

3 役員は、任期満了後といえども、後任者が就任す

るまでは、その職務を行うものとする。



筆29垂役員が、次のいずれかに該当するときは、 (新詮)

置議員会の決議によって解任することができる。た

だし、監事の解任の決議は、出直した評議員の議決

権の3分の2以上の萱成がなけれぽ決謹すること .3分の2査上国る割合査室めるこ (新設)

ができない。 ともできる。

(1) 職務よの義務に違反し、又は職務を怠ったと

主L

ill 心身の故障のためs職務の執行に玄障が量り、
又はこれに堪えないとき。

箪30主役墨の報幽等l立、 -役員の報酬等についてs寄間行轟 (新設) (新設)

(例1)評謹昌会の決器によって別に産めるところに にその額を塞めていないときは、置

より支給する。 議星会の決謹によって定める必要が

(例2)理事及び監事についてsそれぞれの盤額が、 童生L
00目以下及び00円以下で支給する。 -寄酎行為又は盟議島会の決議にお (新設)

(例3)理事長O円、理事O円、監事O円とする。 いて理事の報酬等の「総額」を定め

る場含、金理事の報国霊の額はその

穣の範囲内で理事会の決議によって

窪めることも差し玄えない2ただし、

監事が2人以上あるときに監事の聾

酬等の「総額J査産める場含!玄、金

監事の聾酬等は、その額の範囲内で

監事の協議によって室める。また、

「総額J査上国らなければ、再度、

聾i義昌会で決議することは必ずしも
必要ではない。

第31条理事は、次に掲げる取引査しようとする彊 (新設)

合には主理事会において、その取引について重要な

事実室園示し、そのZR盟を受けなければならない。

ill自己又は筆=者のためにする本財国の事塞の部
類に属する取引

(2)自己又は筆=者のため!こする本財国との取引

(3)本財国がその理事の債務童保証することその他

その理事以外の者との慣における本財置とその

理事との霊j益が担反する取引

2 前項の取引宣した理事は、その取引盤、選;帯なし

その取引についての重要な事実を現事会に報告し



なければならない。

第32条本財国!主役呈が量務ま怠ったことによる -本輩牽糧室主益か査かは任意g (新設)

損害賠償責任室、法全に規室する額査陸度として、

理事会の決議により免墜することができる。

2 本財団は主役員との聞で~務室皐ったことによ

る損壷賠償重任についてs当該盤農が職務室行三!こ

っき善意でかつ重大な過失がないときに2損害賠償

責任の限定望組査締結することができるg ただし、

その重任の限度額は、0円以上で本財国が藍らかじ

め窪めた額と法全で窪める最低責任盟産額とのい

ずれか高い額とする。

第7奪還事会 (新設)

第33条理事会i弘すべての理事をもって構成する。 ， (新設)

室 34 条理事会はi この寄附行畠に~に室めるもの (新援)

のほか、次の職務を行う。

ill本財国の業務執行の決富
(2)理事の職務の執行の監督

ill理事長の選出及び解職
(の重要な資産の処分韮ぴ譲量lすの決定

(5)多額の借財の決定

(6)重要な盤劃査担三職島の選任墨ぴ解任の決霊

m従たる事務所その他の重要な組織の詮置、塞更
及び廃止の決定

第35条理事会は、 (新設)

{倒1)各理事が招基する。 -原.!N、金理事が理事金査招塞主る (新設)

(盟1)2)理事長(又は理事会で皐める理事)が招集す がョ理事会室盟塞する理事宣車款

るg この場合、理事長(又は理事会で塞める理事) 又!ま理事会で窪めることができ

が卑けたとき又は理事長(理事会で墨める理事)に ゑL
事故が盛るときはs各理事が理事会室招集する2

2 理事長(又は理事会で室める理事注又は各理事]

はs必要があると麗めるときは、いつでも濯事会室

招集することができる。



3 理事会の担集は、期日の 1週間前までに、各理事 • 1週明査下回る期開査産めること (新設)

及び各監事に対して理事会室招塞する旨の通知を もできる。

発しなければならない。

4 前項にかかわらず、理事会は、理事及ぴ監事の全

員の同意があるときはs担集の手続査経ることなく

開催できる。

第36垂理事会の議長は、理事量とする。 -過半数を上回る割合を産めること (新設) (新設)

もできる。

筆37条理事会の決議は、法全又はこの寄附行為に (新設)

別段の室めが曇る場合査陸きs議決事項について特

別の到霊園盛圭有する理事査陸〈理事の過半数が -過半数量よ国る割合査室めること (新設)

出産し、その過半数量もって行う。 もできる。

2 前項の規塞にかか担らず、理事が理事会の決議の -本項圭埋皐するか否かは任意。 (新設)

目的である事項について提塞した場合において、そ

の提塞について特別の利害国係牽有する理事室除

〈理事全員が書面又lま電磁的記録により同意の意

思表示ましたときは、理事会の決譜があったものと

みなす。ただし2監事がその提塞について異議を迷

ベたときはこの限りでない。

霊38差理事会の議事については、法全で室めると (新設)

ころにより、議事録圭生成する。

2 理事会に出産した理事及び監事は、前項の議事鍾 -署名し、又iま記名担町する者を、 (新設)

に署名し、又は毘査担EQする。 理事会に出席した理事長墨ぴ監塞

とすることも可。

第39条理事会の議事についての細則は、理事会で (新設)

定める。

(削除) 第5章会議

白(削除) 第19条会識は、理事会及び評語員会の2っとする。

(削除) 第四条理事会!ま2理事長が担集し、その議長とな

ゑL
2 理事会はミ理事の半数以上が出席しなければ韻事

査園くことができない。

3 理事会に出席することのできない理事は、書面に



よ日s又は他の出席理事に重任して2塞決する』と

ができる。

4 理事は、理事会において1個の議決権及び選挙権

ま有する。ただし、理事会の韓決事項につき特別の

到害圏怪童有主る者Iま2当E束事項につき圭の識決権
を行使できない。

5 理事会の融事はミ出産した理事の過半数で決しs

可否同教のときは、融長の決するとこるによる。

(削除) 第21条醇諸星会lまs理事長が招集する。

2 陸強星会の識長iまJ平謹呈の互選によって産め
ゑL

(向IJ除) 3 理事長は、都評議亘の5盆の1以上の評議星から -総評議畠の5分の1の劃含につい

会議にi寸識すべき事項査示して静諸島会の招集室 ては、これま下回る割金量定める

繍求された場合には、その誼塞のあった日から20 ことができる。

日以内に、これを招集しなければならないι

(削除) 第 22条次の事項lまsあらかじめ評議墨金の意見牽

聴かなければならない。

(1)寄附行為の変更

ill 基本財産の設定及び処分(担保撞供量含~

ill毎事豊年度の事墓計画の決富墨び嚢亘
{1l収支圭算及び決算の決室

@jIJ金金又は損失金の処理

~借入金額の最高隈度の決皇

(7)本財団の解散

@他の医療法人との含併翠飽の締P
(9)その他重要な事項

2 書I)'項に掲げる事項l丸野韓皇室の議決査要するも

のとすることができる。

(削除) 筆M 評蟻員会は主総評謹呈の過半数の出席がな
ければs宝の識事室園き2韻決することができない。

2 評議墨金の蟻事Iまs出産した評韓墨の瞳決権の過

半数で決しs可査国数のときI丸髄長の決するとこ

ろによる。

3 前墳の場含においてs識長は、置鴎畠として接決

に加わることができない。



」劃盤L

」劃盤L

J劃盤L

」魁盤L

箪旦童寄附行為の変更

豊丘E皇-この寄附行為を変更しようとするときは、
盟豊及び評語員の総数のそれぞれ3分の2以上の

間意を得、かっ、00県知事の認可を得なければな
らない。

霊旦童解散、合併及び分割

童五L金本財団iま、次の事由によって解散するe
(1) 目的たる業務の成功の不能

(2)他の医療法人との合併

(3)破産手続開始の決定

(心設立認可の取消し

2 前項第1号の事由による解散は、現事及び評語員

の総数のそれぞれ3分の2以上の同意を得、かっ、

00県知事の認可を受けなければならない"

第24条評議員は評語員会において、 1個の接決権
及I腿挙権を有する。

第25条評議員l京、あらかじめ通知のあった事項に

ついてのみ書面又は代理人をもって韓決権及び選

挙権を行使することができる。ただし、代理人は評

韓員でなければならないロ

2 代理人は、代理権を証する書箇を謹長に提出しな

ければならない。

第26条会韓の韓決事項につき特別の利害関係を有

する者l玄、当該事項につきその識決輝を行使できな

どL

第27条理事会の帯事についての細則は‘理事会で

皇位盈ι
2 許諾員会の盤事についての細則は、評謹員会で定

金盈L

皇旦重寄附行為の変更

草28皇 この寄附行為を変更しようとするときは、

理事及び評議員の総数のそれぞれ3分の2以上の

悶意を得、かつ、 00県知事の認可を得なければな
らないロ

箪Z童解散墨益金畳

童盟主本財団は、次に事由によって解散するe

(1)目的たる業務の成功の不能

(2)他の医療法人との合併
(3)破産手続開始の決定

(の設立認可の取消し

z 前項第1号の事由による解散は、理事及び評議員
の総数のそれぞれ3分の2以上の同意を得、かつ、

00県知事の認可を受けなければならない。



盤坐金本財団が解散したときは、合併及t撤廃手 皇2正義本財団が解散したときは、合併及び破産手
続開始の決定による解散の場合を除き、理事がその 続開始の決定による解散の場合を除き、理事がその

清算人となる。ただし、評議員会の決謹によって現 清算人となる。ただし、評議員会の韓決によって評

事以外の者を選任することができる。 蟻員の中からこれを選任することができる。

2 清算人は、次の各号に掲げる職務を行い、又、当 2 清算人は、次の各号に掲げる職務を行い、又、当

該職務を行うために必要な一切の行為をすること 骸職務を行うために必要な一切の行為をすること

ができる。 ができる。

(1)現務の結了 (1)現務の結了

(2)債権の取立て及び債務の弁済 (2)債権の取立て及び債務の弁済
(3)残余財産の引渡し ω)残余財産の事!波し

皇旦金本財団が解散した場合の残余財産は、合併 皇lli量本財団が解散した場合の残余財産は、合併
及び破産手続開始の決定による解散の場合を除き、 及び破産手続開始の決定による解散の場合を除き、

次の者から選定して帰属させるものとする。 以下の者から選定して帰属させるものとする。
(1)圏 (1)国

(2)地方公共団体 (の地方公共団体

(3)医療法第31条に定める公的医療機関の開設者 ω医療法第 31条に規定する公的医療機関の開段
者

(4)都道府県医師会又は郡市区医師会(一般社団法 (ω 都道府県医師会又は郡市区医師会(一般社団法
人又は一般財団法人に限る。) 人又は一般財団法人に限る。)

(5)財団主盈医療法人又は社団主主医療法人であ (5)財団医療法人又は社団医療法人であって持分

って持分の定めのないもの の定めのないもの

箪坐金本財聞は‘理事及び評識員の総数のそれぞ 重32~量本財団は、理事及び評議員の総数のそれぞ
れ3分の2以上の同窓を得、かつ、 00県知事の認 れ3分の2以上の間意を得、かっ、 00県知事の認

可を得て、他の財団たる医療法人又は社団たる医療 可を得て、他の財団医療法人又は社団医療法人と合

法人と合併することができる。 併することができる。

箆盟主本財団l立、理事及び評議轟の総監のまれ歪 (新銀)

れ3分の2以上の由意圭f生かつ， 00島知事の盟
可査得て、分劃することができる。

， 
第， 0:1ぎ雑則 豊旦皇雑貨.1)

箆並金本財団の公告は、 霊~本財団の公創立、官報(及び00新聞) (こ
(倒1)官報に掲載する方法 よって行う。

(卸2)00新聞に掲載主る方法
(盟113)軍手公告(ホームページ)



によってf守う。
(例3の場合)

2 事故その他やむを鍾ない事自によって前項の電

子公告をすることができない場合は、宮報(又はO
0新聞)(こ掲載する方法によって行う a

量生7~量 この寄附行為の施行細見1)は、理事会の議決 -法第44条第4項参照。 皇2生島 この寄附行為の施行細則iま、理事会の議決 -法第44条第4項参棟。
を経て定める。 を経て定める。

附員IJ 附貝IJ

本財団設立当初の役員及び評謹員は、次のとおりと 本財団設立当初の役員及び評議員は、次のとおりと

する。 する。

理事長 o000  理事長 0000 

理 事 0000 理 事 0000 

同 o 0 0 0 間 o 0 0 0 
問 000  0 同 o 0 0 0 
同 o 0 0 0 同 o 0 0 0 
同 o 0 0 0 問 o 0 0 0 
同 o 0 0 0 同 000  0 

監 事 o000  監 事 0000 

同 o 0 0 0 問 o 0 0 0 
評議員 o000  評鵠員 o0 0 0 
同 o 000  同 o 0 0 0 
同 o 0 0 0 同 000  0 



0特定医療法人の定款例 (r特定医療法人制度の改正についてJ(平成15年医政発第1009008号)別添3)の一部改正

改 正

特定医療法人の定撤例

医療法人00会定款

第1章名称及t庫務所

第1条本社司は、医療法人00会と称する。

第2条本社団は、事務所を00県00郡(市)00 

町(村)00番地に置し

第2章目的及び事業

第3条本社;回は、病院及び診療所(並びに介護老人

保健施設)を経営し、科学的でかつ適正な医療(及

び要介護者に対する看護、医学的管理下の介践及び

必要な医療等)を普及することを目的とする。

第4条本社団の開設する病院及び診療所(並びに介

謹老人保健施設)の名称及び開設場所は、次のとお

りとする。

(1) 00病院 00県00郡(市)OOIBT (村)

(2) 00診療所 00県00郡(市)00町(村)

(3) 00国 00県00郡(市)OOIBT (村)

2 本社団が00市(町、村)から指定管理者として

指定を受けて管理する病院(診療所、介護老人保健

施設)の名称及び開設場所は、次のとおりとする。

(1) 00病院 00県00郡(市)00町(村)

(2) 00診療所 00県00郡(市)00町(村)

(3) 00園 00県00郡(市)00町(村)

後 改 正

備考 特定医療法人の定款例

医療法人00会定款

-特定医療法人は、基金制度を採用| 第1章名称及び事務所

することができないため、基金制

度のある医療法人から特定震療法|第1条柑図は、医療法人00会と称するe

人になる場合は、拠出者に基金を

返還し、定款から『基金」の章を|第2条本社団は、事務所を00県00郡(市)00 

削除することが必要であること。 I町(村)00番地に置くロ

-病院または診療所のいずれか一方

を経営するときは、経営する方を

掲げる。(以下、第4条、第5条及

び室M において同じ。)

第2寧目的及び事業

第3条本社;団は、病院及'(J診療所(並びに介護老人

保健施設)を経営し、科学的でかつ適正な医療(及

び疾病・負傷等により寝たきりの状態等にある老人

ι盟b..看襲、巨摩的管理下の介撞及び必要な医療
等)を普及することを目的とする。

第4条本社団の開設する病院及び診療所(並びに介

経老人保健施綾)の名称及び開設場所は、次のとお

りとする。

(1) 00病院 00県00郡(市)OOIBT (村)

(2) 00診療所 00県00郡(市)OOIBT (村)

(3) 00圏 00県00郡(市)00町(村)

2 本社団が00市(町、村)から指定管理者として

指定を畏けて管理する病院(惨療所、介撞老人保健

施設)の名称及び開設場所は、次のとおりとする。

(1) 00病院 00県00郡(市)00町(村)

(2) 00診療所 00県00郡(市)00町(村)

(3) 00園 00県00郡(市)00町(村)

(別添3)

(下線の部分は改正部分)
前

備考

-特定医療法人は、基金制度を採用

することができないため、基金制

度のある医療法人から特定医療法

人になる場合は、拠出者に基金を

返還し、定款から r基金』の章を
削除することが必要であることロ

-病院または診療所のいずれか一方

を経営するときは、経嘗する方を

掲げる。(以下、第4条、第5条及

び箪Jf.主において同じ.)

第5条本社団は、前条に掲げる病院及び診療所(並 I.本条には、底療法第42条の規定 l第5条本社団は、前条に掲げる病院及び診療所(並I.本条には、医療法第42条の規定
ぴに介護渚人保健施設)を経営するほか、次の業務| に基づいて行う業務を掲げる。行| ぴに介髄老人保健施設)を経営するほか、次の業務 I (こ基づいて行う業務を掲げる。行



を行う。 わない場合には、掲げる必要はな を行う。 わない場合には、掲げる必要はな

00看護師養成所の経営 t. ¥. 00看護飾養成所の経営 い。

-なお、本条を置かない場合には、 -なお、本条を置かない場合には、

以下の各条文が繰り上がることに 以下の各条文が繰り上がることに

なる。 なるロ

第3章資産及び会計 (新設)

筆6藍本社団の翠産iま次のとおりとする。 (新設)

ill 本社国の謹立当瞳の財産(別~材産自鍾に担げ

るもの)

(2)本主国に寄置された財産

(3)本社国の事裳に佳う収入

(心その他の収入

箪7垂本f土団の資産のヨち、次に掲げる財産を基本 -不動産、運営基金霊童婆な資産lま、 (新設) (新設)

財産とする。 なるべく基本財産とすること。

(1)・

(2) .. 

2 基本財産は処分し、又Iま担保に供してはならな

い。ただし、特別の理由のある場含lこl丸理事会及

び2土畠総会並びに評議星会の議決査経た上主00昼
知事の丞餌査受けて処分し、又は担保に供すること

ができる。

箪8重本位団の資産のうち、基本財産を障く資産量 (新設)

通常財産とし、これで本社団の経費を支弁する。

筆9条本社団の資産は、理事会又は社量総会で塞め (新設)

た方法によって、理事長が管理する。

室10条章産のうち現金は、医業経嘗のため確実な {新設)

銀行又は信託会社に預け入色若し〈は信託し、又iま

国公債若しくは確実な査価証券に換え保管するも

のとする。

箪11条本位置の事業富十繭及び収支予算はミ毎会計 (新設)

年産開始前に理事会及びf土員盤会並びに評議畠会
の議決を経て産める。



第 12条本社団の会計年度は、毎年4Fl1自に始ま
り翌年3月31日に終る固

第13条本社団の決算については、事業報告書、財

産自録、貸借対照表及び損益計算書(以下「事業報

告書等j という。)を作成し、監事の監査、理事会

の承認及び社員総会の承認を里けなければならな

どL
2 本社聞は、事業報告書等、監耳障の監査報告普及び

本社団の定款を事務所に備えて置き、社員又は償纏

者から諮求があった場合には、正当な理由がある場

合を除いて、これを閲覧に供しなければならない。

3 本社団は、毎会計年度終了後3月以内に、事業報

告書等及び監事の監査報告書を00県知事に届け

出なければならない。

第 14条決算の結果、剰余金を生じたときは、理事

会及び社員総会並びに評譜員会の韓決を経て、その

会部又lま一部を基本財産に繰り入れ、又l;t積立金と

して積み立てるものとし、配当しではならない。

室主主社員

霊li重本社団の社員中、親族等の数は、社員総数
の3分の1以下としなければならない。

蓋16金本社団の社員になろうとする者は、社員総
会の承認を得なければならない。

皇11全社員は、次に掲げる理由l乙よりその資格を
失う。

(1)除名

(2)死C

(3)退社

2 社員であって、社員たる義務を履行せず本社団の

定款に違反し又は品位を傷つける行為のあった者

は、社員総会の議決を経て除名することができる。

」艶量L

」艶麓L

」盤盤L

1 箪豆童社員

霊皇室本社団の社員中、親族等の数は、社員総数の

3分の1以下としなければならない。

箪Z車料土団の社員になろうとする者は、社員総会
の承認を得なければならない。

箪皇室一社員は、次に掲げる理由によりその資格を失

つ.
(1)除名

(2)死亡

。)退社

Z 社員であって、社員たる義務を履行せず本社団の

定款に違反じ又は品位を傷つける行為のあった者

は、社員総会の韓決を経て除名することができる。



重盟主やむを得ない理由のあるときは、社員!まそ

，の旨を理事長に届け出て、退社することができる。

室J皇室社員は、本社団の資産の分与を請求するこ
とができない。

2 前項の規定は、社員がその資格を失った後も同様

とする。

第5章社員総会

箪旦垂やむを得ない理由のあるときは、社員はその

旨を理事長に届け出て、その間窓を得て退社するこ

とができる。

室1旦全社員は、本社団の資産の分与を請求するこ
とができない。

2 前項の規定は、社員がその資格を失った後も同様

とする。

」盤翠L

第四、条理事長は、定酎土員総会を、毎年2回3月 I-.J盤量L
及び5月に開催する図

2 理事長は、必要があると認めるときは、いつでも

臨時社員総会を招集することができるロ

3 理事長I玄、総社員の5分の1以上の社員から社員 1・5分の 1を下回る割合を定めるこ

総会に付すべき事項を示して臨時社員総会の招集! ともできる。

を請求された場合には、その請求があった日から2

O日以肉に、ニれを招集しなければならない。

4 社員総会の招集は、期日の少な〈とも5目前まで|・招集の通知は、定款で定めた方法

に、その社員総会の目的である事項、日時及び場所| により行う。書面のほか霞子的方

を記載し、現事長がこれに記名した書面で社員に逝| 法によることも可。

知しなければならない。

第 21 条社員総会の議長は、社員の中から社員総会 I~盤盤L

において選任する箇

第22条次の表の左欄に掲げる事項は、それぞれ右
械に掲げる時期に開催する社員総会の承認を得な

ければならない。

1 翌年度の事業計画及び収支予算の決

室 |皇室
2 翌年度中の倦入金額の最高限度額の I~旦

遺墨
3 前年度決算の決定 |盤

互亙

」鑑盤L

」量豊L

」盤量L



4 定款の変更

5 基本財産の設翠及び処分(担保提盤

を含む。)

6 事業計函及び収支予算の重大な塞亘

Lj土星の入社及び監査

8 理事、監事の選任、辞任の承認 盟珪
9 本社団の解散

10 定款第5垂に園する事項 -筆~の蓋務がなければ担げる必 (新設)
11 他の霊療法人との含併、 要はない。

12 重要な契飽の締炉等理事長が必要と

盟めて付議する事項

筆回条社畠総会l九総社且の過半数の出席がなけ (新叡)

れぽ、その鎗事室開きs決議することができない。

u土員総会の議事~法全又はこの震款に男~段の霊
めがある場含ま睦きs出席した主土阜の援決権の過半

数で決しs可否国数のと宣l九援基の決するところ

による。 r 

3 前項の場含において2譜量はs社昼として議決に

加わることができない。

筆24条主主昆は、 f土星総会において各1盟の議決撞 (新設)

及び選挙権を有する。

富25条社員総会においては、あらかじめ通知のあ (新設)

った事項のほかは議決することができない。ただ

し、急査要する場含はこの隈りではないg
3 

A. 1土星総会に出産することのできない社島はョ盈ら
かじめ通知のあった事項についてのみ書面をもっ

て議決権及ぴ選挙権査行聾することができる。
、

筆26条主土屋総会の議決事項につき堕別の劃害園係 (新設)

査有する主主呈は、当該事項につきその議決権査行使

できない。

箪27主主土員総会の議事については、法全で定める (新設)

ところによりー議事録査f生成する。



第四条社員総会の謡事についての細則は、社員総

会で定める。

室旦主役員

隻29金本社団に、次の役員を麓〈。

(1)理事 6名以上O名以内

うち理事長 1名

常務盟事 O名
(2)監事 2名

2 理事及び監事は、社員総会の決謹によって本社団

の社員の中から選任するロただし、必要があるとき

は、社員以外の者から選任することを妨げない。

皇盟主理事長及び常務理事は、理事会において理

事の申から選出する。

2 本社団の開設(指定管理者として管理する場合を

含む。)する病院及び診療所(並びに介護老人保健

施設)の管寝者は、必ず理事に加えなければならな

い。ただし、 00県知事の認可を受けた場合はこの
限りでない。

3 前項の理事は、管理者の職を退いたときは、理事

の職を失うものとする。ただし、再選を妨げるもの

ではない。

4 本社団の役員を選任するにあたっては、理事lま6

名を、監事は2名をそれぞれ下ることがなく、かっ、

親族等の散が、理事及び監事の数のそれぞれ3分の

1以下としなければならない。

箆n金理事長田昆本社団を代表し、本社団の業務に
関する一切の裁判よ又は裁判外の行為をする権理

-病院、診療所又は介護老人保健施

設を2以上開設する場合におい

て、都道府県知事 (2以上の都道

府県の区域において病院、診療所目

又は介護老人保健施設を開設する

医療法人については主たる事務所

の所在地の都道府県知事)の認可

を受けた場合は、管理者(指定管

理者として管理する病院等の管理

者を除(.)の一部を理事に加えな

いことができる。(法第 46条の5

第6項参照)

」監琵L

量生重役員

筆11盈本社回に、次の役員を置く。
(1)理事 6名以上O名以内

うち理事長 1名

常務理事 O名

(2)監事 2名

2 理事及び監事は、社員総会ι盆ど主本社団の社員
の中から選任する。ただし、必要があるときは、社

員以外の者から選任することを妨げない。

箆R監理事長及び常務理事は、理事の互選によっ
エ墨色盈L
2 本社団の開設(指定管理者として管理する場合を

含む。)する病院及ぴ齢療所(並びに介龍老人保健

施設)の管理者は、必ず理事に抑えなければならな

い。ただし、 00県知事の盟可を受けた場合はこの
限りでない。

3 前項の理事は、管理者の職を退いたときは、議事

の職を失うものとする。ただし、再選を妨げるもの

ではない。.

4 本社団の役員を選任するにあたっては、理事は6

名を、監事Iま2名をそれぞれ下ることがなく、かつ、

親族等の数が、理事及び監事の数のそれぞれ3分の

1以下としなければならない。

星R監理事長盟企垣本社団を代表主主L

」盤量L



を有する。

2 理事長は本社団の業務を執行し、 聞この謹告は、現実に園健室れた理 2 理事長は本社国の業務室総理する。 (新設)

(畳~1) 3箪Eに1回以上注自己の職務の執行状湿査 事会において行白なければなら

理事会に報告しなければならないロ ず、報告を省略することはできな

(例2) 毎事業年度!こ4箇旦輩超える国富で2国以 どL
土、自己の職務の状況牽理事会に報告しなければな

らない。

3 常務理事は、理事長を補佐して常務を処理し、理 3 常務理事は、理事長を補佐して常務を処理し、理

事長に事故があるときは、その職務を行う。 事長に事故があるときは、その職務を行う。

4 理事は三本位園の蛍務室処理するg

丘監事は、次の職務を行う。 5 監事は、次の職務を行う。

(1)本社囲の業務を監査すること。 (1)本社団の業務を監査することa

(2)本社団の財産の状況を監査すること。 (2)本社団の財撲の状況を監査することe

(3)本社団の業務又は財産の状況について、毎会計 (3)本社団の業務又は財産の状況について、毎余計

年度、監査報告書を作成し、当該会計年度終了後 年度、監査報告書を作成し、当該会計年度終了後

3月以内に社員総会及び瑳事会に提出すること。 3月以内に社員総会又は理事に提出すること.

(4)第1号又は第2-i号による監査の結果、本社団の (4)第1号又は第2号による監査の結果、本社図の

業務又iま財産に関し不正の行為又は法令著しく 業務又は財産に関し不正の行為又は法令若ーしく

はこの定款に違反する重大な事実があることを はこの定款に違反する重大な事実があることを

発見したときは、これを00県知事、社員総会又 発見したときは、これを00県知事又は社員総会
は現事会に報告すること。 に報告すること。

(5)第4号の報告をするために必要があるときは、 (5)第4号の報告をするために必要があるときは、

社員総会を招集すること。 社員総会を招集すること。

(6)理事が社員総会に提出しようとする議案、書 (6)本社国の業務又は財産の状況について、理事に

類、その他の宜料査盟査しミ法全蓋しくはこの塞 対して意見を述べること。

款に違反し、又は著しく不当な事項があると認め

るときは、宝の盟査の結果輩社員総会に報告主る

三主L

5 監事は、杢埜盟の理事又は職員(本社団の開設す 6 監事は、この法人の理事又は職員(本社聞の開霞

る病院、診療所又lま介穫老人保樹包設(指定管理者 する病院、診療所又は介腫老人保健施設(指定管理

として管理宇る病院等を含む。)の管理者その他の 者として管理する病院等を含む。)の管理者その他

職員を含む。)を兼任することができない。 の職員を含む。)を兼任することができない.

箪32主役員の任期lま2年とする。ただし、再任を 皇1生皇役員の任期Iま2年とする。ただし、再任を
妨げない。 妨げない。

2 補欠により就任した役員の任期は、前任者の残任 2 補欠により就任した役員の任期は、前任者の残任

期間とする。 期間とする。

3 役員は、第29条に産める屋数が欠けた場含には、 3 役員は、任期満了後といえどもs後任者の就佳す



任塑の濫了又は辞任により退任した後もs新たに選 るまでは、その職務査許うものとする。

任された者が就呈するまで、なお役員としての権利

義務を有する。

第33垂役島は、社員総会の決議によって解任する (新設)

ことができる。ただし=監事の解任の決議は、出席

した社員の議決権の3分の2以上の賛成がなけれ

ぱ、決議することができない。

第34条役畠の報酬等は、 -役員の盟酬は、 3，600万円以下であ (新設) (新設)

(例1)社員総会の決謹によって別に産めるところに ること。

より支給する。 -役皐の報酬筆について、定款に歪

(伊IJ2)理事及ぴ監事について、圭れぞれの盤額が、 の額査産めていないときは、社皇室喜 (新設)

00円以下及び00円以下で支給する。 会の決議によって塞める必要が畠

(例3)寝事長O円、理事O円、監事O円とする。 生L
-定款又lまま士員総会の決欝において 2 (新設)

理事の報醐等の「総額Jを定める場
合、査理事の報酬筆の額はその額の

範囲内で理事会の決議によって定め

ることも差し支えない。ただし、監

事が2人以上あるときに監事の報酬

等の「総額jを定める場合は、各監

事の報醐等!ま2 その額の範園田で監

事の協議によって定める。また、「総

額」堂上回らなければ、再度三社亘

童書会で決轄することは必ずしも必要

ではない。

第35垂理事は、次に撞げる取引査しようとする撞 {新設)

合には、理事会において、全の取引について重要な

事実を園示し2 その承認を受けなければならない。

(1)自己又は第=者のためにする本社団の事業の盟

類に属する取引

ill自己又は第=者のためにする本社団との取引
(3)本f土団がその理事の債務室保証することその他
その寝事以外の者との聞における本並固とその

理事との劃益が担反する取引

2 前項の型引査した理事はsその取宣l後s遅湿なし

その取引についての重要な事実査理事会に報告し



なければならない。

第36条本拡国は、役量が任務室怠ったことによる 縄本皇室程定主るか査かは任意。 (新設)

損害賠償責任を、法全に規定する額査毘度として、

理事会の決揮により免除することができるg

2 本社団は、役員との固で主任務宣車ったことによ

る損童賠償重任について、当該役昆が職務室行うに

っき善意でかつ重大な過失がないときに2損害賠償

童任の限塞望組牽締結:tることができるgただしs

その重任の盟度額は、0円以上で本社団があらかじ

め室めた額と湾全で窪める最低責任毘産額とのい

ずれか高い額とする。

第7章理事会 (新設)

第37条理事会!ま、すべての理事をもって構成する。 (新設)

第38条理事会は主この定款に別に産めるもののほ (新設)

か、次の職務を行ラ。

ill本社国の業務執行の決墨
(匂理事の職務の執行の監督

m理事長の選出及び解職
(4)重要な室産の処分墨ぴ撞受けの決塞

(5)多額の借財の決定

@重要な盤割査伊う職量の選任及び解任の決室

m従たる事務置その他の重要な組織の設置、変亘
及び廃止の決定

箪39条理事会は、理事長が題集する。理事長が欠 (新設)

けたとき又は理事長に事故があるときは、査理事が翠

事会を招集する。

2 理事長は、車、要が盛ると認めるとき!丸いつでも

理事会査招聾することがで宣るa

3‘理事会室構成する理事の3分の1以上から連宣

査もって理事会の目的たる事項査示して置求があ

ったときはs理事長は理事会ま盟集しなければなら

ιL 
4 理事会の招集は、期日の1週慣前までにs各現事 • 1遅固ま下回る機盟査定めること



及び各監事に対して理事会を招集する旨の通知を もできる。

発しなければならない。

5 前項にかかわらず、理事会は、理事及ぴ監事の全

員の同意があるときは、招集の手続を絞ることなく

開催できる。

第40条理事会の議長は、寝事長とする。 (新設)

第41条理事会の決議は、法令又はこの定款に別段 (新設)

の定めがある場合を除き、譜決事項について特別の

利害関係を有する理事を除〈理事の過半数が出席 -過半数を上回る割合を定めること (新段)

し、その過半数をもって行う。 もできる。

Z 前項の規定にかかわらず、第50条の表の左欄に -理事については、接決権を他の者 (新設)

掲げる事項は、理事会において理事総数の3分の2 に委任して行使させる事実がある

以上の同意を得なければならない。 ときは、.その運営組織が適正であ

ると認められないことになってい

るので、留意すること。

3 第1項の規定にかかわらず、理事が理事会の決議 温本項を規定するか否かは任意。 (新設)

の目的である事項について提案した場合において、

その提案について特別の利害関係を有する糧事を

除〈理事会員が書函又は電磁的記録により同意の

意思表示をしたときは、理事会の決識があったもの

とみなす。ただし、監事がその提案について異議を

述べたときはこの限りでない。

第42条理事会の韻事については、法令で定めると (新設)

ころにより、韓事録を作成する。

2 理事会に出席した理事及び監事は、前項の議事録 =署名し、又は記名押印する者を、 (新設)

に署名し、又は記名押印する。 理事会に出席した理事長及び監事

とすることも可。

第43条理事会の緩事についての細則は、理事会で (新設)

定める。

室主童評議員 皇豆童書平職員

室坐金本社団に評韓員12名以よ00名以内を置 室.li金本社団に評議員12名以上00名以内を置

〈。 く。



量生全評議員は、次に掲げる者から理事会におい

て推薦した者につき、理事長が委嘱する。

(1)医師、歯科医師、薬剤師、看護師その他の医療

盤蔓章
(の病院、診療所又は介護老人保健施設の経営に関

して識見を有する者

(3)医療を受ける者

(心本財団の評議員として特に必要と認められる

童
2 評議員を選任するにあたっては、評鵠員の数が理

事の数の、 2倍の数を下ることがなく、かつ、親族
等の数が、許諾員の総数の3分の1以下としなけれ

ばならない。

3 評議員は、役員又は職員を兼ねることはできな

い。

室坐~評議員の任期iま2年とし、新任または補欠

により就佳した評韓員の佳湖は、すでに就怪してい

る他の評識員の任期と問時に満了するものとする。

箆47主評譜員は、評語員会を組織して、この定款

l二定める事項を議決するほか、理事長の諮問に応じ

て意見を述べるものとする。

第9章評議員会

第 48条理事長は、定時評議員会を、毎年2回3月
及び5~に開催する。

2 理事長は、必要があると認めるときは、いつでも

臨時評議員会を招集することができる白

3 理事長は、総評謹員の5分の1以上の評謹員から

評議員会の目的である事項を示して評議員会の招

集を請求された場合には、その諮求があった日から

20日以内に、これを招集しなければならないa

4 評議員会の招集iま‘期日の少な〈とも5目前まで

に、その辞鐘員会の目的である事墳、 B時及t湖所
を記載し、理事長がこれに盟名した書宿で群韓員に

通知しなければなちない。

筆J旦垂評諦員は、理事会が選任し、理事長が凄嘱
主盈L

2 a準語員を選佳するにあたっては、評議員の数が糧
事の数の、 2倍の数を下ることがなく、かつ、親族

等の数が、E平E議員の総数の3分の1以下としなけれ
ばならない。

3 評鵠員。は、理事又は監事を兼ねることはできな

室 17~量評譜員の任期Iま 2年とし、新任または補欠

により就任した評議員の任期は4すでに就任してい

る他の評議員の任期と同時に満了するものとする。

箪」旦金評購員は、評議員会を組織して、この定款

に定める事項を接決するほか、糧事長の諮問に応じ

て意見を述べるものとする。

」盤盤L

」盤盤L



筆49条評議員会の議長は、評議員の互選によって (新設)

定める。

第50垂次の表の左欄に撞げる事項は、それぞれ右 (新設)

欄に撞げる時期に開催する評議員会の間意量得な

ければならない。

1 翌年度の事塞計画及び収支予算の決

室 量生

2 翌年度虫の借入金額の最高隈度額の 立旦
量産

3 前生産決算の決室 彊主Z
豆旦

4 定款の変更

5 基本財産の量定及び処分(担保提供

を含む。)

6 事塞計画及び収支予算の重大な塞更

7 本社団の解散 堕堕
8 定款第5奉に圏する事項

9 他の匡療法人との合壁

10 重要な契担の締結等理事長が必要と

認めて付議する事項

第51粂評議島会は、総評議墨の過半数の出席がな (新設)

ければ、宝の議事圭閉き、決欝1:..ることができない。

2 盟議員会の韻事は、法全又はこの定款に別段の定

めが藍るさ量含を陸き、出産した置謹阜の識決権の過

半数で決し、可否両数のときは、議長の決するとこ

ろによる。

3 可項の場含においてs語長は、評議墨として議決

に加わることができない。

第52金聾器量lま3 評議星会において査1個の議決 (新設)

権及び選挙権を有する。

筆53条霞議員会においては、あらかじめ通知のあ (新設)

った事項のほかは接決することができない。ただ，



し、急査婆する場合はこの盟りではない。

(新設)

第54差童謡皐舎の譜決事彊につき特別のt!1董圏係

査有dる置諸島は、当該事項につきその韓決権査行
使できない。

第 55条評議員会の議事については、法令で定める (新設)
b 

ところにより、融事録を作成する。

第56条評議員会の議事についての細則は、評議昼 (新設) r 

会で定める。

(削除) 第6章会構

(削除) 第 19条本社回の会議は、主土亘総会及び理事会並び

に評議員室としs 宇土星総会主tFE平欝星会i丸それ~
れ定時会織と臨時会議に分ける。

(削除) 第 20条車時会識は、豊年2国3月及び5月に園盤

J しs臨堕会樺及び理事会は随時必要なときに園催す

る。

(削除) (削除) 第21条会識は、理事長がこれを招集する。 l 本条に、各会譜の定足数を定めても
‘ー

2 理事長は主総社墨の5分の1以よのf土星から会韻 主どL
に討議すべき事項査示して臨時総会の招集査請求

された場合には、その摘求のあった日から注o日以
内!こsこれ査担集しなければならない。

3 理事会及び評議星会査構成する理事又は評識畠

の 3分の 1 以上から連~査もって会譜の目的た盈

事項査示して鯖求があったときは主理事長はその会

戸
識査担隼しなければならない。

u土昌総会の議長は、f土畠総会において選任しs湿
事会の韻長lまs理事長室もってあて、評議星会の欝

長は、評議員の互選によって定める。

(削除) 第 22量 次の墨の左欄に撞げる王尊重は注それぞれ右
、

欄に担げる時期に園催する2土星総会の承w量得な
ければならない。



1 翌生度の事業富士薗及び収支予算の決

室 皇霊
2 翌年度自の借入金額の最高臨産額の 旦旦
決定

3 前生度決算の盗塁 量生

4 前年度割余金又は損失金の処理 5月

5 定款の変更

6 基本財産の設塞及び処分(担保提供

を含む。)

7 事塞E十薗及び収支壬算の重大な塞更
Ll土星の入社及び睦名

盟珪
9 理事、箆事の選任、辞任の承認

10 本企国の解散

11 塞款箪5垂に関する事彊

(削除) 12 重要な契飽の締結聾浬事長が必要と 第5条の塞務がなければ揖げる必要

認めて世謹する事項 はない。

2 前項の会欝の議事は、別段の塞めがあるもののほ

かは、総主土員の過半数が出席し、その出席者の過半

数の賛成による承認を受けねばならない。

第四重次の塞の左欄に撞げる事項は、それぞれ右

楠に掲げる堕期に開催する評議員会の同意輩停な

けれぽならない。

1 盟主度の事業吐酉及び収支予算の決

(削除) 室 量生

2 盟主度虫の借入金額の最高限度額の 旦旦
遺室
3 前年度決算の決塞 量生
4 前年度重l余金又は損失金の処理 5月

5 定款の変更

6 基本財産の寵塞及び処分(担保提供

を含む。)

7 事掌駐留及び収支予算の重大な塞亘
盟堕

8 本社酉の解散

9 皐款筆5条に堕する事項

10 重要な契担の締結等理事長が必要と

認めて付接する事項



2 前項の金識の謹容は主総評謹邑の過半数が出虚

し、宝の出席者の過半盤の盟意査鍾なI士ればならな

どL

第 24条社員総会及び評議員会の招隼Iまs遡日の少

なくとも5目前までに会識の目的である事項注日聾

及び場監査配載仏理事長がこれに記盆した書面で

社員及び評鵠員に通知しなければならない。

(削除) u土星総会及び評議員会においては、前項の規定に
よってあらかじめ通知した事項のほか韓決するこ

とができないgただしs急査婆する場合はこの限り

ではない。

箪25垂 f土畠及び評議員は、あらかじめ通知のあっ
た事項についてのみ書面又は岱理人まもって韻決

纏墨ぴ選挙権宣行使玄ることがで宣るsただしs岱

理人は圭れぞれ社皐又は評議阜でなければならな

(削除) -どL

2 岱理人は、代理権査証する書面童謡長に提出しな

ければならない。

箆26条 2土畠lま2・3土員総会に茜いて、許諾員は喜思議
星会において~盤の議決権及ぴ選輩権査有4 る。

ただし、会議の議決事項につき特別の割害薗係量有

する者は2当該事項につき圭の謹決権査特使できな

(削除) どL

第27条箪n条筆1項の表の左欄に掲げる事項は、
(削除) 理事会において理事総数の3分の21益上が出席しs 理事については2 議決権査他の者!こ

宝の3分の2以上の国意ま鍾生ければならない。 重任して行使させる事実があるとき

2 その他の事項はs理事の総数のZ分の1以上が出 はs圭の運輩組織が適正で藍ると餌

(削除) 席し、その過半数で決する。可否里数のときは2識， められないことになっているのでs

長の決するところによる。 留意すること。

第四条拡星総会及び理事会並びに評語員会の鵠事

についてはき次の事項を記聾した韻事録を作成し、

理事量はこれま確実に農存し主ければならない。

(1)会轄の日時、場所



(削除) (2)社星又iま理事若しくは評語員の現員艶

。)出席した社員又は理事若しくは評龍員の氏名

(書面表決者及び表決霊任者を含む。)

(4)韓棄の件名

(5)議事の経過要領及び豊富者の発言要旨

(6)器事録署名人の選任に関する事項

z 前項の韻事鯉には語長墨ぴ出産主t畠又は出産理
事若しくは出席評謹員のうちから、その会議におい

て選出された韓事録署主人2名以上が署蚤又は記

名捺印しなければならない。

第四嚢 この蓮款に室めるもののほかs金韓の議事

の細則については、それ笠れの会議において定める

ことカtできる。

(削除) 第7章資産及び会計

第30条本社国の翠産は次のとおりとする。

ill本社団の設立当時の財産【割都財産自録に掲げ
(削除) るもの)

【2)本社国に寄附された財産

(削除) ru本f土国の資産から生ずる墨実
ω)本社国の事掌に伴う収入
(5)その他の収入

第 31条本社団の重産のうち、次に掲げる財産量基

不動産、運営基金等重要な重度は、 | (削除) 本財産とする。

(1)" なるべく基本財産とすること。

(2)・

(削除) 2 基本財産は処分し、又は担保に盤しではならな

い。ただしs特別の理由のある場合にはs理事会及

び2土員総会並びに評議畠舎の龍決査経た上、00塁
知事の丞陸、量豊けて処盆し、茎は担保に盤すること

カfできる。

箪32条本社国の謹産のうち、基本財産量除〈謹産

査通富財産としsこれで益社団の経費量支弁する。



第33条本社国の資産i立、糧事会及び主土星総会の麓

(削除) 決を経て定めた方法によって、理事長が管理するb

第 34条資産のヨち現金はミ確実な担行又Iま信託会

(削除) t土に預け入れ若じくはj重nしs又は国公債若しくは
確実な有価証券に換え保管するものとする。

(削除) 第35粂本社団の事業計画及び収支予算は、毎会計

年度目撞前に理事会及び2土星総会並びに評謹皇室
の議決を経て定める。

(削除) 筆 36 条本社聞の会世年度l丸量生~日に始ま

り翌年3月31日に終る。

第 37条本社国の決算については、毎会計年度終了
(削除) 後gjj以内にs事業報告書s財産自銀、草借対照表

及び損益百士算書(以下「事業報告書等Jという。)

査作成しなければならない。

(削除) 2 本社国は、事業報告書室主監事の監査報告書及び

本社園の塞款室事務置に備えて置きs主t畠又は債権
者から筒求があった場合にはs正当な理由がある場

含ま除いて、これ査菌室に供しなければならないs

3 本2土国i九毎会計年度終了盤3月以内に、事塞報
告書等亙ぴ監事の監査報告書査00皐知事に置け
出なければならない。

筆38条決算の結墨=割金金量生じたときl九理事

会及びま土星盤会並びに聾隷星会の韓決ま経てs宝の

全部又はー盤童基本財産に繰り入れs又は積立金と

して積み立てるものとし、配当しではならない。

(削除)

箪皇室証明書等の提出

、

宣l!L皇各事業年度に係る厚生労働大臣の定める基

準を満たす旨の証明書については、各事業年度終了

第10章鉦明書等の提出 の自の翌日から3月以内に、納税地の所轄税務署長

を経由して国税庁長官に提出しなければならない。

重57主各事業年度に係る厚生労働大臣の定める基 .m明書については、都道府県及び 2 租税特別措置法施行令第39条の25第1項第 . i証明書については、都道府県及び



準を満たす旨の証明書については、各事業年度終了

の日の翌日から3月以内に、納税地の所轄税務署長

を経由して国税庁長官に提出しなければならない。

2 租税特別指置法施行令第39条の25第1項第

2号及び第3号に掲げる要件を満たす旨を説明す

る書類については、理事会及び社員総会並びに評議

員会の承認を受け、前項の規定による証明書の提出

の際!こ、併せて提出しなければならない。

筆エユ童定款の変更

室E皇室 この定款は、第22条、第41条第3項及び
皇盟主の手続きを経たよ、かつ、 00県知事の認

可を得なければ変更することができない。

重工主主解散及び合併

筆盟主本社図は、第3条に規定する目的たる業務、

の成功の不能その他やむを得ない事由のある場合

は、第22条、第41条第3環及ぴ第50条の手続き

を経たよ、00県知事の認可を受けて解散すること

ができる。

皇盟主本社団が解散したときは、理事がその清算

人となるeただし、総会の韓決によって社員の中か

らこれを選任することができる回

地方厚生局へ申請し、証朋手続を

行う必要があることから、その手

続の期間を考慮し、各事業年度が

終了した後、速やかに申請手続を

すること。なお、証明に係る添付

書類として決算閣係書類を地方厚

生局へ提出する必要があるが、こ

れは第13条第3項の医療法上の届

出の規程にかかわらず、決算の確

定については各事業年度が終了し

た後、早急に行うよう十分注意す

ること。

2号及び第3号に掲げる要件を満たす旨を説明す

る書類については、理事会及び社員総会並びに評議

員会の承認を受け、前項の規定による証明書の提出

の際に、併せて提出しなければならない。

重旦童定款の変更丞豆盤盤

ー箪盟盆 この定款は、第22条、第四条及び第27条

の手続きを経た上、かつ、 00県知事の認可を得な

ければ変更することができない。

」監盤L

箪A1金本社団は、第3条に規定する目的たる業諦

の成功の不能その他やむを得ない事由のある場合

は、第22条、第23条及び著書27条の手続きを経た

上、'00県知事の認可を受けて解散することができ

る。

豊丘Z金本社団が解散したときは、理事がその清算
人となる。ただし、総会の韻決によって社員の中か

らこれを選任することができる。

量五3!量本社団が解散したときの残余財産は、閤若

しくは地方公共団体又は同種の医療法人に帰属せ

しめるものとする。

重旦金本社団が解散したときの残余財産は、国若|・園、地方公共団体、同種の医療法 I.J盟盤L
しくは地方公共団体又は向種の医療法人に帰属せ| 人のいずれかを選択しても差支え

しめるものとする。 I ないロ

第62条*社団は、総社員の同意があるときは、 O

0県知事の認可を得て、他の社団たる医療法人又は

財団たる医療法人と合併することができるa

箆ユ旦童雑則

量五生盈本社図の公告は、宮報(及ぴ00新聞)Iこ

よって行う。

地方厚生局へ申請し、証明手続を

行う必要があることから、その手

続の期聞を考慮し、各事業年度が

終了した後、速やかに申請手続を

すること。なお、証明に係る添付

書類として決算関係書類を地方厚

生局へ提出する必要があるが、こ

れは第37条第3項の医標法よの届

出の規程にかかわらず、決算の確

定については各事業年度が終了し

た後、早急に行うよう十分注意す

ること固

-圏、地方公共団体、同種の医療法

人のいずれかを選択しでも差支え

ない。



箆工2童雑則

霊~皇本社団の公告は、官報(及び00新聞) (こ

よって行う。

皇盟主 この定款の施行細則は、理事会及び社員総

会並びに評蟻員会の議決を経て定める。

附則

本社団設立当初の役員は、次のとおりとする。

理事長 000  0 

常務理事 o 000  
同 0000 

理事 000  0 

同 o0 0 0 
悶 o0 0 0 
同 o0 0 0 
監事 000  0 

同 o00  0 

-本定款例により、新規に社団を設

立する場合には、

「附則

本社団訟立当時の役員は、次の通り

とし、その任期は、 000までとす

る。

理事(理事罰 0000 

If (常務理事)0000

監事 0000 

lf OOOOJ 
とすること。

箪笠皇 この定款の施行細則は、理事会及的土員総

会並びに評議員会の韓決を経て定める旬

間則

本社団設立当初の役員は、次のとおりとする。

理事長 o 0 0 0 
常務理事 o 0 0 0 
同 o0 0 0 
理事 o 0 0 0 
問 ι0000 

同 o0 0 0 
間 o0 0 0 
監事 o 0 0 0 
問 o000  

-本定款例により、新規に社団を設

立する場合には、

「 附則

本社団股立当時の役員は、次の通り

とし、その任期!玄、 000までとす

る。

理事(理事長D 0000 
lf C常務理事)0000

監事 0000 

11 OOOOJ 
とすること。



0特定医療法人の寄附行為例 (r特定医標法人制度の改正についてJ(平成15年医政発第1009008号)別添3)の一部改正

改正

特定医療法人の寄附行為例

医療法人00会寄附行為

第1章名称及t席務所

第1条本財団は、医療法人00会と称する。

第2条本財団は、事務所を00県00郡(市)00 
回T(村)00番地に置し

第2章目的及び事業

第3条本財団は、病院及び診療所(並びに介護老人

保健施設)を経営し、科学的でかつ適正な医療(及

び要介護者に対する看護、医学的管理下の介議及び

必要な医療等)を普及することを目的とする。

第4条本財団の開設する病院及び診療所(並びに介

謹老人保健施設)の名称及び開設場所は、次のとお

りとする。

(1) 00病院 00県00郡(市)00町(村)
(幻 00診療所 .00県00郡(市)00町(村)
(3) 00園 00県00君s(市)00町(村)
2 本財団が00市(町、村)から指定管週者として
指定を受けて管濯する病院(診療所、介護老人保健

施設)の名称及び開設場所は、次のとおりとする。

(1) 00病院 00県00郡(市)00町(村)
(2) 00診療所 00県00郡(市)00町(村)
(3) 00園 00県00郡(市)001llT (村)

後

備考

-病院または診療所のいずれか一方

を経営するときは、経営する方を

掲げる。(以下、第4条、第5条及び

蓋1!垂において同じ。)

改 正

特定医療法人の寄附行為例

医療法人00会寄附行為

第1章名称及び事務所

第1条本財団は、医療法人00会と称する。

第2条本財団は、事務所を00県00郡(市)00 
町(村)00番地に置し

第2章目的及び事業

第3条本財団は、病院及tf.診療所(並びに介護老人

保健施設)を経営し、科学的でかつ適正な医療(及

び疾病・負傷等により寝たきりの状態等にある老人

巨塾h看謹、医車的管理下の介護及び必要な医療
等)を普及することを目的とする。

第4条本財団の開設する病院及び診療所(並びに介

謹老人保健施設)の名称及び開設場所は、次のとお

りとするa

(1) 00病院 00県00郡(市)00町(村)
(2) 00診療所 00県00郡(市)00町(村)
(3) 00園 00県00郡{市)00町{村)
z 本財団が00市(町、.村)から指定管理者として
指定を受けて管理する病院(診療所、介麓老人保健

施設)の名称及び開設場所は、次のとおりとする。

(1) 00病院 00県00郡(市)00町(村)
(2) 00診療所 00県00君s(市)00町(村)
ω00園 00県00君s(市)00町(村)

(別添4)

(下線の部分は改正部分)

前

備考

-病院または診療所のいずれか一方

を経営するときは、経常する方を

掲げる。(以下、第4条、第5条及び

蓋皇室において閉じ。)

第5条本財団は、前条に掲げる病院(診療所、介護 I.本条には、医療法第42条の規定 i第5条本財団は、前条に掲げる病院(診療所、介護 I.本条には、医療法第42粂の規定
老人保健施設)を経営するほか、次の業務を行う。| に基づいて行う業務を掲げる。行| 老人保健施設)を経営するほか、次の業務を行うロ| に基づいて行う業務を掲げる。行



，00看護師養成所の経営 わない場合には、掲げる必要はな ，0，0看部市養成所の経営 わない場合には、掲げる必凄はな

い。 む、。

-なお、本条を霞かない場合は、以 -なお、本条を置かない場合l式、以

下の各条文が繰り上がることにな 下の各条文が繰り上がることにな

る。 る。

第3章資産及び会計 (新設)

第6条本財国の資産は次のとおりとする。 (新設)

ill本財国の盤立当瞳の財産(別紙財産目録に掲!f
るもの)

(2)本財固に寄臨された財産

(3)本財国の事業に伴宣収入

(4)その他の収入

第7垂本財国の茸産のうち、次に掲げる財産量基本 (新段)

財産とする。

(1)・

(2)・

(3)・

2 基本財産は処分しs又は担保に供してはならな

い。ただし、特別の理由のある場合には主理事会及

び評譜員会の識決室経た上主，0，0息知事の丞盟査量

けて処分し、又は担保に供することができる。

筆8重本財国の資産の宣ちs基本財産宣陸〈資産量 〈新段)

通常財産とし、これで本財団の経費を支弁する。

筆9条本財国の資産は、理事会又は評議員会で塞め (新設)

た方法によって、理事長が管理する。

第10条章産の2ち現金lま、ー確実な鍾行又はm託会 (新設)

f土に預け入れ若しくは信託しs又は国公債若しくは
確実な有価証券に換え保管するものとする。

筆11条本財国の事業計画及び収支壬算はs毎会計 (新設)

年度園始前に理事会及び笹譜星会の韻決査経て翠

金金L



箪12条本財国の鋪十年度i九鍾年1111日に虫歯ま (新設)

り翌年3月31日に終る。

筆13条本財団の決算については、事業報告書、財 (新設)

度目録、宜借対照蓋及び損益置算書(以下『事業報

告書筆」という。)室生成しs監事の瞥杏亘理事会

の承認及び評議員会の承認査嚢けなければならな

どL
2 本財国lま注事業報告書等主監事の監査報告書及び

本財国の寄断行為を事務所に備えて置き、評議昼又

は債権者から諦惑があった場合には、正当な理由が

ある場合査睦いてsこれ査閤覧に供しなければなら

皇位L
3 本財団!立、毎会計年塵終了後;u]以内!こ、事業盟

告書等及び監事の監査報告書量00皐知事に届け
出なければならない。

第14条決算の結塁、卸会金量生じたとしても、配 (新設)

当しではならない固

第4章評語員 (新設)

筆15条本財団に評議轟12蚤以上00名以内室置 (新設)

~ 

第16条評議轟は、次に掲げる者から理事会におい (新設)

て選任した者につき、理事長が重唱する。

(1)医盟、歯担医師、薬剤師、看護師笠の他の医療

盤蓋章

(2)病院、盤療所又は介護老み保健施置の経童に盟

して識見を有する者

(3)医療を受ける者
(の本財団の聾欝員として特に必要と認められる

章
2 評議員室選任するにあたっては、評韓亘の数が混

事の数の注 gj音の数を下ることがなくsかっ、親族

等の数が、許諾員の総数の3盆の1以主としなけれ
ばならない。 '・



3 評議員lまs役皐又は職呈ま兼ねることはできな

どL

筆 17 条評欝員の任期lま~とし、新任または補欠 (新設)

により就任した置議且の任盟i丸すでに就任してい

る他の評議員の任期と同時に満了するものとする。

筆18条評譜墨は=評譜星会主組織して、この寄附 (新設)

行為に窟める事項査議決するほかs理事長の諮問に
〆

応じて意見を述ベるものとする.

第5章評議員会 (新設)

第 19条理事長Iま量産時評議畠全宣告毎年2国3月 (新寵)

及び5月に菌催する。

2 現事長は、必要が盈ると盟めるときl丸いつでも

'臨時評議星会室盤塾することができる。

3 理事長は、総評議員の5分の1以上の評議員から

辞欝員会の目的である事項圭示して際謹呈会の担 • 5分の1の割合についてはsこれ (新段)

集室錆求室れた場含には、その諸惑が藍った日から ま下回る割合量産めることができ

20回以内l之主これま招集しなければならない。 ゑL
， 

丘評諸島会の招筆lま2期日の堂なくとも5目前まで

!こsその辞謹星会の量的である事項ミ日堕及び場所 -招隼の通知i立主寄血行益で産めた (新設)

査記載し、理事長がこれに記査した書面で野鶏員に 方法により行主。書面のほか童子

通知しなければならない。 的方法によることも可。

第20条評議星会の議長は、評議畠の宣還によって (新設〉

定める。

第 21条次の塞の友欄に掲!tる事項は、ーそれぞれ右 (新設)

欄に撞げる持塑に固催する評議星会の国意査鍾な

ければならない。

1 翌年産の事裳計画及び収支圭算の決

室 量生

Z 翌生度虫の借入金額の最高隈度額の 旦旦
法皇
3 前年度決算の決室 量生



5月

4 寄附行為の変更 '. 

5 基杢財産の設定及び処分(担保提供

を含む。)

6 事豊富士函及び収支壬算の重大な蜜豆

7 本財団の解散
盟瞳

8 理事及び監事の選任、辞任の承認

9 寄盟行為第5義に薗する事項 -第5条の業務がなければ、掲げる (新設)

10 他の医療法人との含佐 必要はない。

11 重要な翠担の締結等理事長が必要と

認めて付議する事項

第22垂評議員会は、総評議員の過半数の出席がな (新設)

ければ、その議事宣明き2決議することができない。

2 謹議星会の諸事は、法全又はこの寄盟行為に完~段

の定めがある場合を睦き、出産した評議墨の韓決権

の過半数で決し、可否同数のときは、語長の決する

ところによる。

3 寸項の場合において、語長は、評議員として議決

に加わることができない。

第四条評語皐は、軽識畠会において査1個の議決 (新設)

権及び選挙権を有する。

第24条聾議員会においては、あらかじめ通知のあ (新設)

った事項のほかは議決することができない。ただ

し、急を要する場合はこの限りではない。

富25条評議員会の謡決事項につ童特別の霊l害闇係 (新設)

を有する許諾員は、当該事項につきその議決権宣行

使できない。

筆26条評謹呈会の韻事については、持金で塞める (新設)

ところにより、議事録を作成する。

筆27条置韓島会の韻事についての細則は、評議員 (新設)

会で定める。



重豆重役員

箆皇室本財団に、次の役員を置く。

(1)理事 6名以上O名以内

うち理事長 1名

常務理事 O名

(2)監事 2名

Z 理事及び監事は、評議員会の決識によって選任す

ゑL

箪 29~監理事長及び常務迫害は、現事会において理

事の中から選出する。

重豆重役員

箪皇室本財団に、次の役員を置く。

(1)理事 6名以上O名以内
うち理事長 1名

常務理事 O名

(2)監事 Z名

」盤毘L

箆Z皇理事長及び常務理事は、理事の互選によって
定める。

2 本財団の開設(指定管理者として管理する場合を

含む。)する病院及び診療所(並びに介護老人保健

施設)の管理者は、必ず理事に加えなければならな

い。ただし、 00県知事の認可を受けた場合はこの
限りでない。

属病院、診療所又は介護老人保健施 I~盤L
設を 2以上開設する場合におい

3 前項の理事は、管理者の職を退いたときは、理事

の職を失うものとする。ただし、再選を妨げるもの

ではない。

4 本財団の役員を選任するにあたっては、理事lま6

名を、監事は2名をそれぞれ下ることがなく、かっ、

親族等の数が、理事及び監事の数のそれぞれ3分の

1以下tしなければならない。

てL 都道府県知事 (2以上の都道

府県の区域において書籍幌、診療所

又は介護老人保健施訟を開設する

医療法人については主たる事務所

の所在地の都道府県知事)の認可

を受けた場合は、管理者(指定管

理者として管理する病院等の管理 t

者を除<.)の一郎を理事に加えな、

いことができる。(法第46条の5
第6項参照}

箆盟理事長基本財団を代表し、本財団の業務に I2 理事長のみが本財団を代表する也
、関する一切の裁判上文は裁判外の符為をする権限

ま宜主ゑL
2 理事長I掠財団の耕を執行し、 I 3 現職l掠財団の業務を総理する。
(例1)3箇月!こ1回以上、富邑の職務の執行状況を|・この報告は、現実に開催された理

理事会に報告しなければならない 事会において行わなければなら

」鑑塾L



(担IJ2) 毎事業主度!こ4箇月査超える間隔でgJg!以 ず、韓告を省略することはできな

上、自己の職務の状湿を理事会に報告しなければな どL
らない。

3 常務理事は、理事長を補佐して常務を処理し、環 4 常務理事i立、理事長を補佐して常務を処理し、理

事長に事故があるときは、その鵜務を行う。 事長に事故があるときは、その職務を行う固

(削除) 第~ 理事及び監事i玄、畳韻員会において選量す

ゑL
2 本財国の園設(指室管理者として管理する場合査

宣む。)する檀院及び診盤所(並びに介護老人保健

施設)の管理者は、必ず理事に加えなければならな

い。ただし、 00皐知事の題可査受けた場合はこの
限りでないB

3 w項の糧事!ま、管理者の職量退いたときは主理事
の職を失宣ものとする。ただし、再選査妨げるもの

ではない。

4 本財団の役昼を選任するにあたっては、理事は6

名査s監事lま2査室歪れぞれ下ることがなく、かつ、

親族等の跡、理事即時の数のそれぞれ3分の|

1以下としなければならない。

5 理事は、本財団の輩務ま処理する。

丘監事Iま、次の職務を行う. 立監事は、次の職務を行ラ。

(1)本財団の業務を監査すること。 (1)本財団の業務を監査すること。

(2)本財団の財産の状況を監査すること。 (2)本財団の財産の状況を監査すること。

(3)本財団の業務又は財産の状況について、毎会計 (3)本財団の業務又は財産の状況について、毎会計

年度、監査報告書を作成し、当該会計年度終了後 年度、監査報告書を作成し、当該会計年度終了後

3月以内に評議員会及び理事会に提出すること。 3月以内に璽蔓に提出すること。

(4)第1号又iま第2号による監査の結果、本財団の ω)第1号又は第2号による監査の結果、本財団の
業務又は財産に関し不正の行為又は法令若しく 業務又は財産に闘し不正の行為又は法令若しく

はこの寄附行為に違反する重大な事実があるこ はこの寄附行為に違反する重大な事実があるこ

とを発見したときは、これを00県知事、評議員 とを発見したときは、これを00県知事又は評議
又iま理事会に報告すること。 星会に報告すること。

(5)第4号の報告をするために必要があるときは、 (5)第4号の報告をするために必要があるときは、

評議員会を招集すること。 理事長に対して評語員会の招集を請求すること。

(6)理事が註欝員会に提出しようとする識塞、書 (6)本財自の業盤又は財産の状況についてs理事に

類、その他の資料を調査し、法全蓋し〈はこの寄 対して意見を述べること。

隙行為に違反し、茎は著しく杢当な事項があると

認めるときは、その調査の結果を許諾員会に報告



すること。

互監事は、杢監理の浬事又は職員(本財団の開設す ヱ監事l立、この法人の理事又は職員(本財団の開設

る病院、診療所又は介護老人保健施設(指定管理者 ， する病院、診療所又は介護老人保樹包殻(指定管理

として管理する病院等を含む。)の管理者その他の 者として管理する病院等を含む。)、の管理者その他

職員を含む。)を兼任することができない。 の職員を含む。)兼任することができない。

量M 役員の任期lま2年とする。ただし、再任を 重皇室役員の任期lま2年とする。ただし、再任を妨

妨げない。 げない。

Z 補欠により就任した役員の任期は、前任者の残任 2 補欠により就任した役員の任期は、前任者の残任

期間とする。 期間とする。

3 役員は、箪28条に塞める且盤が盆iすた撞含には、 3 役員は、佳期満了後といえども、後任者の就任す

任掴の遁了又は辞任により退任した後も2新たに避 るまでは、その職務を行うものとする。

伍された者が就任するまで、なお役員としての権割

義務を有する。

第32条役員は、評議員会の決議によって解任する (新設) (新設)

ことができる2ただし、監事の解任の決韓は、出庫

した霞織畠の議決権の3分の2以上の賛成がなけ (新銀)

れ!ま、決識することができない。

第33条役員の報酬等は -役員の報醐Iま)3，600万円以下で盈 (新設) {新E~
(卸，)評瞳星会の決議によって割に産めるところに ること。

より支給する。 -役墨の報酬等について主寄附行盈

(倒2)週事及び監事について、宝れぞれの総額が、 にその額査室めていないときは、評

00円以主丞ぴ00目以下で支給する2 議員会の決議によって室める必要が

(盟IJ3)理事長O円、理事O円主監事O円とする。 盈ゑι
-寄附行畠又は註議昼舎の決議にお

いて理事の報酬等の「総額」量産め

る場合、各理事の報酬筆の額は圭の

額の範囲自で理事会の決議によって

窟めることも差し支えないgただし、

監事が2人以上あるときに監事の報

酬等の「総額」査窪める場合は、査

監事の報酬聾lま主宝の額の範囲内で

監事の協議によって窟める2-また2

「総額J査上国らなければ、再度量
評議星会で迭i聾することは必ずしも
必要ではない。



第34条理事は、次に掲げる取引査しようとする場 (新設)

合には、理事会において、その車引について重要な

事実を開示し、まの承謹室量けなければならない。

(1)自己又は第=者のためにする本財団の事塾の盟

類に属する取引

~自己又は筆=者のためにする本財団との取引

cm本財団がその理事の債務室保証するこ左歪の他
その理事以外の者との慣における本財国とその

理事との型l益が担反する聖引
2 前項の取引をした理事はsその車引盤、遅滞なく、

その取引についての重要な事実童理事会に報告し

なければならない。

箪35条本財国l九役昆が佳務室怠ったことによる -査奉査埋室するか査かは任意。 (新設) (新設)

撞害賠償責佳室、法全に規定する額査毘度として、

理事会の決曹により免除することができる。

2 本財団l玄、役畠との閏で、任務を怠ったことによ

る損害賠償責任について、当該役員が職務を行うに

っき善意でかつ重大な過失がないときに、損害賠償

責缶の盟塞契約査締結することができる。ただし、

その重任の隈度額は、0円以上で本財国があらかじ

め窪めた額とi去含で室める最低重任盟度額とのい
ずれか高い額とする。

〆

第7章理事会 (新設)

第36条理事会は、すべての理事をもって構成する。 (新設)

第37条理事会は、この寄附行為にwに産めるもの (新設)

のほか、次の臓務を行ラe

(1)本財国の謹務執行の決室

(2)理事の職務の執行の監督

(3)忽事長の選出及ぴ解職

(4)重要な重度の処分及び誠君けの決室

(5)多額の借財の決定

(6)重要な役割査担う職畠の選缶及び解任の決崖

m従たる事務所宝の盤の重要な担織の設置、変裏
及び塵止の決室



第38条理事会は、糧事長が招集する。理事長が欠 (新設)

けたとき又!ま理事長に事故が量るとき!主査理事が

理事会を招集する。

2 理事長lまs必要があると認めるときはsいつでも

理事会室招皐することができる。 、

3 理事会章構成する理事の3分の1l込上から連主

査もって理事会の目的たる事項童示して請求があ

ったとき!九理事長は理事金壷担集しなければなら

主L

4 理事会の担集はs担日の1週開前室でに主査理墓

及び各監事に対して理事会査担集する置の通知牽

発しなl宇ればならない。

5 前項にかかわらずs理事会i九理事及び監事の全

阜の由意があるときは、招集の手続査経ることなく

開催できる。

第39条理事会の譜長は、理事長とする。 (新殻)

第40条理事会の決議は、法全又はこの寄酎行畠に (新設)

~段の室めがある場合牽盤室主韓決事項について特
別の到置闇係査有主る理事査陸〈理事の過半数が

出産し、その過半数量もって行うE

2 前項の規墨にかか担らず、第21量の袋の左欄に -理事については、議決権査他の者 (新段)

掲げる事項lま2理事会において理事総数の3分の2 に重任して行使宣せる事実がある

以上の固意査慢なければならない。 ときは、その運童担織が適正で畳

ると認められないことになってい

るので、盟意すること。 t 

3 第1項の規室にかか色らずs理事が理事会の決議 -本項量規塞するか否かは任意。 (新段)

の自由である事項について提案した場合において、

圭の提案について特別の到害国係査有する寝事牽

盤〈理事会畠が書置又は軍磁的記録により由意の

意思牽示ましたと童は注理事会の決謹が曇ったもの

とみなす。ただしs監事が宝の提塞について異壇査

述べたときはこの限りでない。

第41条瑳事会の議事については、法全で塞めると (新設)

ころにより、議事録を作成する。



2 理事会に出席した理事及び監事は、前項の韻事録 -審査しs又lま罰壷控回する者査、 (新設)

に署名し、又は記章押印する。 理事会に出席した理事量及び監事

とすることも可白

第42条理事会の龍事についての細則は、理事会で {新設)

定める白

(削除) 第4章静識員

(削除} 第 10義本財固に評議畠12名以上00名以内査置

~ 

(削除) 筆11条酔謹員は、理事会が選任し、理事長が霊園

主主L
2 評語員を選任するにあたっては、評韓員の数が理

j一、

事の数の、 2倍の数量下ることがな~かつ、親族

等の盤がs評謹呈の総数の3分の1以下としなけれ

ばならない。

3 置議星は、理事又は監事査兼担ることはできな

どL

(削除) 第 12垂 E平i重量の~期IまZ年とし、新任または補欠

により献呈した評鵠昌の任期は、すでに富定住してい

る他の静髄員の任期と問時に満了するものとする。

(削除) 第 13条野謹員lま2 評議星会査組織してsこの寄:I!i1

行盈に産める事項を揺決するほか、理事長の誼慣に

応じて意見を述べるものとする。

(削除) 第5章会議

(削除) 筆14条本財国の会識は、理事会及び評諦員会とし、

評議員会は、これを定時会議と臨時会議に分ける。

(削除) 第 15条定堕会識は、毎生2国3月及び5月に開催

し、臨時金欝及び理事会は臨時必要なときに閉偉す

盃L

(削除) (削除) 第16条会龍は、理事長がこれ査招集する。 -本条に、各会議の定足数を定めて



もよい。

2 理事会を構成する理事の3分の1以よから連名

査もって金識の目的たる事項量示して誼翠があっ

たときは、理事長!ま理事会室m集しなければならな
. い。

3 理事長は主幹置譜墨の5分の1以上の評議員から

会識にi寸識すべき事項査示して置韓墨金の招集ま
E宣求された場合には、そのi青求のあった日から20
1 
日以内に、これを招集しなけれぽならない包

4 理事会の議長iま、理事長室もってあて、評韻星会

の識長は、評議員の育課によって定める。

(借IJ除)， 第17条次の塞の左欄に掲げる事項は、それぞれ右

欄に担げる堕掴に薗催する評議畠金の固意査畳な
---' 

ければならない。

1 盟主度の事準監画墨ぴ収支圭算の迭

皇 量生
2 翠生皮虫の借入金額の最高盟度額の 旦旦 〆

量豊

3 前年度決算の決定 量生

4 前年度事陰金又は揖失金の処理 5月.

5 寄附行為の変更

、J 6 基本財産の設塞及び処分(揺保提盤

を含む。)

7 事豊監薗及び収支圭算の重大な車更

8 本財団の解散 腫堕
9 理事及び監事の選任、辞任の墨認

(削除) 10 寄附行為重5条に薗する事項 -第5垂の業務がなければ、掲げる

11 重要な翠担の締結等理事長が必要と 必要はない。

認めて仕掛する事項

2 前項の会識の欝事は、総評鵠員の過半数が出席

しs圭の出産者の過半盤の盟意牽i豊なければならな
どL

(削除) 第 18条評描星会の盤集は、期日の堂なくとも5日

前までに会欝の冨的で量る事項s日時及び場所牽記

載し、理事長がこれに記宣した書函で評謹員に通知



しなければならない。

2 評語車会においては、前項の規定によってあらか

じめ通知した事項のほか諾決することができない。

ただし、急を要する場合はこの限りではない。

(削除) 第 19牽評語員は、盈らかじめ通知のあった事項に

ついてのみ書簡又は岱理人査もって韻決権及び選

挙権を行使することができる。ただし、代理人は評

韓員でなければならない。

2 代理人lま2代理権査証する書留を語長に提出しな

ければならない。

(削除) 第四条評謹員は置欝員会において、 1置の隷;決権

及ぴ選挙権牽有する固ただしs会識の議決事項につ

き特別の主IJ萱圏係査有する者は、当該事項につきそ

の謡決権を行使できない。

(削除) (削除) 霊21産第17条箪1項の蓋の左欄に掲げる事項は、 -理事については、欝決権を他の者
理事会に茜いて理事態数の3分の2以上が出席し、 に委任して行使させる事実がある

その3分の2以上の盟意童鍾なければならない。 ときは、その運嘗担織が適正であ

2 その他の事項は、理事の総数の2分の1以上が出 ると認められないことになってい

席しs宝の過半数で決玄るg可否固数のときはs欝 るので、賀意すること。

長の決するところによる。

(削除) 第 22条連事会及び評語員会の聾事については、次

の事項を記載した韓事自重量作成し、理事量はこれを

確実に保存しなければならない。

(1)会議の日時、場所

(2)理事墨び置謡星の現畠数

。)出席した理事又は許諾員の氏名(書面表決者及

ぴ表決委任者を含む。)

(4)議案の件名

@盟事の経過要領及び豊富者の発言要旨

(6)盟事録署名人の選任に園する事項

2 前演の韻事録には鵠長及び出席理事又は出席置

謹畠のうちから、その会識において選出された欝事

録署蚤人Z査以上が署蚤又は記蚤捺回しなければ

生らない。



(削除) 第23皐 この寄附行為に塞めるもののほか、会織の

韻事の鋼則についてはs宝れぞれの会揮において室

めることができる。

(削除) 第6章資産及び会計

(削除) 第24条本財国の資産は次のとおりとする。

ill本財国の盤立当喧の財産CII紙財産自録に掲げ
るもの)

ぬ本財固に寄附された財産

m本財国の重注から生ずる果実
ω)本財留の事業に伴ヨ収入
(5)その他の収入

(削除) (削除) 箪25条本財団の資産の宣おs次に盟げる財産量基 -不動産主運営義金等重要な輩産lま
本財産とするa なるべく基本財産とするこ主E

(1)・

(2)・

(3)・

2 基本財産は処分し主又は担保に供してはならな

い。ただし、特別の理由の量る場合lこl九理事会墨

び評議星会の議決室経た上主00皐知事の丞官、走塁
けて処分し、又は担保に供することができる。

(削除) 第~本財国の重産のうち2 基本財産量睡く資産
ま通常財産としsこれで本財国の経費量支査する。

(商ll除) 第27条本財屈の宜産は、理事会墨ぴ評議星会の譜

決を経て定めた方法によって、理事長が管理する。

(削除) ?第 28条宣車のうち現金は、確実な銀行又はi言託金
2土に預け入れ若しくは信託しs又は冨公債若しくは
確実な有価寵券に換え保管するものとする。

(削除) 筆29条本財固の車掌吐薗及び収主圭算l九毎会計

年度盟強前に理事会及び評譜星会の議決室経て崖

める。



(削除) 第 30垂本財酉の会計皇度は、毎年4月1日に始ま

り翌年3f!31日に終る。

(削除) 第 31l条本財国の決算については、毎会計年度終了

後2月以西!こ、事業報告書主財産目録、貸借対照蓋

及び撞益計算書(以下「車掌報告書筆」という。)

を作成しなければならない。

2 本財固ま主事選報告書等主監事の監査報告書及び

本財団の寄附行盈査事務所に備えて置き、評欝員又

は債権者から讃求があった場合には、正当な理由が

ある場含査盤いて、これ壷闇覧に供しなければなら

皇位L
3 ::<k財酉iま、毎会計生皮盤了後3月以自に、事業報

告書等及び監事の監査報告書室00息知事に届け
出なければならない。

(削除) 第 32 粂決算の結果、重~余金量生じたときは、理事

会及ぴ評醸員会のE義夫を経て、その全部又はー置を
基本財産に繰り入れ、又は積立金として積み立てる

ものとし、配当しではならない。

箪Z童証明書等の提出 箪Z童証明書等の提出

皇虫垂各事業年度に係る厚生労働大臣の定める基 -証明書については、都道府県及び 皇33藍各事業年度に係る厚生労働大臣の定める基 -証明書については、都道府県及び
準を満たす旨の証明書については、各事業年度終了 地方厚生局へ申請し、証明手続を 準を満たす旨の証明書については、各事業年度終了 地方厚生局へ申請し、証明手続を

の日の翌日から3月以内に、納税地の所轄税務署長 行う必要があることから、その手 の日の翌日から 3 月以内に、納税地の所轄F崩~.署長 行う必要があることから、その手

を経由して国税庁長官に提出しなければならない。 続の期間を考慮し、各事業年度が を経由して国税庁長官に提出しなければならないa 続の期間を考慮し、各事業年度が

2 租税特別措置法施行令第39条の25第1項第2号 終了した後、速やかに申請手続を 2 租税特別措置法施行令第39条の25第1項第2号 終了した後、速やかに申請手続を

及び第3号に掲げる要件を満たす旨を説明する寄 すること。なお、証明に係る添付 及び第3号に掲げる要件を満たす旨を説明する書 すること。なお、証明に係る添付

類については、理事会及び評議員会の承認を受け、 書類として決算関係書類を地方厚 類については、理事会及ぴ評議員会の承認を受け、 書類として決算関係書類を地方厚

前項の規定による証明書の提出の際に、併せて提出 生局へ提出する必要があるが、こ 前項の規定による証明書の提出の際に、併せて提出 生局へ提出する必要があるが、こ

しなければならない。 れは第13条第3項の医療法よの属 しなければならない。 れは第31条第3項の医痕法上の届

出の規程にかかわらず、決算の確 出の規程にかかわらず、決算の確

定については各事業年度が終了し 定については各事業年度が終了し

た後、早急に行うよう十分注意す た後、早急に行うよう十分注意す

ること。 ること。

室皇室寄附行岩誌の変更 筆旦童寄附行為の変更及び鰹自主



箪坐皇 この寄附行為i玄、第21条及び第40条第3

彊の手続きを経た上、かっ、00県知事の認可を得'
なければ変更することができない。

第9章解散及び合併

量皇室この寄降f行為は、第17条及び第21条の手

続きを経た上、かつ、 00県知事の盟苛を得なけれ
ば変更することができない。

」盤盤L

箆盟主本財団は、 00000の場合lま、車主主墨 I.本条には、医療法第55条隻ユ盟 1:重主主本財団は、 00000の場合i志、草江主墨
ぴ第40条第3項の手続きを緩た上、 00県知事の| 第1骨の規定に基づき、とくに定| 笠室主皇の手続きを経た上、 00県知事の認可を
認可を受けて解散することができる。 Iめるベき解散事由があれば掲げる| 受けて解散することができる@

箪46金本財団が解散したときは、理事がその清算
人となる。ただし、評膳員会の織決によって評様員

の中からこれを選任することができる。

こと。同第2号に掲げる事由につ

いては、とくに本条に掲げる必要

はない。

箆2皇室本財団が解散したときは、理事がその清算
人となる。ただし、評議員会の織決によって評議員

の中からこれを選任することができる。

-本条には、医様法第559長室主星
第1号の規定に基づき、とくに定

めるべき解散事由があれば掲げる

こと。同第2-1寺に掲げる事自につ

いては、とくに本条に掲げる必要

はない。

重笠金本財団が解散したときの残余財産l立、国若|・国、地方公共団体、同穏の医療法|皇笠皇本財団が解散したときの残余財産は、国若|・国、地方公共団体、同種の甚療法

しくは地方公共団体又は同種の医療法人に帰属せ| 人のいずれかを選択しても差支え十しくは地方公共団体又は同種の霊療法人に帰属せ! 人のいずれかを選択しても差支え

しめるものとする。 Iない。 I しめるものとする。 号 | ない。

第48条本財団は、理事及t$;癖謹員の総数のそれぞ

れ3分の2以上の蟻決を経、かつ、00県知事の認
可を得て、他の財団たる医療法人又は社団たる医療

法人と合併することができるー

重工旦童雑則

星盟主本財団の公告は、

(例1)官級に掲載する方法

(伊IJ2).00新聞に掲践する方法

(伊IJ3)電子公告(ホームページ)

によって行うa

(伊IJ3の場合)

2 事故その他やむを得ない事由によって前項の電

子公告をすることができない場合は、官報(又I;tO

O新聞)に掲載する方法によって行う.

.I.J盤盤L

豊旦童雑則

宣2皇室本財団の公告は、官報(及び00新聞)rこ
よって行うB



室主主盆 この寄附行為の施行細則は、理事会及び評
議員会の議決を経て定める。

附刷

本財団設立当初の役員は、次のとおりとする。

理事長 000  0 

常務現事 o 0 0 0 
同 o0 0 0 
理事 000  0 

同 o0 0 0 
同 0000 

同 0000 

監事 o 0 0 0 
間 o0， 0 Q 

-本寄附行為伊jにより、新規に財団

を設立する場合に、

「附見IJ

本財団設立当時の役員は、次の通り

とし、その任期iま000までとする。

理事(理事長) 0000 

If 常務理事)0000

監事 0000 

If OOOOJ 
とすること。

星2皇室 この寄附行為の施行細則は、理事会及び評
融員会の諦決を経て定めるロ

るす・とHV
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0

0

0

0

0

0
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団

事
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事
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常

同
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問

問

問

監

悶

本 -本寄附行為例により、新規に財団

を設立する場合に、

『 附則

本財団設立当時の役員は、次の通り

とし、その任期は000までとする。

理事(理事長D 0000 
fI 常務理事)0000

監事 0000 

If OOOOJ 
とすること。



0出資額限度法人の定款例(いわゆる「出資額限度法人」についてJ(平成16年医政発第0831001号)別添2)の一部改正

改.正

出資額限度法人モデル定款

医療法人00会定款

第1章名称及び事務所

第1条本社団は、医療法人00会と称する。

第2条本社団は、事務所を。。県00郡(市)00 
町(村)00番地に置く。

第2章目的及び事業

第3条本社団は、病院(診療所、介護老人保健施設)

を経常し、科学的でかつ適正な医療(及t足量企謹章
旦盟主主看護、医学的管理下の介護及び必要な医様

等)を普及することを呂的とする。

第4条本社団の開訟する病院(診療所、介護老人保

健施設)の名称及び開設場所i立、次のとおりとする。

(1) 00病院ゆ 00県00君s(市)00町(村)
(2) 00診療所 00県00郡(市)00町(村)
(3) 00園 00県00郡(市)00町(村)
2 本社団が00市(町、村):から指定管理者として
指定を受けて管理する病院(診療所、介護老人保健

施設)の名称及び開設場所は、次のとおりとする。

後

備考

改正

出資額限度法人モデル定款

医療法人00会定款

第1章名称及び事務所

第1条料土団は、医療法人00会と称する。

-事務所については、複数の事務所|第2条本社団は、事務所を00県00郡(市)00 
を有する場合は、すべてこれを記! 町(村)00番地に置し
載し、かつ、主たる事務所を定め

ること。

-病院、診療所又は介護老人保健施

訟のうち、開設する施段を掲げる。

(以下、第4条、第5条、豊控室

第3項及ぴ第29条第5項において

閉じ。)

・介護老人保健施設のみを開設する

医療法人については、「本社聞は、

介護老人保健施般を経営し、霊企

護者に対する肴謹、医学的管理下

の介穫及び必要な医療等を普及す

ることを目的とする。」とする。

-本項には、地方自治法(昭和22年

法律第67号)に基づいて行う指定

管理者として管理する病院(診療

第2章目的及び事業

第3条本社;図は、病院(診療所、介穣老人保健施段)

を経営し、科学的でかつ適正な医療(及び産車二重

傷等により寝たきりの状館等にある老人に対し、看

護、医学的管理下の介護及び必要な医療等)を普及

することを目的とする。

第4条本社団の開設する病院(診療所、介護老人保

健施設)の名称及び開設場所iま、次のとおりとする。

<n 00病院 00県00郡(市)00町(村)
(2) 00診療所 00県00郡〈市)00町(村)
(3) 00図 00県00君s(市)001llT (村)
之 本社団が00市(町、村)から指定管寝者として
指定を受けて管理する病院(診療所、介護老人保健

施設)の名称及び開設場所は、次のとおりとする。

(別添5)

(下線の部分は改正部分)

前

備考

-事務所については、複数の事務所

を有する場合は、すべてこれを記

載し、かっ、主たる事務所を定め

ること。

-病院、診療所又は介撞老人保健施

践のうち、開設する施段を掲げる。

(以下、第4条、第5条及'CJ.筆1皇
室において同じ。)

-介霞老入保健施段のみを開設する

医療法人については、「本社団l玄、

介麗老人保健施段を経営し、盛

病・負傷等により寝たきりの状態

等にある老人に対し、署捜、医学

的管理下の介護及び必要な医療等

を普及することを目的とする。Jと

する。

-本項には、地方自治法(昭和泣年

法律第67号)に基づいて行う指定

管理者として管理する病院(診療



(1) 00病院 00県00郡(市)00町(村) 所、介護老人保健施設)の名称及 (1) 00病院 00県00者s(市)00町(村) 所‘介謹老人保健施設)の名称及

(2) 00診療所 00県00郡(市)OOBIT (村) ぴ開設場所を掲げる。行わない場 (2) 00診療所 00県00郡(市)00町(村) ぴ開設場所を掲げるa 行わない場

(3) 00国 00県00郡(市)00町(村) 合には、掲げる必要はない。」単主主 (3) 00国 00県00郡(市)00町(村) 合には、掲げる必要はない斗単主主

第28条第3項及び第四条第5項 第四条筆3項及び第19条第5項
において閉じ。) において同じ。)

第5条本社団は、前条に掲げる病院(紗療所、介護 -本条には、医療法(昭和23年法律 第5条本社団は、前条に掲げる病院(診療所、介撞 -本条には、医療法(昭和23年法律

老人保健施設)を経堂するほか、次の業務を行う。 第205号。以下「法」という。)第 老人保健施設)を経堂するほか、次の業務を行う。 第205号回以下「法」という。)第

00看護師養成所の縫蛍 42条各号の規定に基づいて行う附 00看護師養成所の経営 42条各号の規定に基づいて行う附

帯業務を掲げる。行わない場合に 帯業務を掲げる。行わない場合に

Iま、掲げる必要はない。 は、掲げる必要はない。

第3章資産及び会計 (新設)

第6条本社盟の資産は次のとおりとする。 (新設)

(1)設立当時の財産

(2)設立後寄附された金品

(3)事業に伴ラ収入

(匂まの他の収入

2 本2土団の設立当時の財産自録は、主たる事務所に
おいて備え置くものとする。

第7条本社国の資産の宣ちs次に掲げる財産宣基本 -不動産、運嘗基金等重要な童画丸 (新段) (新設)

財産とする。 基本財産とすることが望ましい。

(1) 

(2) 

(3) 

2 基本財産は処分し、又は担保に供してはならな

い。ただし、特別の理由のある場合には、寝事会及

び主土員総会の議決を経て2処分しs又は担保に盤主

ることができる。

第8義本社国の資産iま、宇土畠総会又は理事舎で塞め (新設)

た方法によって、理事長が管理する。

第9皇室産のうち現金iま、軍華経営の実施のため確 (新設)

実な銀行又は信託金詐に預け入れ若しくは慣託し、

又は国公債蓋しくは確実な有価証券に換え保管す

主L L一一一 一一←一 一一一一一一ー」一一一一一一ー一 一一一一ー一一一一一一一ー一一一一一一一一一



第10条本社団の収支予算は、毎会計年度開始前に
理事会及び社員総会の謹決を経て。定めるe

」範盤L

第11条本社団の会計年度は、毎年4月1日に始ま|・任意に1年聞を定めても差し支え|斗藍盤L
り翌年3月31日に終る。 Iない。(法第53条参照)

第12条本社団の決算については、事業報告書、財

産自録、貸借対照表及び損益計算書(以下「事業報

告書等j という白)を作成し、監事の監査、理事会

の承認及び社員総会の承認を受けなければならな

い。

2 本社団は、事業報告書等、監事の監査報告書及び

本社団の定款を事務所に備えて置き、社員又は債権

者から請求があった場合には、正当な理由がある場

合を除いて、これを閲覧に供しなければならない。

3 本社団は、毎会計年度終了後3月以内に、容業報

告書等及び監事の監査報告書を00県知事に届け
出なければならない。

第13条決算の結果、剰余金を生じたとしても、配

当しではならない。

第~章社員

重J主主本社団の社員になろうとする者は、社員総
.会の承認を得なければならない。

2 本社団は、社員名簿を備え置き、社員の変更があ

るごとに必要な変更を加えなければならない。

室主主社員は、次に掲げる理由によりその資格を

失う。

(1)除名

(2)死亡

(3)退社

2 社員であって、社員たる義務を履行せず本社聞の

定款に違反し又は品位を傷つける行為のあった者

-2以よの都道府県の区域において

病院、診療所又は介護老人保健施

設を開設する医療法人について

は、主たる事務所の所在地の都道

府県知事に届け出るものとする白

-第丘意の意名を「社員及び出資」

とし、出資の口数及び出資1口の

金額について「本社団の出資は、

これを00ロに分ち、出資1口の
金額l玄、金O干円とする。j旨規定

しても差し支えない。

」盤琵L

」盤量L

第旦章社員

筆宣車*社団の社員になろうとする者は、社員総会

の承認を得なければならない。

2 本社団は、社員名簿を備え置き、社員の変更があ

るごとに必要な変更を加えなければならない。

重Z堂社員lま、次に掲げる現自によりその資格を失

。
h

フ

(1)除名

(2)死亡

(3)退社

z 社員であって、社員たる義務を履行せず本社団の
定款に違反し又は品位を傷つける行為のあった者

」盤毘L

」藍盤L

-第立寧の章名を『社員及び出資」

とし、出資の口数及び出資1ロの

金額について『本社団の出資は、

これを00ロに分ち、出資1ロの
金額は、金O千円とする。」旨規定

しでも差し支えない。



は、，社員総会の議決を経て除名することができる。 は、社員総会の議決を経て除名することができる。

皇ユ立金やむを得ない理由のあるときは、社員はそ -退社について社員総会の承認の譜 霊皇室やむを得ない理由のあるときは、社員はその -退社について社員総会の承認の謡

の旨を理事長に届け出て、退社することができる。. 決を要することとしても差し支え 旨を理事長に届け出て、その同意を得て退社するこ 決を要することとしても差し支え

ない。 とができる。 ない。

重12全社員資格を喪失した者は、その出資額を限 第9条社員資格を喪失した者は、その出資額を限度

度として払戻しを請求することができる。 -として払戻しを請求することができる。

第5章社員総会 (新設)

筆18条理事長!hA持社畠総会圭2 毎隼O圏、 O -定瞳主t員総会は、収支予算の決定 (新設) (新設)

月に開催する。 と決算の決崖のため年2国以上園

催することが望ましいa

2 理事長は、必要が畠ると認めるときは、いつでも

臨時社昼盤会室招集することができる。

3 理事長l立、総社員の6分の1以上のま土畠から主土員 .5分の1を下回る割合査室めるこ (新設)

総会の目的である事項を示して臨時社墨総会の招 ともできる。

集査請求された場合には、歪の請求があった日から

20日以自に、これま置集しなければならない。

丘社員総会の招集は、担自の少なくとも5目前まで -担隼の通知l丸塞款で塞めた方法 (新設)

に、圭のf土員総会の自由で畠る事項s臼瞳及び場置 により行室。書亜のほか電子的方

査記載し、理事長がこれに毘査した書面で社畠に通 法によることも可。

知しなければならないロ

第19条 f土星総会の議長は、 2土星の中からf土星総会 (新設)

において選任する。

箪20金次の事項は、社昌都会の譜決査経なければ (新設)

ならない。

(1)定款の変更

(2)基本財産の盤塞及び処詮鋸保提供室含む。)
ffi毎事業主度の事塞計画の決塞又は塞更
(め収支圭算及び決算の決翠又は変更

(!!)重要な資産の処分

(6)借入金額の最高陸度の決墨

(7)社員の入社及び除名

(8)本社団の解散



(的他の医療法人との含併著しくは分盟に係る翠

組の締「又lま分劃駐画の決翠

~ 圭の他重要な事項についてもJ土畠総会の議決圭
経ることができる。

第21条主土星総会lま2 総社墨の過半数の出産がなけ (新設)

れlまs笠の議事室園きs決識することができない。

u土員総会の盟事は、法令又はこの塞款に別段の定
めがある場合室陸きs出庫した社阜の議決権の過半

数で決し、可査固数のと童i九韓長の決するところ

による。

3 前項の場合において、議長lまj土邑として議決に

加わることができない。

第22垂 2土星!ま、 2土星総会において査1置の議決権 (新設)

及び選挙権を有する。

第23条社且総会においてはs畠らかじめ通知のあ (新鼠)

った事項のほかは議決することができない。ただ

し、急室要する場合はこの盟りではない，

五社員は、あらかじめ遜知のあった事項についての

み書彊又は岱理人まもって措決権及び選挙権牽行

使することができる。ただしs代理人はま土星でなけ

ればならない。

3 岱理人!.b代理権壷Eする書直ま議長に提出しな
ければならない包

箪24条 2土星総会の議決事項につき特別の到害盟盛 (新設)

ま有主るま土星は、当該事項につきその様決権宣行使

できないe

第25金主土員総会の諸事についてはs法含で窪める (新設)

ーところにより、韻事録を作成する。

箪26条社員総会の韓事についての細則は、社員総 (新設)

-会で定める。

(削除) 第4章資産及び会計



(削除) (削除) 筆10条本社団の資産のうち、次に掲げる財産を基 冒不動産、運営基金等重要な資産は、

本財産とする。 基本財産とすることが望ましい。

(1) 

(2) 

(3) 

(削除) 2 基本財産は処分し、又は担保に供してはならな -社員総会のみの議決でよいことと

い。ただし2特別の理由のある場合には、理事会及 しでも差し支えないが、理事会の

ぴ2土星総会の議決査経て、処分し、茎は担保に供す 議決を経ることとすることが窪ま

ることカtできる。 しい。(以下、第13条及び第16条

において同じ。)

(削除) 筆11条本社国の室産は、社員総会で産めた方法に

よって、理事長が管理する。

(削除) 箪12重重度のうち現金は、確実な鑓fi又は信託会
社に糧iナみれ蓋しくは宣託し、又は国公債若しくは

確実な有価証券に換え保管するものとする。

(削除) 第 13条本社団の収支予算は、毎会計生度開始前に

E恩恵会墨ぴ主主昼総会の謹決室経て塞める。

(削除) (削除) 第 14金本位団の会計年度は、毎年4月1日に始ま -任意に1年間を定めても義し支え

り翌年3月31日に終る。 ない。(法第53条参照)

(削除) 箪 15条本社国の決算については、毎会吐年度鐙了

後g1l以自に主事業報告書、財産目録、貸借対照表

及び揖益計算書(以下「事業報告書室」という。)

査生成しなければならない。

z 本社団は、事業報告書等、監事の監査報告書及び
本主土国の塞款査事務所に備えて置きj土員又は債権

者から置求があった場合には、1E当な理由がある場

合査除いて2 これを園覧に供しなければならない。

(削除) 3 本社国は=毎会計年度終了後M 以内!こ、事業報 • 2以上の都道府県の区域において

- 告書等及び監事の監査報告書をOOVl!;知事に届け 病院、診療所又は介護老人保健施

出なければならない。 設を開設する医療法人について

は、主たる事務所の所在地の都道

府県知事に届け出るものとする。

(削陸) 第 16金決算の結果、割金金を生じたときは、理事



含及び主土星総会の議決室経てその全部又は一部査

基本財産に繰り入れ、茎は積立金として積み立てる

ものとし、配当してはならない。

第6章役員 重豆重役員

箪主主本社団に、次の役員を置く。 皇12金本社団に、次の役員を置く。
(1)理事、 O名以よO名以内 -原則として、理事lま3名以上置か (1)理事 O名以上O名以内 -原則として、理事lま3名以よ置か
うち理事長1名 なければならない。都道府県知事 うち理事長1名 なければならない。都道府県知事

(2)監事 O名 の認可を受けた場合には、 1名又 (2)監事 O名 の認可を受けた場合には、 1名又
、 lま2名でも差し支えないo(量豊坐 は2名でも差し支えない。(遺筆

条の5第1項参照)なお、理事を 46条の2多照)なお、理事を1名
1名又lま2名置くこととした場合 又は2名置くこととした場合で
でも、社員は3名以上置くことが も、社員は3名以上置くことが望 l

星盆皇理事及び監事は、社員総会の決議によって 望ましい。 皇1旦皇理事及び監事l玄、社員総会において選任す ましい。
遺伝する。 る。

2 理事長は、理事会においてき理事の空から選出す z 理事長は、理事の互選によって室める。
ゑL
3 本社団が開設(指定管理者として管理する場合を -病院、診療所又lま介撞老人保健施 3 本社団が開設(指定管理者として管理する場合を -病院、診療所又は介護老人保健施
含むJする病院(診療所、介護老人保健施設)の 設を2以上開設する場合におい 含む.)する病院(診療所、介護老人保健施設)の 肢を2以上開設する場合におい

管理者は、必ず理事に加えなければならない。 て、都道府県知事 (2以上の都道 管理者は、必ず理事に加えなければならない。 て、都道府県知事 (2以上の都道

府県の区峨において病院、診療所 府県の区域において病院、診療所

又は介護老人保健施設を開設する 又は介護老人保健施陵を開設する

医療法人については主たる事務所 医療法人については主たる事務所

の所在地の都道府県知事)の認可 の所在地の都道府県知事)の認可

を受けた場合lま、管理者(指定管 (以下、第31条において同じ。)

現者として管理する病院等の管理 を受けた場合は、管理者(指定管

者を除(.)の一部を理事に加えな 理者として管理する病院等の管理

いことができる。(法第 46条の5 者を除<.)の一部を理事に加えな

皇豆彊参照) いことができる・即紳冊|
4 前項の現事は、管理者の職を退いたときは、理事 -理事の職への再任を妨げるもので 4 前項の理事は、管理者の職を退いたときは、理事 -理事の職への再任を妨げるもので

の職を失うものとする。 はない。 の職を失うものとする。 はない。

5 理事又は監事のうち、その定数の5分の1を超えー 5 理事又lま監事のうち、その定数の5分の1を超え

る者が欠けたときは、 1月以内に補充しなければな る者が欠けたときは、 1月以内に補充しなければな

らない。 らない。

重2主主理事長i立本社屈を代表し、本社団の業務に 星i皇室理事長のみが本社団を代表する。
闘する一切の裁割上又は裁豊11外の行轟査する権毘



を有する。

2 理事長は、医療法人の業務査執行し、 ，この謹告は、現実に開催された理 2 理事長は本社屈の業務萱総理する。 (新段)

(卸1)3箇ruこ1国以上、自己の職務の執行の状況 事会において行担なければなら

を理事会に盤告しなければならない。 ず、報告を省略することはできな

(例2)毎事豊年度に4箇旦ま超える間帽でgJID以 ~ 
よ、自己の職務の執行の状況量理事会に報告しなけれ

ばならない。

3 理事長に事故があるときは、理事長があらかじめ 3 理事は、本社国の芭務を処理し、理事長に事故が

定めた)1廃位に従い、理事がその服務を行う。 あるときは、理事長があらかじめ定めたl順位に従

い、理事がその職務を行う。

4 監事は、次の職務を行う。 4 監事は、次の職務を行う。

(1)本社団の業務を監査すること。 (1)本社団の業務を監査すること。

(2)本社団の財産の状況を監査すること。 (2)本社団の財産の状況を監査すること。

(3)本社団の業務又は財産の状況について、毎会計 (3)本社団の業務又は財産の状況について、毎会計

年度、監査報告書を作成し、当該会計年度終了後 年度、監査報告書を作成し、当該会計年度終了後

3月以内に社員総会及び理事会に提出すること固 3月以内に社員総会又は理事に提出すること。

ω)第1号又は第2号による監査の結果、本社団の (4)第1号又は第2号による監査の結果、本社団の

業務又は財産に関し不正の行為又は法令若しく 業務又は財産に闘し不正の行為又は法令若しく

はこの定款に違反する重大な事実があることを はこの定軟に違反する重大な事実があることを

発見したときは、これを00県知事、社員総会又 発見したときは、これを00県知事又は社員総会
は理事会に報告すること包 に報告すること。

(5)第4号の報告をするために必要があるときは、 (5)第4号の報告をするために必要があるときは、

社員総会を招集すること。 社員総会を招集すること。

(6)理事が2土星総会に提出しようとする韓塞、書 (6)本社国の業務又は財産の状況について、理事に

類、その他の謹控室盟査しl-I去全若しくはこの蓮 対して意見を述べること。

款に違反し、又は箸しく不当な事項が壷ると霞め

るときは、その盟査の結果査幹量総会に報告する

三主L
5 監事は、本社屈の理事又は職員(埼ヰ土団の開設す 5 監事は、本社団の理事又は職員(本社団の開設す

る病院、診療所又は介護老人保健施設(指定管理者 る病院、診療所又は介謹老人保健施設(指定管理者

として管理する病院等を含む。)の管理者その他の として管理する病院等を含む。)の管理者その他の

職員を含む。)を兼ねてはならない。 職員を含む。)を剰3てはならない。

皇2立主役員の任期Iま2年とする。ただし、再任を 量20重役員の佳期lま2年とする。ただし、再任を
妨げない。 妨げない。

Z 補欠により就任した役員の任期は、前佳者の残任 2 補欠により就任した役員の任期は、前任者の残任

期間とする。 期間とする。

3 役員は、第26条に定める員数が欠けた場合には、 3 役員は、任盟満了後といえども、後任者が就任す



佳塑の満了又は辞任によ世退任した後もョ新たに選 るまでは、その職務室行主ものとする。

倍された者が就任するまでsなお役畠としての権利

義務を有する。
、

箪31条役畠は、ま土轟総会の決議によって解任する (新設)

ことができる。ただしs監事の解任の決議は、出席

した社墨の接決権の3分の2陸上の賛成がなけれ • 3分の2査上回る割含量窪めるこ (新設)

iま、決轄することができない。 、ともできる。

第32条盤墨の報酬等Iま2 -役昆の報酬聾について、定款にそ (新設) (新設)

(倒ill土星総会の決躍によって割に産めるところに の額査産めていないときは、t.t昌盤
より支給する。 会の決識によって室める必要が盈

(例2)理事及び監事についてき圭れぞれの総額が、 ゑL
00円以下及び00円単下で支給する， -室款又lまf土員総会の決議において (新設)

(伊~理事長O目、理事O回s 監事O円とする。 理事の報酬等の「総額」査室める場

含主査理事の報酬等の額は圭の額の

鐘盟内で理事会の決議によって室め

ることも差し支えない。ただしs監

事が2人以上あるときに監事の報酬

筆の「総額」査室める場合は主各監

事の報酬等!九その額の範盟内で監

事の協議によって塞める2 また~総'

額J圭上回らなければs再産主社墨
総会で決議することは必ずしも盛要

ではない。

第33条理事は、次に掲げる取引査しようとする場 (新監)

含にはs理事会においてs歪の取引について重要な

事実圭盟示し、その承認牽量けなければならない。

(1)自己又は第=者のためにする本社団の事業の部

類に属する取引

ill 自己又は第=者のためにする本社固との~

。)本位国がその理事の債務童保旺すること圭の他

圭の理事i込外の者との聞における本社国とまの

理事との到益が担亙する取引

2 ~頁の盈2.1ました理事I丸まの聖2.1後、品費なし
その取引についての重要な事実牽理事会に報告し

なければならない。 、



第34金本社団は、役昼が任務ま怠ったことによる 町本重量規産するか否かは任意。 (新設) (新設)

損害賠償責任査、法全に規室する額を限度として、

理事会の決議により免除することができる。

2 本社団は、役員との閏でj任務室怠ったことによ

る損害賠償重任について、当該役員が職監査行うに

っき善意でかつ重大な過失がないときにョ撞害賠償

重任の醍定契組査締r1:るごとができるsただし... 
その寅任の陸産額Iま...Q円以上で本社団があらかじ

め墨めた額と済全で定める最低責任理度額とのい

ずれか高い額とする。

第7章理事会 (新設)

第35条理事会は、すべての理事をもって構成する。 (新設)

第36j条理事会は2 この定款に割に窪めるもののほ (新設)

か、次の職務を行う。

(1);本社国の裳務執行の決定

(2)理事の職務の執行の監督

ffi理事長の選出及び解職
(の重要な資産の処分及び謹受けの決定

(5)多額の借財の決定

(6)重要な役割宣担う職畠の選任及び解任の決定

(7)従たる事務置その他の重要な組織の設置、塞覧

及び廃止の決定

第37条理事会は、 (新設)

(例1)金理事が招聾する。 -原則、査理事が理事会査担集する (新設)

(倒2);理事長〔又は理事会で塞める理事)が担集す がs理事会堂盟聾する王票率査皐款

る。この場含s理事長(又lま理事会で産める理事]が 又は理事会で塞めることができ

きけたとき又は理事長(理事会で墨める理事]に事故 ゑL

があるときは、各理事が理事会査招集する。

2 理事長{又!ま理事会で定める理事s又は各理事)

は、必要があると認めるときは、いつでも理事会を

招集することができる.

3 理事会の招集はき週日の1週間前までに、各理事 • 1週慣を下回る盟関を産めること (新設)

及び金監事に誼して理事会査招集する旨の通知査 もできる。

発しなければならない。



4 i1J項にかか担らずs寝事会はs理事及び監事の全

畠の同意があるときは、招集の手続査経ることなく

開催できる。

第38条理事会の議長は、理事長とする。 (新設)

第39条理事会の決議lま訟法令又はこの定款に別段 (新設)

， の室めがある場合室除き2融決事項について特別の
-到害園盛ま有する理事室陸〈理事の過半数が出席 -過半監査上回る割合室産めること (新設)

し、その過半数量もって行室。 もできる。

2 前項の規童にかか台らずs理事カ唱事会の決議の -杢項圭壇塞するか査かは任意。 (新設)

目的である事項について提案した場含において主そ

の提案について特別の割害圏盤査有する理事査陸

〈理事金星が書直又は璽磁曲記録により固意の意
1 

墨表示ましたときは、理事会の決議が藍ったものと

みな玄sただし、監事が圭の提案について異議室述

べたときはこの限りでない。
J 

第40条理事会の議事については、法全で窪めると (新段)

ころによりs議事録牽作成するg

z 理事会lこ出産した理事及び監事Iまj!l彊の謹事録 -箸査し2又IまE査担目する者室s (新設)

に署査し、又は記章盟回する。 理事会に出席した理事長及び監事

とすることも可。

第41条理事会の議事についての細副は、理事会で (新設)

定める。

(削除) 第6章会鵠

(削除) (削除) 第 21 条会謹Iま~土星総会及び理事会の 2つとし、 -定時総会iまs場合によっては年1

2土星総会はこれま定時総会と臨聾総会に分ける。 国の開催とじても差し茎えない

がs収支圭算の決定と決算の決室

(削除) 第22条室時総会は、毎年OIa!， O月に開催するs のため年2盟国催することが望ま

ム~
(削除) 筆23条理事長は主必要が量ると極めるときはsい

つでも臨時総会及び理事会査招集することがで宣

ゑL
2 主土昌総会の語長は、主士昼総会において選缶し、理

事会の語長i立、理事長をもってあてる。



(削除) 3 理事長は、盤2土員の5分の1以上の2土員から会欝 -総社員の5分の 1の割合について
に付議すべき事項を示して臨時総会の招集室顎求 は、これを下回る割合を定めるこ

された場含には2その篭求のあった日から20日以 とができるロ

内に、これ査担集しなければならない。

4 現事会を構成する理事の3分の 1以上から連名

をもって理事会の自由たる事項量示して鯖求があ

ったときは、理事長は理事会査招集しなければなら

皇位L

(削除) 筆M条次の事項は、社員総会の議決を経なければ

ならない。

(1)定款の変更

(2)基本財産の設富及び処分 cm保提供を含むロ)
ru聾事叢生度の事差計画の決塞及び変更
(め収支圭算及び決算の迭定

@割余金又lま撞失金の盤理

(6)借入金額の最直限度の決定

(7)社員の入社及び除名

(8)耕土団の解散

~他の医療法人との含併契約の締結

(1ωその他重要な事項

(削除) 箪罰金社員総会は、総社員の過半数の出産がなけ

れば、その欝事を開き2識決することができない。

2 社員総会の韻事lまs出産した2土星の欝決権の過差
数で決し、可否菌数のときは、議長の決するところ

による。

3 前項の場合において2識量は、社員として議決に

加わることができない。

(削除) 第 26条主土星総会の担基は、盟国の少な〈とも5日

宮町までに会議の目的である事項、日時及び場所査記

載しs理事長がこれに毘蚤した書面で社員に通知し

なければならない。

2 拡員総会においては、前項の規定によって壷らか

じめ通知した事項のほか韓決することができない。

ただし2急査要する場合はこの毘りではない。



」魁盤L

」劃盤L

」劃陸L

」盟睦L

箪旦童定款の変更

箪42金一この定款は、社員総会の議決を経、かつ、
00県知事の臨可を得なければ変更することがで
きない。‘

箆皇室解散、合併及び分割

箪坐金本社団は、次の事自によって解散する。

(1)目的たる業務の成功の不能

(2)社員総会の決議

(3)社員の欠亡

(4)他の医療法人との合併

(5)破産手続開始の決定

(6)設立認可の取消し

2 本社団は、総社員の4分の3以よの賛成がなけれ

ば、前項第2骨の社員総会の決韻をすることができ

ない。

3 第1項第1号又は第2号の事由により解散する

第27条社員は、社員総会において1個の瞳決権汲

ぴ選挙権を有する固

第四条社員I玄、あらかじめ通知のあった事項につ

いてのみ書面又は代理人をもって議決権及び選挙

権を行使することができる。ただし、代理人は社員

でなければならないB

z 代理人は、代理権を証する書面を語長iζ提出し怠
ければならない。

第四条会謹の韓決事項につき特別の利害関係を有

する者は、当践事項につきその議決種登行使できな

い。

第30条社員総会の議事についての細則は、社員総

会で定める白

2 理事会の韻事についての細則は、理事会で定め

盃L

蓋Z童定款の変更

皇~ この定款は、社員総会の議決を経、かつ、

00県知事の聴可を得なければ変更することがで
きない。

星旦童ー解散墨笠金畳

隻32金本社団は、次の事自によって解散する。
(1)目的たる業務の成功の不能

位)社員総会の決鵠

(3)社員の欠亡

(の他の医療法人との合併

(5)破産手続開始の決定

(6)設立認可の取消し

z 本社団は、総社員の4分の3以上の賛成がなけれ
ば、前項第2号の社員総会の決議をすることができ

ない。

3 第1項第1号又は第2号の事自により解散する



場合は、 00県知事の認可を受けなければならな

室坐藍本社聞が解散したときは、合併及び般産手

続開始の決定による解散の場合を除き、理事がその

清算人となる。ただし、社員総会の議決によって理

事以外の者を選任することができるロ

2 清算人は、社員の欠亡による事由によって本社団

が解散した場合には、00県知事にその旨を届け出
なければならない。

3 清算人は、次の各号に掲げる職務を行い、又、当

該職務を行うために必要な一切の行為をすること

ができるa

(1)現務の結了

(2)債権の取立て及び債務の弁済

(3)残余財産の引渡し

量生金本社団が解散した場合の残余財産は、払込

済出資額を限度として分配するものとし、当該払込

済出資額を控除してなお残余があるときは、社員総

会の議決により、 00県知事の認可を得て、国若し
くは地方公共団体又は租税特別措置法(昭和32年
法律第26号)第67条の2に定める特定医療法人若

しくは医療法〔昭和23年法律第205号)第42条の

2 1こ定める社会医療法人に当該残余の額をi滞属さ

せるものとするι

重~重本社聞は、総社員の同意があるときは、 O

0県知事の認可を得て、他の社団主ゑ医療法人又!ま
財団主主医療法人と合併することができる。

第47条本社団!玄、総社員の間意があるときは、 O

0県知事の認可を得て、分割することができる。

皇1.Q童雑則

重並金本社団の公告は、

(例1)官報巴担韓宝る方法

場合は、 00県知事の認可を受けなければならな
い。

箪2主主本社団が解散したときは、合併及び破産手
続開始の決定による解散の場合を除き、理事がその

清算人となる。ただし、社員総会の語決によって理

事以外の者を選任することができる。

2 清算人は、社員の欠亡による事由によっーてホ社団

が解散した場合には、00県知事にその旨を届け出
なければならない。

3 清算人は、次の各号に掲げる職務を行い、又、当

該職務を行うために必要な一切の行為をすること

ができる。

(1)現務の結了

(2)債権の取立て及び債務の弁済
(3)残余財産の引渡し

童2生藍本社団が解散した場合の残余財産!志、払込
済出資額を限度として分田するものとし、当該払込

済出資額を控除してなお残余があるときは、社員総

会の韓決により、 00県知事の認可を得て、国若し
くは地方公共団体又は租税特別措置法{昭和32年
法律第26号)第67条の2に定める特定医療法人若

しくは医療法(昭和23年法律第205号)第42条の

2に定める社会医療法人に当該残余の額を帰属させ

るものとする。

星皇室本社団は、総社員の同意があるときは、 O
0県知事の認可を得て、他の社団医療法人又は財団
医療法人と合併することができる。

」監量L

室旦童雑員。

宣2旦金本社閣の公告は、官報(及び00新閣)に
よって行う..



(倒2)00新聞に掲載する方法'

(畳~電子公費(ホームページ)

によって行う。

(倒3の場合]

2 事故宝の他やむ室鍾ない事自によって前項の璽 d 

子公告査することができない場合はs官報(又はO

0新聞)I二掲載する方法によって行う。

箪盟主 この定款の施行細則は、理事会及び社員総 宣37l量 この定款の施行細則は、理事会及び社員総
会の議決を経て定める。 会の議決を経て定める。

附則 附則

本社団設立当初の役員はよ次のとおりとする。 . ~去第 44 条第4項参照。 本社団設立当初の役員は、次のとおりとする。 -法第44条第4項参照ロ
理事長 o0 0 0 理事長 o0 0 0 
現 事 o00  0 理 事 o000  
同 。000 間 o 000  
問 o 0 0 0 同 o 000  
間 o 000  間 00  0 0 
同 o 0 0 0 同 o 0 0 0 
同 000  0 間 o 0 0 0 
監 事 o0 0 0 -監 事 0000 
同 o 0 0 0 向 o 0 0 0 



0社会医療法人の定款例 (r社会医療法人の認定についてJ(平成20年麗政発第0331008号)別添3)の一部改正

改 正

社会医療法人の定款例

社会医療法人00会定款

第1章名称及び事務所

第1条本社団は、社会医療法人00会と称する。

後

備考

-社会医療法人は、医療法施行規則

(昭和23年厚生省令第50号)第

30条の 37に規定する基金制度を

採用することができないため、基

金制度を採用する医療法人が社会

医療法人の認定を受ける場合に

は、拠出者に基金を返還し、定款

から基金の章を削除することが必

要であることE

改 正

社会医療法人の定款例

社会医療法人00会定款

第1章名称及び事務所

-医療法人00会から社会医療法人 i第1条本社団は、社会医療法人00会と称する。
00会への名称の変更について
lま、苦筆記事項の変更の筆記(組合

等登記令(昭和39年政令第29号)

第6条参照)及び釜記事項変更登

記完了の届出(医療法施行令(昭

和23年政令第326号)第5条の12

参照)が必要であること。

第2条本社団は、事務所を00県00郡(市)00 I・事務所については、複数の事務所|第2条本社団は、事務所を00県00郡(市)00 
町(村)00番地に置し l を有する場合は、すべてこれを記| 町(村)00番地に置し

第2章目的及t庫業

第3条本社聞は、病院(診療所、介謹老人保健施設)

を経営し、科学的でかつ適正な医療(及t層型渥霊宣
• !三盟主主看護、医学的管理下の介瞳及び必要な医療
等)を普及することを目的とする.

第4粂本社団の開設する病院(診療所、介護老人保

載し、かつ、主たる事務所を定め

ること。

-病院、診療所又は介護老人保健施

設のうち、開設する施設を掲げる。

(以下、第4条第1項及び第2項、

第5条並びに第四条第4項におい

て問じ。)

第2章百的及t賄業

第3条本社団!ま、病院(診療所、介謹老人保健施設)

を経営し、科学的でかつ適正な医療(及び車痘ニ皇

傷等により寝たきりの状態等にある老人に対し、看

謹、医学的管理下の介護及び必要な医療等)を普及

することを目的とする。

第4条本社団の開設する病院{診療所、介龍老人保

(別源6)

(下線の部分は改正部分)

前

備考

-社会医療法人i立、医療法施行規制

(昭和田年厚生省令第50号)第

30条の 37に規定する基金制度を

採用することができないため、基

金制度を採用する医療法人が社会

医療法人の認定を受ける場合に

は、拠出者に基金を返還し、定款

から基金の章を削除することが必

要であること。

-医療法人00会から社会医療法人

00会への名称の変更について
は、登記事項の変更の釜記(組合

等畳記令(昭和39年政令第29号)

第6条参照)及び登記事項変更登

記完了の届出(医療法施行令(昭

和 23年政令第 326号)第5条の

12参照)が必要であること。

同事務所については、複数の事務所

を有する場合は、すべてこれを記

載し、かつ、主たる事務所を定め

ること。

-病院、診療所又は介護老人保健施

設のうち、開設する施設を掲げる。

{以下、第4条第1環及び第2項、

第5条並びに第 16条第4項にお

いて同じ。)



健施段)の名称及び開設場所は、次のとおりとする。 健施政)の名称及び開設相所は、次のとおりとする。

(1) 00病院 00県00君s(市)001ltT (村) (1) 00病院 00県00郡(市)00町(村)

(2) 00診療所 00県00郡(市)001ltT (村) (2) 00診療所 00県00君s(市)00罰T(村)
(3) 00圏. 00県00郡(市)001ltT (村) 。)00園 00県00君s(市)00町(村)

2 本社聞が00市(町、村)から指定管理者として -本項には、地方自治法(昭和n年 2 本社団が00市(町、村)から指定管理者として -本項には、地方自治法(昭和22年
指定を受けて管理する病院(診療所、介護老人保健 法律第67号-)Iこ基づいて行う指定 指定を受けて管湿する病院(診療所、介撞老人保健 法律第67号)に基づいて行う指定

施設)の名称及び開設場所は、次のとおりとする。 .管理者として管理する病院(診療 施設)の名称及び開設場所は、次のとおりとする。 管趨者として管理する病院(診療

(1) 00病院 00県00郡(市)00町(村) 所、介護老人保値施設)の名称及 (1) 00病院 00県00署~ (市)00町(村) 所、介護老人保憧施程)の名称及

(2) 00診療所 00県00郡(市)001ltT (村) ぴ開設場所を掲げる。行わない場 (2) 00診療所 00県00郡(市)00町〈村) ぴ開設場所を掲げる。行わない場

。)00園 00県00郡(市)001ltT (村) 合には、掲げる必要はない。(以下、 (3) 00圏 00県00君s(市)00町(村) 合にlま、掲げる必要はない.(以下、
第29条第4項及び第30皐第5項 第16条第4項及び第17条第5項
において同じ。) において同じ。)

3 本社団が00県知事から社会医療法人として認 -本環に!玄、医療法(昭和23年法律 3 本社団が00県知事から社会医療法人として寵 -本項には、医療法(昭和23年法律
定を受けて実施する救急医療等確保事業に係る業 第205号。以下「法」という。)第 定を受けて実施する救急医擦等憶保事業に係る業 第205号回以下「法Jという固)第
務及び病院(診療所)の名称は、次のとおりとする。 42条の2第1項第4号の規定に義 ，務及ぴ病院{診療所)の名称l玄、次のとおりとする。 42条の2第1項第4号の規定に碁
(1) 00県医療計画に記載された救急医療(00病 づいて行う救急医療等確保事業に (1) 00県医療計画に記載された救急医療(00病 づいて行う救急医療等健保事業に

院) 係る業務及び法第42条の2第1項 院) 係る業務及び法第 42条の2第1
(2) 00県医療計画に記載された災害医療(00病 第5号の基準に適合する病韓又は (わ 00県医療計画に記載された災害医療(00病 項第5号の基準に適合する病院又
。院) 診療所を掲げる。 院) は診療所を掲げる。

(3).00県医療計画に記載されたへき地匿療(00 -当鵠医療法人が開設する病院又は ω'00県医療計画に記載されたへき地医療 (00 -当骸医療法人が開設する病院又は

診療所) 診療所のうち、 1以上 (2以上の 診療所) 診療所のうち、 1以上 (2以上の

(の 00県医療計蘭lこ記載された周産期医療(00 都道府県の区域において病院又は (4) 00県医療計画lこ記載された周産期医療(00 都道府県の区域において病院又は

病院) 診療所を開設する医療法人にあっ 病院) 診療所を開註する医療法人にあっ

(5) 00県医療計罰に記載された小児救急医標(0 ては、原則、それぞれの都道府県 (5) 00県医療計画に記載された小児救急医療(0 ては、それぞれの都道府県で1以

0病院) で1以上)のものが、法第42条の 0病院) よ)のものが、法第42条の2第1

2第1項第5号の基準に適合して 項第5号の基準に適合しているこ

いるこ帥切要であること。 とが必要であること。

第5条本社団は、前条に掲げる病院(診療所、介聾 町本条には、法第42条各号の規定に 第5条本社団は、前条に掲げる病院(診療所、介護 -本条には、法第42条各号の規定に

老人保健施段)を経嘗するほか、次の業務を行う。 基づいで行う附帯業務を掲げる。 老人保健施段)を経嘗するほか、次の業務を行う。 基づいて行う附帯業務を掲げる。

OO看護締養成所の経営 行わない場合には、掲げる必要は 00看護師養成所の経嘗 行わない場合には、掲げる必要は

ない。 ない。

第6条本社団は、前2条に掲げる業務のほか、次の -本条には、法第42条の2第1項の 第6条本社団は、前2条に掲げる業務のほか、次の -本条には、法第42条の2第1項の

収益業務を行う。 規定に基づいて行う収益業務を掲 収益業務を行う. 規定に基づいて行う収益業務を掲

(1)耳主車場業 げる。行わない場合には、掲げる (1)駐車場業 げる。行わない場合には、掲げる

(2)料理晶小売業 必要はない。 ω 料理晶小売業 必要はない。

第3章資産及び会計 第3章資産及び会計



第7条本社団の資産は次のとおりとする。

(1)設立当時の財産

(2)設立後寄附された金品

」盟盤L
旦L事業に伴う収入
」企その他の収入

2 本社団の設立当時の財産自録は、主たる事務所に

おいて備え置くものとする。

第7条科生田の資産は次のとおりとする。

(1)設立当時の財産

(幻設立後寄附された金品

(の諸種の資産から生ずる果実

ω)事業に伴う収入
(5)その他の収入

2 本社団の設立当時の財産目録は、主たる事務所に

おいて備え置くものとする。

第8条本社閣の資産のうち、次に掲げる財産を基本|ブ不動産、選嘗基金等重要な資産は、|第8条本社団の資産のうち、次に掲げる財産を基本|・不動産、運営基金等重要な資産除、

財産とする。 I基本財産とすることが望ましいD I 財産とする。 I基本財産とすることが望ましい。
(1)前条第1項第1号の財産中の不動産及び金0

0万円

(2)基本財産に編入すべきものとして指定された

寄~惟品

」艶墜L
Z 基本財産は処分し、又は担保に供してはならな

い。ただし、特別の選出のある場合には、理事会及

び社員総会の謡決を経で、処分し、又は担保に供す

ることができる。

第9条本社団の資産は、社員総会型圭墨壷金で定め

た方法によって、理事長が管理する.

2 前項の資産のうち、財産の取得又lま改良に充てる

ための資金及び次に掲げる将来の特定の事業の実

施のために特別に支出する費用に係る支出に充て

るために保有する特定事業準備資金については、他

の資金と明確に区分して管理するものとする。

(1) 00病院の病床の増床(平成00年期包予定)
(2)診療所の新規開設(平成00年実施予定)

(3)訪問看護ステーシヨンの新規開設(平成00年
実施予定)

3 前項の資金iま、当該資金の目的である支出に充て

る場合を除き、取り崩すことができない。ただし、

当該資金の自的である財産を取得せず、若しくは改

良しない場合又は事業を行わない場合にあっては、

理事会及び社員総会の議決を経て、取り崩すものと

する。

-財産の取得又は改良に充てるため

の資金及び特定事業準備資金は、

他の資金と明確に区分して経理さ

れていること。

・特定事業準備資金を保有しない場

合については、 r2 前項の資産の
うち、財産の取得又は改良に充て

るための資金については、他の資

金と明確に区分して管理するもの

とする。」、 r3 前項の資金は、当
該資金の目的である支出に充てる

場合を除き、取り崩すことができ

ない。ただし、当該資金の目的で

ある財産を取得せず、又は改良し

ない場合にあっては、理事会及び

(1)前条第1項第1号の財産申の不動産及ぴ金0

0万円

(2)基本財産に編入すべきものとして指定された

寄附金品

α)前2号に掲げる財産から生ずる果実

2 基本財産は処分し、又は担保に供してはならな

い。ただし、特別の理由のある場合には、理事会及

び社員総会の議決を経て、処分し、又は担保に供す.

ることカTできる。

第9条本社団の資産は、社員総会で定めた方法によ

って、理事長が管理する。

2 前項の資産のうち、財産の取得又は改良に充てる

ための資金及び次に掲げる将来の特定の事業の実

施のために特別に支出する費用に係る支出に充て

るために保有する特定事業準備資金については、他

の資金と明確に区分して管理するものとするa

(1) 00病院の病床の増床(平成00年実施予定)
(2)診療所の務調開設(平成00年実施予定)

。)訪問看護ステーションの新規開設(平成00年
実施予定)

塁 前項の資金は、当該資金の目的である支出に充て

る場合を除き、取り崩すことができない。ただし、

当該資金の目的である財産を取得せず、若しくは改

良しない場合又は事業を行わない場合にあっては、

理事会及び社員総会の韻決を経て、取り崩すものと

する。

-財産の取得又は改良に充てるため

の資金及び特定事業準備資金l玄、

他の資金と明確に区分して経濃さ

れていること。

-特定事業準備資金を保有しない場

合については、 r2 前項の資産の
うち、財産の取得又は改良に充て

るための資金については、他の資

金と明確に区分して管理するもの

とする。」、目前項の資金l立、当

該資金の目的である支出に充てる

場合を除き、取り崩すことができ

ない。ただし、当該資金の目的で

ある財産を取得せず、又は改良し

ない場合にあっては、理事会及び



社員総会の議決を経て、取り崩す 社員総会の識決を経て、取り崩す

ものとする。」とするB ものとする。Jとする。

第 10条資産のうち現金は、医業経営の割程のため 第 10条資産のうち現金1;1::，'確実な銀行又は億託会 " 

確実な銀行又は信託会社に預け入れ若しくは信挺 社に預け入れ若しくは信託し、又は国公債若しくは

し、又は国公債若しくは確実な有価証券に換え保管 確実な有価証券に換え保管するものとする。 、、

するものとする。

第 11条本社団の収支予算は、毎会計年度開始前に 第11無料土団の収支予算!志、毎舗十年度開始前に
理事会及び社員総会の韓決を経て定める。 湿事会及び社員総会の韓決を経て定める。

第12条本社団の会計年度は、毎年4月1日に始ま -佳意に1年間を定めても差し支え 第 12条本社団の会計年度は、毎年4Fl1臼に始ま -佳意に1年聞を定めても鍾し支え
今り翌年3月31Iヨに終る。 ない。(法第53条参照) り翌年3月31日に終る。 ない。(法第53条参照)

第13条本社団の決算については、事業報告書、財 -法第54条の2第1項に規定する社 第 13条本社団の決算については、毎会計年度終了 -法第54条の2第1項に規定する杜
産目録、貸借対照表、損益計算書及び社会医療法人 会医療法人債を発行した医療法人 後2月以内!こ、事業報告書、財産目録、貸借対照表、 会医療法人債を発行した医療法人
の要件に該当する旨を説明する書類(以下「事業報 。(以下「社会医療法人債先行法人」 損益計算書及び社会医療法人の要件に該当する旨 (以下『社会医療法人債発行法人J
告書等」という。)を作成し、監事の監査、理事会 という。)については、「事業報告 を説明する書類(以下『事業報告書等」という。) という。)については、「事業報告

の承謹及び主土屋童書会の承認査塁けなければならな 書、財産自録、貸借対照表、損益 を作成しなければならない。 書、財産目録、貸借対照表、損益

い。 計算書、純資産変動計算書、キャ 計算書、純資産変動計算書、キャ

ッシュ・フロー計算書、附縄明細 ッシュ・フロー計算書、附属明細

表及び社会医療法人の要件に該当 表及び社会医療法人の要件に骸当

する旨を説明する書類(以下「事 する旨を説明する書類(以下「事

業報告書等」という。)Jとする。 業報告書等jという。)Jとする。

2 本社団は、事業報告書等、監事の監査報告書及び . *-士会医療法人債発行法人について 2 本社聞は、事業報告書等、監事の監査報告書及び -社会医療法人債発行法人について

本社団の定款を事務所に備えて置き、請求があった は、「事業報告書等、監事の監査報 本社団の定款を事務所に備えて置き、請求があった は、『事業報告書等、監事の監査報

場合には、正当な理由がある場合を除いて、これを 告書、公認会計士又は監査法人の 場合には、正当な理由がある場合を除いて、これを 告書、公認会計士又は監査法人の

閲覧に供しなければならない。 監査報告書及び本社聞の定款」と 閲覧に供しなければならないa 監査報告書及び本社聞の定款Jと

する。 する。

3 本社聞は、毎会計年度終了後3月以内に、事業報 -社会医療法人債発行法人について 3 本社聞は、毎会計年度終了後3月以内に、事業報 -社会医療法人債発行法人について

告書等及び監事の監査報告書を00県知事に届け l立、「事業報告書等、監事の監査報 告書等及び監事の監査報告書を00県知事に届け は、「事業報告書等、監事の監査報

出なければならない。 告書及び公認会計士又は監査法人 出なければならない。 告書及び公認会計士又は監査法人

の監査報告書Jとする。 舎の監査報告書Jとする。

• 2以上の都道府県の区域において • 2以上の都道府県の区域において

病院、診療所又は介鰻老人保健施 病院、診療所又は介撞老人保健施

設を開股する医療法人について 般を開設する医療法人について

は、主たる事務所の所在地の都道 lま、主たる事務所の所在地の都道

府県知事l二届け出るものとする。 府県知事に届け出るものとする。命

第14条決算の結果、剰余金を生じたとしても、配 第 14条決算の結果、剰余金を生じたときは、理事



当してはならない。 金及び社員盤会の諦決室経て2その全量又Iま一部圭

基本財産に繰り入れ、又は積立金として積み立てる

ものとし、配当しではならない。

第4章社員 (新設)

第15条杢社国の主土畠虫、親族等の数は、社員の総 -社呈の親族等とは、次に担げる者 (新設) (新設)

数の3分の1査超えて含まれではならない。 とする。

①位員のいず在か1人

②①!こ損げる者の配偶者及び=

親等以内の親族

③①に掲げる者と婚相の届出量

していないが事実上婚坦園係と

国様の事情にある者

④①に掲げる者の使用人及び使

用人単位の者で当該f土星から受
ける金銭その他の財産によって

生計査韓控しているもの

⑤@又lま④に掲げる者の親族で

これらの者と生計をーにしてい

主主豆
筆16条本社国の3埠になろうとする者は、主土星総 (新設)

会の丞謹査得なければならないE

2 ;2kf土聞は、生土屋名霊堂備え置きj土島の裏亘があ
るごとに必要な変更を加えなければならない。

第 17条社墨は、次に掲げる理由により圭の輩格査 (新設)

主主L
m除名
m死亡
m退社
2~土星であってs社量たる聾務を履行せず本社国の

塞款に違反し又は晶位まi霊つける行盆のあった者
は、社員総会の議決を経て除名することができる。

箪18盆やむ査鍾ない理由のあるときは、社員はそ -退社について批員総会の丞謹の識 (新設) (新設)

の冒査理事是に居I士出てs退社することができる。 決を要することとしても差し支え

L主主2。



第5章社員総会 (新設)

第 19 条理事長!ま~時社畠総会堂注毎年O国.....Q -室時宇土屋総会は主収草壬算の決室 (新設) (新設)

月に開催する。 と決算の決室のため生2国以上園

催することが望ましい。

2 理事長はs盛暑が畠ると認めるときl丸いつでもヲ

臨時社員総会査招集することができるE

3 理事長!ま、総社員の5分の1以上の社員から社昼 • 5分の 1を下回る割合を塞めるこ (新設)

総会の目的である事項牽示して臨時社畠総会の招 ともできる。

集牽筒求された場含にi丸圭の請丞があった白から

20日以自に、これ査招集しなければならない2

J生社墨総会の招隼~期日の少なくとも 5 目前まで -盟基の通知は主宰款で産めた方遺 (新設)

に、その2土屋欝会の目的である事項、日時及び場置 により行三。書面のほか電子的方

輩記草し注理事長がこれに記宣した書面で社墨に通 法によることも可霊

知しなければならない。

筆20条主土畠総会の議長は主主t墨の虫から2土星総会 (新設)

において選任する。

第21!量次の事彊i主主役昆総会の接決査経なけれぽ (新設)

ならないe

(1)定款の変更

(2)基本財産の設星及び処分{担保提盤査含む。)

m毎事業年度の事業計画の決墨又は塞悪
ω)財産の車鍾又は改阜に充てるための重金の保有
額の決定及び取崩し

@将来の特産の事華の計画墨ぴ塞更並びに特定事

業準備資金の積立額の決塞及び取崩し

@収支圭算及び決算の決室又lま変車

σ)重要な資産の処分
~借入金額の最高盟塵の決意

(9)理事及び監事に対ナる報酬筆の支給の基準の決

定及び変更

(10)社員の入社及び除名

(11)本社団の解散

D12他の医療法人との含併契拍の締結

2 歪の他嚢要な事項についてもj土屋総会の機決査

経ることができる。



第22条社員総会は、総社員の過半数の出席がなけ

れぽ、その欝事を開き、決撞することができないE

2 社員総会の謹事は、法令又はこの定款に別段に定

めがある場合を除き‘出席した社員の謹決権の過半

数で決し、可否問数のときは‘謹長の決するところ

包圭盈ι
3 前項の場合において、韓長は、社員として謹決に

加わることができない。

第四条社員!玄、社員総会において各1値の謹決権

及び選挙権を有する。

第24条社員総会においては、あらかじめ通知のあ

った事項のほかは識決することができないa ただ

し、急を要する場合はこの限りではない。

2 社員総会に出席することのできない社員は、あら

かじめ通知のあった事項についてのみ書面をもっ

て謹決権及び選挙権を行使することができる。

第25条社員総会の龍決事項につき特別の利害関係

を有する社員は、当該事項につきその譜決権を行使

主主主位L

第26条社員総会の謹事については、法令で定める

ところにより、議事録を作成する。

第27条社員総会の謹事についての細則は、社員総

会で定める。

室主主役員

重2皇室本社団に、次の役員を置く。
(1)理事 6名以上O名以内

うち現事長1名

(2)監事 2名以よO名以内

童2皇室理事及び藍事は、社員総会の決議によって

」量豊L

」盤盤L

」艶麗L

」盤盤L

」盤量L

」盤藍L

室生重役員

-理事!ま6名以よ、監事Iま2名以上 i皇盟主本社団に、次の役員を置し
を置かなければならない。 I (1)理事 6名以上O名以内

ラち理事長1名

(2)監事 2名以上O名以内

霊ユ皇室理事及び監事は、社員総会にお旦-c選任す

-理事lま6名以よ、監事lま2名以上

を置かなければならないB



選任する。 る。

2 本社閣の役員を選任するにあたっては、理事は6 -役員の親簾等とは、次に掲げる者 2 本社団の役員を遺伝するにあたっては、理事は6 -役員の親族等とは、次に掲げる者

名を、監事iま2名をそれぞれ下ることがなく、かつ、 とする。 名を、監事iま2名をそれぞれ下ることがなく、かつ、 とする。

親族等の数は、役員の総数の3分の1を、他の同一 ①役員のいずれか1人 親族等の数は、役員の総数の3分の1を、他の詞一 ①役員のいずれか1人

の団体の理事等の数l玄、理事及び監事のそれぞれの ②①に掲げる者の配偶者及び三 の団体の理事等の数は、理事及び監事のそれぞれの ②①に掲げる者の配偶者及び三

数の3分の1を超えて含まればならない。なお、監 続等以内の親族 数の3分の1を超えて含まれはならない。なお、監 親等以内の親族

事については、他の役員の親族等が含まれてはなら ③①!こ掲げる者と9開国の圏出を 事については、他の役員の親族等が含まれてはなら ③①に掲げる者と婚姻の届出を

ない。 していないが事実上婚姻関係と ない。 していないが事実上婚姻関係と

問機の事情にある者 同様の事情にある者

④①に掲げる者の使用人及び使 ④①に掲げる者の使用人及び使

用人以外の者で当骸役員から受 用人以外の者で当該役員から受

ける金銭その他の財産によって ける金銭その他の財産によって

生計を維持しているもの 生百十を維持しているもの

も ⑤③又は④に掲げる者の親族で ⑤@又は$に掲げる者の親族で

これらの賓と生計をーにしてい これらの者と生計をーにしてい

るもの るもの

-他の問ーの団体の理事等とは、次 -他の問ーの団体の理事等とは、次

に掲げる者とする。 に掲げる者とする。

①他の同ーの団体(公益社団法 ①他の閑ーの団体(公益社団法

人又は公益財団法人又は医師 人又l立公益財団法人又は医師
会、医会及び学会等の医学若し 会、医会及び学会等の医学若し

くは医術又lま公衆衛生に関する くは医術又は公衆衛生に関する

学術団体であって法人格を有す 学術団体であって法人絡を有す

るもの(医師以外をその構成員 るもの(医師以外をその構成員

とするものを除<.)を除〈。以 とするものを除<.)を除〈。以

下同じ。)の理事又は使用人であ 、下同じ。)の理事又は使用人であ

る者 る者

②他の同ーの間体の理事以外の ②他の同ーの団体の理事以外の

役員(法人でない団体で代表者 役員(法人でない団体で代表者

又は管理者の定めのあるものに 又iま管還者の定めのあるものに

あっては、その代表者又は管理 あっては、その代表者又は管理

人)又は業務を執行する社員で 人)又は業務を執行する社員で

ある者 ある者

3 理事長は、理事会においてs理事の虫から選出す 3 理事長は、理事の互選によって室めるg

ゑL
4 本社団が開設(指定管理者として管理する場合を -病院、診療所又は介護老人保健施 4 本社団が開設(指定管理者として管理する場合を 圃病院、診療所又は介護老人保働包

含む。)する病院(診療所、介護老人保健施段)の 設を2以よ開設する場合におい 含む。〉する病院(診療所、介護老人保健施設)の 設を2以上開設する場合におい

管理者l志、必ず理事に加えなければならない。 て、都道府県知事 (2以よの都道 管理者は、必ず理事に加えなければならない。 て、都道府県知事位以よの都道



府県の区域において病院、診療所 府県の区域において病院、診療所

又は介護老人保健施設を開設する 又は介護老人保健施設を開設する

医療法人については主たる事務所 医療法人については主たる事務所

の所在地の都道府県知事)の認可 の所在地の都道府県知事)の認可

を受けた場合は、管理者(指定管 (以下、第33主において困じ。)

理者として管理する病院等の管理 を受けた場合は、管理者(指定管

者を除く。)の一部を理事に加えな 理者として管理する病院等の管理

いことができる。(法第 46条の5 者を除く。)の一部を理事に加えな

量豆彊参照〉 いことができる。(法蓋.SL室参照)
5 前項の理事は、管理者の職を退いたときは、理事 "理事の職への再任を妨げるもので 5 前項の理事lま、管Jl.者の職を退いたときは、理事 -理事の職への再任を妨げるもので

の職を失うものとする。 はない白 の織を失うものとする。 はない。

6 理事又は監事のうち、その定数の5分の1を超え 6 理事又は監事のうち、その定数の5分の1を超え

る者が欠けたときは、 1月以内に補充しなければな る者が欠けたときは、 1月以内に補充しなければな

らない。 らない。

重2旦垂理事長且本社団を代表し、本社団の業務に 箆11盈理事長盟企垣本社団を代表主呈L
関する一切の裁割よ又は裁判外の行為査する権毘

を有するa

2 理事長は、匡謹法人の業務を執行し、 -この報告は、現実に開催された理 2 理事長は本社聞の華務室症偲する。 (新設)

(畳~1) 3筒旦!こ1回以上、直己の職務の執行の状況 事会において行金なけれぽなら

を理事会に報告しなければならない。 ず、報告査室瞳することはできな

(飽IJ2)毎事業年度!こ4箇旦室超える閏隔でgjg!以 どL
上、自己の職瀦の執行の状況査理事会に報告しなけれ

ばならない。

3 理事長に事故があるときは、理事長があらかじめ 3 週事は、本社国の常務査処理し、理事長に事故が

定めた順位に従い、理事がその職務を行う。 あるときは、理事長があらかじめ定めた順位に従

い、理事がその職務を行う。

4 監事は、次の職務を行う。 4 監事は、次の職務を行う。

(1)本社団の業務を監査すること。 (1)本社聞の業務を監査すること。

(2)本社団の財産の状況を監査すること。 (2)本社団の財産の状況を監査すること。

(3)本社団の業務又は財産の状況について、毎会計 (3)ホ社団の業務又は財産の状況について、毎会計

年度、監査報告書を作成し、当該会計年度終了後 年度、監査報告書を作成し、当該会計年度終了後

3月以内に社員総会及び理事会に提出すること。 3月以内に社員総会又は理事に提出すること。

仰 E第1号又は第2号による監査の結果、本社団の (め第1号又は第2号による監査の結果、科土団の

業務又は財産に闘し不正の行為又は法令若しく 業務又は財産に関し不正の行為又は法令若しく

はこの定款に違反する重大な事実があることを はこの定款に違反する重大な事実があることを

発見したときは、これを00県知事、社員総会又 発見したときは、これを00県知事又は社員総会

は理事会に報告すること。 に報告すること。



(5)第4号の報告をするために必暑があるときは、 (5)第4号の報告をするために必畢があるときは、

社員総会を招集すること。 社員総会を招集すること。

何)理事が社墨総会に提出しょヨとする韓案、書 (6)本社闇の掌務又は財産の状況について、理事に

類、宝の他の重料室誼査し、法令若しくはこの窪 対して意見を述べること。

款に遺墨しs又!ま著しく不当な事項が盈ると認め

るときは、その盟査の結果量社且総会に報告する

i主L
5 監事は、本社団の淫事又は職員(本社閣の開設す 5 監事は、本社団の理事又は職員(本社団の開設す

る病院、診療所又は介護老人保健施綾(指定管理者 る病院、診療所又は介護老人保健施段(指定管現者

として管理する病院等を含む.)の管理者その他の として管坦する病院等を含む。)の管理者その他の

職員を含む。)を兼ねてはならない. 職員を含む。)を兼ねてはならない。

霊~役員の任期lまZ年とする。ただし、再任を 筆1旦垂役員の任期lま2年とする。ただし、再任を
妨げない白 妨げない。

2 補欠により就任した役員の任期I玄、前任者の残任 2 補欠により就任した役員の任期は、前任者の残任

期間とする。 期間とする。

3 役員は、第28条に窪める昼盤が忽i士た場合には、 3 役員は、任期満了後といえども、後任者が就任す

任塑の満了又は辞任により退任した後毛、新たに選 るまでは、その職務を行うものとする。

任された者が就任するまで、なお役呈としての権主j

義務を有する。

第32条役畠lま，...l土星総会の決議によって解任主る (新設)

ことができるEただし主監司区の解任の決韓!丸出産

した社星の織決権の3分の2以上の賛成がなけれ . 3分の2童上国る割合量産めるこ (新設)

ぽ、決識することができない。 ともできる。

皇2主主役員の報酬については勤務実態Iこ即して支 皇1旦皇役員の報酬については勤務実態に即して支
給することとし、役員の地位にあることのみによっ 給することとし、役員の地位にあることのみによっ

ては支給しない。 ては支給しない。

筆34条役昆の報酬筆は割に室める基移によりま給 (新段)

主盃L

第35条理事はミ次に掲げる取引査しょヨとする場 (新設)

含!こl九理事会において、宝の取引について墓要な

事実室園示し、その家認ま霊けなければならない。

ill自己又は第=者のために主る本位国の事業の部
類!と属する取引



(2)自己又は筆ー者のためにする本社盟との取引

(3)本社団がその理事の債務を保証することその他

歪の理事以赴の者との聞における本社固と歪の

理事との型j益が担反する取引

2 前項の取引をじた理事l玄、宝の取引偉s遅;宣なし

その取引についての重要な事実査理事会に報告し

なければならない。

筆36条本社団は、役昼カ匂壬務量怠ったことによる -本~を坦墨するか査かは任意。 (新設) (新設)

損害賠償重任輩、法全に規翠する額を担度として、

理事会の決韓により免除することができる。

2 本社国は、役員との慣で、任務室怠ったことによ

る損害賠償童任について、当麓役星が職務を行うに

っき董窓でかつ重大な過失がないときにs損害賠償

責任の盟室契飽を締伊することができるg ただし、

その責任の隈度額lま...Q円以上で本社盟が曇らかじ

め定めた額と法全で定める最~責任毘度額とのい

ずれか高い額とする。

第7章理事会 (新設)

第37条理事会は、すぺての理事をもって構成する。 (新設)

筆38条理事会は、この定款に別に産めるもののほ (新設)

か、次の職務を行う。

(1)本位回の業聾執行の決定

ru理事の職務の執行の監督
(3)理事長の選出及び解職

(4)重要な重度の処分及び接受けの決塞

(5)多額の借財の決定

@重要な役劃査担霊職島の選任及び解任の決室

(7)従たる事務所その他の重要な組織の設置、変更

及び廃止の決定

第39掌理事会は、理事長が招集する。この場含、 (新設)

理事長が欠けたとき又は理事長に事故があるときは、

各瑳事が理事会を招集する。

之 理事長は、必要があると認めるときは、いつでも



理事会室招集することができる。

3 理事会董構成する理事の3分の1以上から連蚤

まもって理事会の目白たる事項牽示して請求があ

ったときは、理事長は理事会査担集しなければなら

主位L
4 理事会の担畢は、盟自の1週間前までに、金理事 . ，週間童下回る期間量産めること (新設)

及ぴ査監事に対して理事会ま招集する旨の通知査 もできる。

発しなければならない。

5 前項にかか担らず、理事会l九理事及び藍事の全

ー昼の国意があるときは、招隼の手続査経ることなく

開催できる。

第40条理事会の議長は、理事長とする。 (新設)

第41垂理事は、理事会において各1個の議決権及 (新設)

び選挙権室有4る。ただしs理事会の議決事項につ

き特~の型j害圏盤査有する者iまs 当該事項につきそ
の議決権を行使できない。

第42条理事室の決議lま、謹全又はこの塞款に別盤 (新設)

に産めがある場含査陸室、韓決事項について特別の

型i害国係圭有する理事室睦〈理事の過半数が出鹿 -過半数量上国る割合査産めること (新段)

じ、宝の過半数量もって行うE もできる。

2 ilIPlの規塞にかかま2らず、第21条第1号から第

8号までに掲げる事項はs理事会において特別の到

害国盤査査する理事室陸〈理事の3分の2以上の

愛車による織決ま必要とする。

3 第1項の規定にかかわらず主理事カ唱事会の決欝 a本項量規塞するか査かは任意。 (新甑)

の目的で量る事項について提案した場合において、

圭の提案について盤却の到害闇係牽有する理事室

陸く理事会昆が書置又は種舷飽記録により目窓の

意思塞示ましたときは注理事会の決蟻があったもの

とみな主重ただし、監事が圭の提案について奥捜査

述べたときはこの限りでない。

第43条理事会の譜事については益法全で室めると (新設)

ころにより、描事録査作成するE

2 理事会に出産した理事及び監事は主前項の議事録 -署査し、又は記章担印する者査、 (新設)



に署名し、又は記名担~する。 理事会に出席した理事長及び監事

とすることも可。

第44垂理事会の議事についての細則は、理事会で (新設)

定める。

(削除) 第5:!孝社員

(削除) (自H陸) 第四条本社国の社員虫、親族等の数は、 2土畠の盤 聞社昌の親族等とは、次に彊げる者
数の3分の1査超えて含まれではならない。 とする。

① 主土星のいずれか1人

@①!こ掲げる者の配置者及び=

親等以内の親族

③①に檀げる者と婚掘の届出量

していないが事実上婚坦園盛と

固様の事情にある者

④①に掲げる者の使用人及び使

国人以外の者で当該2土星から受
lする金銭その他の財産によって

生計量維持しているもの

⑤③又は④に担げる者の親族で

これらの者と生計査ーにしてい

呈圭旦
(削除) 箪21条本主土図の社墨になろうとする者は、社員総

会の承認査鍾なければならない。

2 本社団は、主土員名簿を備え置き、主主量の変更があ

るごとに必要な変更を加えなければならない。

(削除) 第22条社畠はs次に掲げる理由によりその輩格量

主主L
(1)除名

(2)死亡

(ID退社
Ll土員であっゼ2主土員たる聾務を履行せず本社国の

定款に逮亙し又は品位査傷つける行益の盛った者

は、社員総会の龍決を経て除名することができる。

(削除) (削除) 第23条やむを得ない理由のあるときは、社員はそ -退社について社員総会の君主認の語



の置牽理事長に届け出て、その国憲章得て退社する 決を要することとしても差し支え

ことができる。 ない。

(削除) 第6章会議

(削除) 第 24童会識はs理事会及び2土星総会のZつとし、
社員総会はこれを定時総会と臨時総会に分ける。

(削除) 第 25垂理事会lまs理事長が担集し注その韓基とな

盈L
2 理事会査構成する理事の3分の1以上から連査

まもって理事会の目的たる事項ま示して鯖求があ

ったときはs理事長lま理事会査招集しなければなら

主~
3 理事会Iま、理事総数の過半数の出席がなければ、

歪の議事室園き..J裳決することができない。

(削除) 4 第 28条筆1号から筆8号までに担げる事項Iま、 -募集主士会医療法人債の総額章決定

理事会において理事総数の3分の2以上の牽数に することは、理事の過半数の議決

よる議決ま必要とし、圭の他の事項については理事 が必要であること~法第 54 条の

総数の過半数で決しs可査園盤のときi主語長の決 3第2項)

するところによる。

5 理事lまs理事会において1個の識決権及び選挙権

査宣する。ただし2理事会の議決事項につき特別の

事l害国盤査査する者i玄、当該事項につきその識決権
を行使できない旬

6 理事会に出庫することのできない理事は、あらか

じめ遇担の量った事演についてのみ書Eまもって
鵠決権及び選挙権を行使することができる。

(削除) 第26条定時総会は、毎年O回、 O月に開催する。

(削除) 第 27条理事長l九必要があると餌めるときは、い

つでも臨時盤会査担聾することができるg

L1土轟総会の譜長~キ土昌宣伝舎において選任する2

(削除) 3 理事長は、総社量の5分の1以上の社屋から会撞 陶総社昼の5分の1の劃含について

にi立措主ベき事彊査示して臨時鯵会の招集ま誼求 はsこれ査下回る童1/含査窪めるこ

された場含にはs歪の請求の量った白から 20日l益 とができる。

内に、これ牽招集しなければならない。



(削除) 筆 28条次の事項!玄、社員盤会の議決を経なければ

ならない。

(1)定款の変更

~基本財産の詮室及び処分(担保塩供を含む。]

(3)聾事塞空度の事業計画の決塞及び変更

(叫財産の虫持又は改阜に充てるための茸金の保

有額の決定及び取崩し

@控去の特宰の事蓮の置薗及び変更並びに特産

事業準備資金の積立輔の決皐及び取畠し

(6)収玄圭算墨ぴ決算の決塞

。)割金金又は撞失金の処理

(8)借入金額の最高限阜の決定

(9).理事忍び監事に対する報酬筆の支給の基準の

決定及び変更

(10)幹阜の入位及び除名

(11)本社閣の解散

@他の医療法人との合併醤的の締結

(13)その他重要な事項

(削除) 第四条 f土員都会は、盤2土員の過半数の出産がなけ
れIまsその諦事室開きミ諾決することができない。

2 主t員総会の議事lまs出産した2土阜の開決権の過半
数で決し、可否菌数のときは、議長の決するところ

による。

3 前項の場合に白いて、韓長は、主土屋として欝決に

加わることができない。

〈削除) 箪30条社員館会の招集!玄、塑回の2をなくとも5日

前までに会議の匡的である事演、日時及び場所を記

載し、理事長がこれに田章した書面で社員に通知し

なければならない。

Li土員総会においては、前項の規産によってあらか

じめ通知した事項のほか議決することができない。

ただし、急を要する場合はこの限りではないロ

I~削除) 第 31条主土星はf土星盤会において1盤の籍法権及び
選挙権査者4るgただし、社員部会の諾決事項につ



」魁陸L

重旦童定款の変更

重盟主.この定款は、社員総会の議決を経、かつ、

00県知事の龍可を得なければ変更することがで
きない。

重皇室解散及び合併

箪坐金本社団lま、次の事由によって解散するa

(1)目的たる業務の成功の不能

(2)社員総会の決議

。)社員の欠亡

(4)他の医療法人との合併

(5)破産手続開始の決定

(6)設立認可の取消し

2 本社団は、総社員の4分の3以よの賛成がなけれ

ば、前漬第2号の社員総会の決織をすることができ

ない。

3 第1項第1号又は第2号の事由により解散する

場合は、 00県知事の認可を受けなければならな
い。

箪47金本社団が解散したときは、合併及び破産手

続開始の決定による解散の場合を除き、理事がその

清算人となる。ただし、社員総会の議決によって理

事以外の者を選任することができる。

2 清算人は、社員の欠亡による事由によって本社団

き特別の利害関係を有する者は、当該事項につきそ

の韓漁権を行使できない。

2 社員総会に出席することのできない社員は、あら

かじめ通知のあった事項についてのみ書面をもっ

て謹決権及び選挙権を行使することができる。

第32条理事会の臨事についての細買IJは‘理事会で

墨金量L
2 社員総会の糧事についての細貝IJは、社員総会で定

並盈L

皇Z童定款の変更

重~盆 この定款は、社員総会の韓決を経、かつ、
00県知事の認可を得なければ変更することがで
きない。

皇皇室解散及び合併

箆2生金本社団i立、次の事自によって解散する。
(1)目的たる業務の成功の不能

(2)社員総会の決韓

(3)社員の欠亡

(ω 他の医療法人との合併

(5)破産手続開始の決定

(6)設立認可の取消し

‘2 本社聞は、総社員の4分の3以上の賛成がなけれ

ぽ、前項第2号の社員総会の決識をすることができ

ない。

3 第1項第1号又は第2号の事由l二より解散する

場合は、 00県知事の認可を受けなければならな
L、。

皇盟主本社団が解散したときは、合併及び破産手

続開始の決定による解散の場合を除き、理事がその

清算人となる.ただし、社員総会の識決によって理

事以外の者を選任することができる。

2 清算人は、社員の欠亡による事由によって本社団



が解散した場合には~OO県知事にその旨を届け出

なければならない。

3 清算人は、次の各骨に掲げる職務を行い、又、当

該職務を行うために必要な一切の行為をすること

ができる。

(1)現務の結了

(2)債権の取立て及び債務の弁済

(3)残余財産の引渡し

室並金本社団が解散した場合の残余財産lま、合併

及T.F破産手続開始の決定による解散の場合を除き、

国若しくは地方公共団体又は他の社会医療法人に

帰属させるものとする。

皇坐金本社団は、総社員の同意があるときは、 O

0県知事の認可を得て、他の社団主盈E療法人又は

財団主ゑ医療法人と合併することができる。

重工旦童雑則

霊50金本社団の公告は、
(例1)官報に掲載する方法

(例2)00新聞に掲載する方法

(例3)種平公告(ホームページ)

によって行う a

(例3の場合)

2 事故その他やむを得ない事自によって前項の電

子公告をすることができない場合は、官報(又は0
0新聞)に掲載する方法によって行う」

筆5H量 この定款の施行細則は、理事会及び社員総
会の議決を経て定める。

が解散した場合には、00県知事にその旨を届け出

なければならない。

3 清算人は、次の各号に掲げる職務を行い、又、当

該職務を行うために必要な一切の行為をすること

ができるロ

(1)現務の結了

(2)債権の取立て及び債務の弁済

(3)残余財産の引渡し

室li金本社聞が解散した場合の残余財産は、合併
及び破産手続開始の決定による解散の場合を除き、

国若しくは地方公共団体又は他の社会医療法人に

帰属させるものとする。

皇II皇本社聞は、総社員の同意があるときは、 O
0県知事の認可を得て、他の社団医療法人又は財団

医療法人と合併することができる。

霊旦童雑則

蓋~本社団の公告l玄、官報(及び00新聞) Iこ

よって行う。

室2皇室 この定款の施行細則は、理事会及び社員総
会の韻決を経て定める。



0社会医療法人の寄鮒行為例 (r社会医療法人の認定についてJ(平成20年医政発第0331008号)別添4)の一部改正

改正

社会医療法人の寄附行為例

社会医療法人00会寄附行為

第1章名称、及び事務所

第1条本財団は、社会医療法人00会と称する。

後

傭考

改正

社会医療法人の寄附行為倒

社会医療法人00会寄附行為

第1章名称及び事務所

-医療法人00会から社会医療法人|第1条本財団は、社会医療法人00会と称する。

00会への名称の変更について

は、畳記事項の変更の畳記(組合

等登記令(昭和39年政令第四号)

第6条参照)及び畳記事項変更登

記完了の届出(医療法施行令(昭

和23年政令第326号)第5条の12

参照)が必要であること。

第2条本財団は、事務所を00県00郡(市)00 I・事務所iごついては、複数の事務所|第2条本財団は、事務所を00県00郡(市)00 
町(村)00番地に置し | を有する場合は、すベてこれを記| 町(村)00番地に置く。

第2章目的及t庫業

第3条本財団は、病院(診療所、介謹老人保健施設)

を経営し、科学的でかつ適正な医療(及t居型連藍章
巨盟主主看護、医学的管理下の介鍾及び必要な涯療

等)を普及することを目的とする。

第4条本財団の開置する病院(診療所、介撞老人保

健施設)の名称及び開設場所は、次のとおりtする。
(1) 00病院 00県00郡(市)OOIBT (村)

(2) 00惨療所 00県00郡(市)00町(村)

ω00圏 00県00郡(市)OOIBT (村)

2 本財団が00市(町、村):から指定管現者として

指定を受けて管理する病院(診療所、介接老人保健

載し、かつ、主たる事務所を定め

ることE

-病院、診療所又は介護老人保健縄

設のうち、開設する施設を掲げる。

(以下、第4条第1項及び第2項、

第5粂並びに第27条第4項におい

て同じ。)

-本項には、地方自治法(昭和22年

法律第67号)に基づいて行う指定

第Z章目的及t庫業

第3条本財団は、病院(診療所、介穫老人保健施設)

を経営し、科学的でかつ適正な医療(及び霊童ニ皇

傷等により寝たきりの状態等にある老人に対し、看

襲、医学的管理下の介護及び必要な霞療等3を普及
することを目的とする固

ι第4条本財団の開設する病院(診療所、介護老人保

値施設)の名称及び開設場所は、次のとおりとする。

(1) 00病院、 00県00君s(市)00町(村)

(2) 00診療所 00県00君s(市)00町(村)

(3). 00園 00県00郡(市)00町(村)

2 本財団が00市(町、村)から指定管理者として

指定を受けて管現する病院(診療所、介護老人保健

(別添7)

(下線の部分は改正部分)

前

備考

-医療法人00会から社会医療法人

00会への名称の変更について

は、畳記事墳の変吏の壁記(組合

等登記令(昭和39年政令第29号)

第6条参照)及び畳記事項変更登

記完了の届出(医療法施行令(昭

和 23年政令第 326号)第5条の

12参照)が必要であること。

・事務所については、複数の事務所

を有する場合は、すべてこれを記

載し、かっ、主たる事務所を定め

ることa

-病院、診療所又は介麗老人保健施

段のうち、開設する施段を掲げる。

(以下、第4条第1項及び第2項、

第5条並びに第 16条第4項にお

いて同じ。)

-本項には、地方自治法(昭和22年

法律第67号)に基づいて行う指定



施設)の名称及び開設場所は、次のとおりとする。 管理者として管理する病院(診療 施設)の名称及び開設場所は、次のとおりとする。 管理者として管理する病院(診療

(1) 00病院 00県00郡(市)00町(村) 所、介護老人保健施設)の名称及 (1) 00病院 00県00署u(市)001llT (村) 所、介護老人保健施設)の名称及

(2) 00診療所 00県00君u(市)OOIllT (村) ぴ開設場所を掲げる。行わない場 (2) 00診療所 00県00君u(市)00町(村) び開設場所を掲げる。行わない場

(3) 00圏 00県00郡(市)00町(村) 合には、掲げる必要はない。(以下、 (3) 00圏 00県00郡(市)00町(村) 合には、掲げる必要はない。(以下、

第27差箪4項及び筆28条第5彊 第 16条筆4項及び第17条第5項

において同じ。) において同じ。)

3 本財団が00県知事から社会医療法人として器 -本項にl玄、震保法(昭和23年法律 3 本財団が00県知事から社会医療法人として甑 -本項には、医療法(昭和23年法律

定を受けて実施する救急医療等確保事業に係る業 第205号。以下「法jという。)第 定を受けて実施する救急医療等確保事業に係る業 第205号。以下「法JというJ第

務及び病院(診療所)の名称は、次のとおりとする。 42条の2第1項第4号の規定に基 務及び病院(謄療所)の名称は、次のとおりとする。 42条の2第1項第4号の規定に基

(1) 00県医療計画に記載された救急医療(00病 づいて行う救急医療等確保事業に (1) 00県医療計画に記載された救急医療 (00病 づいて行う救急医療等確保事業に

院) 係る業務及び法第42条の2第1項 院) 係る業務及び法第 42条の2第1

(2) 00県医療計蘭に記載された災害医療(00病 第5号の基準に適合する病院又は (2) 00県医療計画に記載された災害医療 (00病 項第5号の基準に適合する病院又

院) 診療所を掲げる。 院) は診療所を掲げる。

(3) 00県医療計画に記載されたへき地医療(00 -当該医療法人が開設する病院又は (3) 00県医療計画に記載されたへき地医療 (00 -当該医標法人が開設する病院又は

診療所) 診療所のうち、 1以上 (2以よの 診療所) 診療所のうち、 1以上 (2以上の

何.)00県医療計画lこ記載されたj司麗期医療(00 都道府県の区域において病院又は (の 00県医療計画に記載された周産期医療 (00 都道府県の区域において病院又は

病院) 診療所を開設する医療法人にあっ 病院) 診療所を開設する医療法人にあっ

(5) 00県医療計閣に記載された小児救急医療(0 ては、虚血L それぞれの都道府県 (5) 00県医療計画に記載された小児救急医療 (0 ては、それぞれの都道府県で1以

0病院) で1以よ)のものが、法第42条の 0病院) よ)のものが、法第42条のZ第1

2第1項第5号の基準に適合して 項第5号の基準に適合しているこ

いることが必要であること。 とが必要であること。

第5条本財団lま、前条に掲げる病院(診療所、介護 -本条には、法第42条各号の規定に 第5条本財団は、前条に掲げる病院(診療所、介謹 -本条には、法第42条各号の規定に

老人保健施設)を経営するほか、次の業務を行う。 基づいて行う附帯業務を掲げる。 老人保健施設)を経営するほか、次の業務を行う。 基づいて行う附帯業務を掲げる。

00看護師養成所の経嘗 行わない場合には、掲げる必要は 00看護師養成所の経営 行わ間合臥掲げる必要は

ない。 ない。

第6条本財団は、前2条に掲げる業務のほか、次の 個本条には、法第42条の2第1項の 第6条本財団l志、前Z条に掲げる業務のほか、次の -本条には、法第42条の2第1項の|

収益業務を行う。 規定に基づいて行う収益業務を掲 収益業務を行う。 規定に基づいて行う収益業務を掲

(1)駐車場業 げる。行わない場合には、掲げる (1)駐車場業 げる。行わない場合には、掲げる

(2)料理晶小売業 必要はない。 (2)料理品小売業 必要はない。

第3章資産及び会計 第3章資産及び会計

第7条本財団の資産は次のとおりとする。 第7条本財団の資産は次のとおりとするロ

(1)設立当時の財産 (1)段立当時の財産

(2)設立後寄附された金品 (2)設立後寄附された金品

(削除) ~翻重の謹産から生ずる墨墨

旦L事業に伴う収入 (4)事業に伴う収入

(4)その他の収入 (5)その他の収入



.2 本財団の設立当時の財産目録iま、主たる事務所に 2 本財団の設立当時の財産目録は、主たる事務所に

おいて備え置くものとするa おいて備え置くものとする'.

第8粂本財団の資産のうち、次に掲げる財産を基本 -不動産、運嘗基金等重要な資産は、 第8条本財団の資産のうち、次に掲げる財産を基本 -不動産、運嘗基金等重要な資産は、

財産とする。 基本財産とすることが望ましい。 財産とする。 基本財産とすることが望ましい。

(1)前条第1項第1号の財産中の不動産及び金O (1)前条第1項第1号の財産中の不動産及び金O
0万円 0万円
ω基本財産に編入すべきものとして指定された (2)基本財産に編入すべきものとして指定された
寄附金品 寄附金品
(削除) (3)前2号に掲げる財産がら生ずる果寒

2 基本財産は処分し、又は担保に供してはならな 2 基本財産は処分し、又は揺保に供してはならな

い。ただし、特別の理由のある場合には、理事会及 い。ただし、特別の理由のある場合には、理事会及

ぴ評様員会の議決を経て、処分し、又は担保に供す ぴE平韻員会の様決を経て、処分し、又は担保に供す
ることができる。 ることカtできるa

第9条本財団の資産は、理事会で定めた方法にょっ 第9条本財団の資産は、理事会の鵠決を経て定めた

て、理事長が管理する。 方法によって、理事長が管湿する。

2 前項の資産のうち、財産の取得又は改良に充てる -財産の取得又は改良に充てるため 2 前項の資産のうち、財産の取得又は改良に充てる -財産の取得又は改良に充てるため

ための資金及び次に掲げる将来の特定の事業の実 の資金及び特定事業準備資金は、 ための資金及び次に掲げる将来の特定の事業の実 の資金及び特定事業準備資金は、

施のために特別に支出する費用に係る支出に充て 他の資金と明確に区分して経理さ 施のために特別に支出する費用に係る支出に充て 他の資金と明確に区分して経理さ

るために保有する特定事業準備資金については、他 れていること。 るために保有する特定事業準備資金については、他 れていること。

の資金と明確に区分して管理するものとする。 -特定事業準備資金を保有しない場 の資金と明確に区分じて管理するものとする。 -特定事業準備資金を保有しない場

(1) 00病院の病床の増床(平成00年謝極予定) 合については、 r2 前項の資産の (1) 00病院の病床の増床(平成00年期極予知 合については、 r2 前項の資産の

(幻診療所の新規開設(平成00年実施予定) うち、財産の取得又は改良に充て (2)静療所の新規開設(平成00年実施予定) うち、財産の取得又は改良に充て

(3)訪問看様ステーションの新規開設(平成00年 るための資金については、他の資 (3)訪問看援ステーションの新規開設(平成00年' るための資金については、他の資
関包予定) 金と明確に区分して管理するもの 実施予定) 金と明確に区分して管理するもの

3 前項の資金は、当該資金の目的である支出に充て とする.J、r3 前項の資金は、当 3 前項の資金は、当該資金の目的である支出に充て とする。」、 r3 前項の資金は、当

る場合を除き、取り崩すことができない。ただし、 該資金の目的である支出に充てる る場合を除き、取り崩すことができない。ただし、 骸資金の目的である支出に充てる

当該資金の目的である財産を取待せず、若しくは改 場合を除き、取り崩すことができ 当該資金の目的である財産を取得せず、若しくは改 渇合を除き、取り崩すことができ

良しない場合又は事業を行わない場合にあっては、 ない。ただし、当践資金の目的で 良しない場合又は事業を行わない場合にあってl求、 ない。ただし、当該資金の目的で

糧事会及び評譜員会の膿決を経て、取り織すものと ある財産を取得せず、又は改良し 理事会及び評融員会の識決を経て、取り腐すものと ある財産を取得せず、又は改良し

する。 ない場合にあっては、理事会及び する。 ない場合にあっては、理事会及び

-評議員会の議決を経て、取り織す 評措員会の躍決を経て、取り崩す

ものとする。Jとするι ものとする。Jとする。

第10条資産のうち現金は、医業経営の実施のため 第 10条資産のうち現金は、確実な銀行又は信託会
確実な銀行又は信託会社に預け入れ若じくは儒託 < 社に預け入れ若しくは信託し、又iま国公債若1.:.(は

し、又は国公債若しくは確実な有価証券i二換え保管 ，確実な有価証券に換え保管するものとする。

するものとする。



第11条本財団の収支予算は、毎会計年度開始前に 第 11条本財団の収支予算は、毎会計年度開始前に

理事会及び評諾員会の議決を経て定める。 理事会及び評議員会の議決を経て定める。

第 12条本財団の会計年度は、毎年4月1日に始ま -任意に1年間を定めても差し支え 第 12条本財団の会計年度は、毎年4月1日に始ま -任意に1年開を定めても差し支え

り翌年3月31臼に終る。 ない。(法第53条参照) り翌年3月31日に終る。 ない。(法第53条参照)

第13粂本財団の決算については、事業報告書、財 • j去第54条のZ第1項に規定する社 第 13条本財団の決算については、毎会計年度終了 -法第54条の2第1項に規定する社

産自録、貸借対照表、損益計算書及び社会匿療法人 会医療法人債を発行した医療法人 後2月以内!こ、事業報告書、財産目録、貸借対照表、 会医療法人債を発行した医療法人

の要件に該当する旨を説明する書類(以下「事業報 (以下「社会医療法人債発行法人」 損益計算書及び社会医療法人の要件に該当する旨 (以下「社会医療法人債発行法人J

告書等Jという。)を作成し、監事の監査、理事会 という。)については、 r事業報告 を説明する書類(以下「事業報告書等Jという。) という。)については、『事業報告

の丞盟及び評議星会の承習量受けなければならな 書、財産自録、貸借対照表、損益 を作成しなければならない。 書、財産目録、貸借対照表、損益

L、。 計算書、純資産変動計算書、キャ 計算書、純資産変動計算書、キャ

ッシュ・フロー計算書、附属明細 ッシュ・フロー計算書、附属明細

表及び社会医療法人の要件に該当 表及び社会医療法人の要件に該当

する旨を説明する書類(以下「事 する旨を説明する書類(以下「事

業報告書等Jという。)Jとする。 業報告書等」という。)Jとする。

2 本財団は、事業報告書等、監事の監査報告書及び -社会医療法人債発行法人について 2 本財団は、事業報告書等、監事の監査報告書及び -社会医療法人債発行法人について

本財団の寄附行為を事務所に備えて置き、請求があ は、「事業報告書等、監事の監査報 本財団の寄附行為を事務所に備えて置き、請求があ は、「事業報告書等、監事の監査報

った場合には、正当な理由がある場合を除いて、こ 告書、公認会計士又は監査法人の った場合には、正当な理鹿がある場合を除いて、こ 告書、公認会計士又は監査法人の

れを閲覧に供しなければならない。 監査報告書及び本財団の寄附行 れを関覧に供しなければならない。 監査報告書及び本財団の寄附行

為Jとする。 為」とする。

3 本財団は、毎舗十年度終了後3月以内に、事業報 -社会医療法人債発行法人について 3 本財団は、毎会計年度終了後3月以内に、事業報 -社会医療法人債発行法人について

告書等及び監事の監査報告書を00県知事に届け は、「事業報告書等、監事の監査報 告書等及び監事の監査報告書を00県知事に届け は、「事業報告書等、監事の監査報

出なければならない。 告書及び公認会計士又は監査法人 出なければならない。 告書及び公認会計士又は監査法人

の監査報告書」とする。 の監査報告書」とする。

• 2以上の都道府県の区域において • 2以上の都道府県の区域において

病院、診療所又は介護老人保健施 病院、診療所又は介護老人保健施

設を開設する医療法人について 殴を開設する医療法人について

l式、主たる事務所の所在地の都道 は、主たる事務所の所在地の都道

府県知事に届け出るものとする。 府県知事に届け出るものとする。

第 14条決算の結果、剰余金を生じたとしても、配 第 14条決算の結果、剰余金を生じたときは、理事

当しではならない。 会及び評謹轟金の議決査経て主その全部又は一部室

基本財産に繰り入れ、又は積立金として積み立てる

ものとし、酒己主当してはならない。

第4章評議員 (新設)



箪 15 金本財固に~平識墨0蚤以上O壷以内室置く。 -評議墨は理事の室監査超える盤と (新設)

する。ただし、都道府畢知事の謹

可童塁け理事が1人又は2人の揖

合にあっては、 3人以上とする。

第16条評議且は、次に掲げる者から理事会におい (新設)

て選任した者につき2理事長が蓋嘱主る固

ill屡盟主歯科医師、薬剤師s看融市圭の他の医療
盤霊童

rn病院、笹療置忍は介護老人保健施患の経輩に菌
して識見を有する者

(3)医療を受ける者

~杢財聞の評捧呈として特に必要と認められる

重
2 評議皇室選任するに畠たってはs評韓畠の盤が浬 -評謹員の親族筆とは、次!こ盟げる (新設)

事の定数の菌数以下となることがなく、かつs親族 者とする。

等の数カts評E差是の総数の3分の1圭超えて含まれ ①評識星のいずれか1人

ではならない。 ②⑦に掲!tる者の~置者及び=

親等以内の親族

③①に掲!t盈者と婚姻の厘出査

していないが事実上増掴圏係と

同様の事情にある者

④①に掲!.tる者の使用人及び使

用人以外の者で当麓評議昆から

受ける金銭その他の財産によっ

. て生計ま維持しているもの

⑤③又!ま④に掲げる者の親族で

これらの者と生計章一にしてい

盈主(J)

3 聾諸星Iま主役亘又は職墨査兼ねることはできな

~ 

第5章評識員会 (新設)

第17条理事長はミ定堕評議皐会査s毎年O国主 O (新設)

月に開催する。ー

2 理事長l九必要が量ると留めるときI丸いつでも ， 

臨時評議量会査担集することができるa

3 理事長iま主総評議員の5分の1以上の評議員から • 5分の 1の割合については、これ (新設]



評議員会の目的である事項査示して評議星会の招 査下国る割合萱星めることができ

塞査費求された彊合には、その請求があった日から 盈L
20日以内に、これ査担隼しなければならない。

..1. 畳語星会の置集lまs期日の少なくとも5目前まで 掴担集の通知i玄、寄阻行為で定めた
r::、その評議員会の目的である事項、日睦及び場置 方法!こより行至。書面のほか軍子

を記載し、理事長がこれに盟査した書面で評議星に 的方法によることも可。

通知しなければならない。

第 18盆評語畠会の謹長は、評議畠の互選によって (新設)

定める固

筆 19条次の事項はs評謹星会の議決量経なければ (新設)

ならない。

(1)寄附行為の変更

m基本財産の設定及び処分(担保提供量含む。)
。)毎事塞差度の事類十臨の決宰又は変豆

ω)財産の聖得又lま改皐に充てるための重金の保

有額の決定及び取崩し

(!i)将来の特室の事輩の計画及び変更並びに特室

事業準備資金の積立額の決塞及t服圏し

(6)収支圭算及び決算の決翠又lま変更

(1)重要な資産の処分

(8)借入金額の最高醒塵の決定

00理事及び監事並びに評議皐に対する報酬等の
支給の基準の決定及び変更

(10)本財団の解散

(11)他の匡嘩法人との含併契約の締伊

~ その他重要な事項についても、評韓員会の議決を
経ることができる。

筆20条評語員会は、総評識員の過半数の出産がな (新設)

ければ、その議事査聞きs決諾することができない。

2 評語員会の諾事は、法令又はこの寄附行為に別段

の定めがある場合を陸きs出席した評議墨の識決権

の過半数で決し、可菅直数のときは2語長の決する

ところによる。

3 前項の場合において主麓長はs評蕗員として議決

に加わることができない。



第21条評議昼は、評援員会において1個の識決権 (新設)

及t舟墨挙権を有する。

第 22条評議星会においては注量らかじめ通知の島 (新設)

った事項のほかは議決することができないgただ

し、急を要する場合はこの限りではない。

第23粂評議星会の議決事項につき特別の到壷園係 (新設)

査有する静穏皐は主当該事項につき支の韓決権室行

使できない。

第 24 条評議昆会の館事について~j去令で塞める (新設)

ところによりs議事録ま作成する。

第 25条評議量全の議事についての細則lまs餌鵠員 (新設)

会で定める。

室主主役員 豊丘重役員及び評議員

， 

箪26金本財団に、次の役員及び評議員を置く。 同理事lま6名以上、監事/;j;2名以上、 箪盟主本財団に、次の役員及び評議員を置く。 -理事lま6名以上、監事Iま2名以よ、
(1)理事 6名以上O名以内 評議員は理事の定数を超える数を (1)理事 6名以上O名以内 評揖員iま理事の定数を超える数を

うち理事長1名 置かなければならないa うち理事長1名 置かなければならない。

(2)監事 2名以よO名以内 ω監事 2名以よO名以内
(削除) (3)静議員 0名以よO名以内

室主主理事及び監事は、評躍員会の決識によって 皇li皇理事及び監事は、評議員会において選任す
退任する。 る。

z 本財団の役員を選任ずるにあたっては、理事/;j;6 -役員の親族等とは、次に掲げる者 2 本財団の役員を選任するにあたっては、選事は6 同役員の親族等とは、次に掲げる者
名を、監事lま2名をそれぞれ下ることがなく、かつ、 とするa 名を、監事!ま2名をそれぞれ下ることがなく、かつ、 とする。

親族等の数は、役員の総数の3分の1を、他の同一 ①役員のいずれか1人 親族等の数は、役員の総数の3分の1を、他の同一 ①役員のいずれか1人

の団体の理事等の数は、理事及び監事のそれぞれの ②①に掲げる者の記偶者及び三 の団体の理事等の数l立、理事及び監事のそれぞれの ②①に掲げる者の配偶者及び三

数の3分の1を超えて含まればならない.なお、m 親等以内の親族 数の3分の1を起えて含まれはならない。なお、監 親等以内の親族

事については、他の役員の親族等が含まれてはなら ③①に掲げる者と婚姻の届出を 事については、他の役員の親族等が含まれではなら ι ③①に掲げる者と婚姻の届出を

ない。 していないが事実上婚姻関係と ない。 していないが事実上婚姻関係と

間様の事情にある者 間様の事情にある者

④①に掲げる者の使用人及び使 ④①に掲げる者の使用人及び使

用人以外の者で当該役員から受 用人以外の者で当該役員から受



lナる金銭その他の財産によって ける金銭その他の財産によって

集計を維持しているもの 生計を維持しているもの

⑤③又は④に掲げる者の続族で ⑤③又出~に掲げる者の親族で

これらの者と生計をーにしてい これらの者と生計をーにしてい

るもの るもの

-他の潤ーの団体の理事等とは、次 -他の同ーの団体の寝事等とは、次

に掲げる者とする。 に掲げる者とする。

①他の問ーの団体〈公益社団法 ①他の同ーの団体〔公益社団法

人又は公益財団法人又は医師 人又は公益財団法人又は医師

会、医会及び学会等の医学若し 会、医会及び学会等の医学若し

くは医術又は公衆衛生に関する くは医術又は公衆衛生に関する

学術団体であって法人格を有す 学術団体であって法人格を有す

るもの(医師以外をその構成員 るもの(医師以外をその構成員

とするものを除く。)を除く飽以 とするものを除く。)を除〈ロ以

下同じ。)の理事又は使用人であ 下同じ。)の理事又は使用人であ

る者 る者

②他の同ーの団体の理事以外の ②他の同ーの団体の理事以外の

役員(法人でない団体で代表者 役員(法人でない団体で代表者

又は管理者の定めのあるものに 又は管理者の定めのあるものに

あっては、その代表者又は管理 あっては、その代表者又は管理

人)又は業務を執行する社員で 人)又は業務を執行する社員で

ある者 ある者

3 理事長は、理事会においてs理事の虫から選出す 3 理事長!玄、理事の芳選によって室める。

盈L
4 本財団が開設(指定管理者として管理する場合を -病院、診療所又は介護老人保健施 4 本財団が開設(指定管理者として管理する場合を 闘病院、惨療所又は介護老人保健施

含む.)する病院(診療所、介護老人保健施設)の 設を 2以よ開設する場合におい 含む。)する病院(診療所、介撞老人保健施設}の 設を2以よ開設する場合におい

管理者!ま、必ず理事に加えなければならない。 て、都道府県知事 (2以よの都道 管理者は、必ず理事に加えなければならない。 て、都道府県知事倍以上の都道

府県の区域において病院、診療所 府県の区域において病院、診療所

又は介麓老人保健施設を開設する 又は介謹老人保健施設を開設する

医療法人については主たる事務所 医療法人については主たる事務所

の所在地の都道府県知事)の認可 の所在地の都道府県知事)の認可

を受けた場合は、管理者(指定管 【以下、第28条において問じ。)

理者として管理する病院等の菅理 を受けた場合は、管理者(指定管

者を除く。)の一部を理事に加えな 理者として管理する病院等の管理

いことができる。(法第 46条の5 者を除<.)の一部を理事に加えな

室主盟参照) いことができる。(法室主Z室参照)

5 前項の理事は、管理者の職を退いたときは、理事 園理事の職への再任を妨げるもので 5 前項の理事は、管理者の職を退いたときは、理事 -理事の職への再怪を妨げるもので

の職を失うものとする。 はない。 の職を失うものとする。 はない。



6 理事又は監事のうち、その定数の5分の1を超え 6 理事又は監事のうち、その定数の5分の1を超え

る者が欠けたときは、 1月以内に補充しなければな る者が欠けたときは、 1月以内に補充しなければな

らない。 らない。

箆盟主連事長l主本財団を代表し、本財団の業務に 皇11監理事長のみが本財団を代表する。
圏する一切の裁判よ又は裁判外の行為宣する権盟

を有する。

2 理事長Iま2 医療法人の塞務室執行し、 z 理事長は本財団の業務を総理する。
慣れ)3箇旦!こ1堕陸上s自己の職務の執行の状況

量理事会に報告しなければならない。

(卸2)毎事準年度lこ4箪旦ま超える闇箇で2国以

上、自己の職務の執符の状湿ま理事会に報告しなけ

ればならない。

3 理事長に事故があるときは、理事長があらかじめ 3 理事lまs本財国の輩務量処理し、理事長に事故が

定めたj順位に従い、理事がその職務を行う。 あるときは、理事長があらかじめ定めたl順位に従
い、理事がその職務を行う。

4 監事は、次の職務を行う。 4 監事は、次の職務を行う。

(1)本財団の業務を監査すること。 (1)本財団の業務を監査すること。

(2)本財団の財産の状況を監査する乙と。 (2)本財団の財産の状況を監査すること。

(3)本財団の業務又は財産の状況について、毎会計 . (3)本財団の業務又は財産の状況について、毎会計

年度、監査報告書を作成し、当該会計年度終了後 年度、監査報告書を作成し、当該会計年度終了後

3月以内に評議員会及び理事会理事に提出する 3月以内に韮聾に提出すること。

こと。

(の第1号又は第2号による監査の結果、本財団の (4)第1号又は第2号による監査の結果、本財団の

業務又l家財産に闘し不正の行為又は法令若し〈 業務又は財産に闘し不正の行為又は法令若しく

はこの寄附行為に違反する重大な事実があるこ はこの寄附行為に違反する重大な事実があるこ

とを発見したときは、これを00県知事、評語員 とを発見したときは、これを00県知事又は野韓
会又は理事会に報告すること。 量全に報告すること。

(5)第4号の報告をするために必要があるときは、 (5)第4号の報告をするために必要があるときは、

理事長に対して評措員会の招集を請求すること。 理事長に対して評議員会の招集を請求すること。

(6)理事が評議星会に提出しよ宣とする様塞s書 (6)本財国の華務又は財産の状況についてs理事に

類2圭の他の室料室盟査し2法令若しくはこの寄 対して意見を述べること。

附行為に違亙しs又は蓋し〈不当な事項が畠ると

認めるときは2その盟査の結墨壷評議墨金に報告

すること。

5 監事は、本財団の理事、評鵠員又は職員(本財団 5 監事は、本財団の理事、静韓員又は職員(本財団

の開設する病院、診療所又は介護老人保健施設(指 の開設する病院、診療所又は介護老人保健施設(指

定管理者として管理する病院等を含む。)の管理者 定管理者として管理する病院等を含む。)の管理者



その他の職員を含む。)を兼ねてはならない。 その他の職員を含む。)を兼ねてはならない。

(削除) 筆18垂註識員は、次に撞げる者から理事会におい

て推薦した者につき、理事長が嚢哩する。

(1)医師ミ歯科医師、薬剤師主看護盟主の他の医療

盤蔓萱
~病院主診療班又は企護老人保健施設の経嘗に園
して識見を有する者

(3)医療を受ける者

(の本財国の評語員として特に必要と認められる者

(削除) 2 評譜畠査選任するにあたっては、評議員の数が理 -置議員の親族等とはs次に彊げる

事の定数の国数以下となることがなく、かっs親族 者とするa

等の数が、置欝墨の総数の3分の1を超えて含まれ ①評議員のいずれか1人

てはならない。 ②①に掲げる者の国偶者及び=

3 聾議員I立、役亘を兼ねることはできない。 親等以内の親族
-・

③①に掲げる者と婚掴の届出を

していないが事実上婚掴園係と

国様の事壇にある者

④①に撞!tる者の使圏人及び使

用人以外の者で当骸評欝畠から

受ける金銭その他の財産によっ

て生註を維持しているもの

@⑤又は④に掲げる者の親族で

これらの者と生計量ーにしてい|

るもの

重2主主役員の任期iま2年とし、ただし、再任を妨 室1皇室役員の任期lま2年とし、評語員の任期lま4
げない。 年とする。ただし、再任を妨げない。

2 補欠により就任した役員の任期は、前任者の残任 2 補欠により就任した役員又は評議員の任期l玄、前

期間とする. 任者の残任期間とする。

3 役員は、第26条に塞める皐数が欠けた場合には、 3 役員又は評韻島は、任期満了後といえども、盆任

盤員の任掴又lま辞任により退量した鐙も、新た1::選 者が就任するまでは、その職務室行うものとする。

任された者が就任するまでsなお役墨としての権割

義務を有する。

l 第3旧条役昌治九次mいずれ削ご該当するときは、 (新設)

評議員会の決識によって解任することができる。た

だし、監事の解佳の決韓は、出席した聾議畠の諦決

権の3分の2以上の賛成がなければ決龍すること • 3分の2を上回る割合を定めるこ (新設)



ができない。 ともできる。

(1) 職務上の義務に遣反し、又は職務室皐ったと

宣L

(2) 心主の故障のため、職務の執行にま障があり、

又はこれに堪えないとき。

箪11Js役員の報酬については勤務実態に即して支 箪1Q.皇役員又lま評議員の報酬については勤務実態

給することとし、役員又は評語員の地位にある己と に即して支給する己ととし、役員又は評議員の地位

のみによっては支給しない。 にあることのみによっては支給しない。

筆32条役昼の聾酬等はs別に皐める基準により支 (新段)

給する。

第33条理事はs次に掲!iるm.!査しょ宣と主る場 (新設)

含には、理事会において、その取引について重要な

事実ま圏示しs支の承認童受けなければ主らない。

m自己又は第=者のためにする本財団の事業の盤
類に属する取引

{2)自己又は第=者のためにする本財国とのm.!

rn本財盟がまの理事の債務童保証すること宝の他
圭の理事以外の者との固における本財国とその

理華との到畿が掴草する取引

2 前項の車引ました理事lまs圭の取引量三選J置なく、

その取引についての重要な車実童理事会に報告し

なければならない。

、
第34条本財国は、役畠が任務室皐ったことによる . ;;転皇室規塞するか査かは任意E (新設) (新段)

損害賠償重任査、法全に規定する額査盟塵として、

理事会の決議により免除することができる固

2 本獄図は、役昼との固で、任務室怠ったことによ
、

る損害賠償宣伝についてs当該役畠が職務室行うに

っき善意でかつ重大な過失がないときに2撞害賠償

責任の限室翠約室締結することができるaただし、

圭の責任の醒度額は主0目以上で本財国があらかじ

め定めた額と法全で定める最低責任盟度額とのい

ずれか高い額とする。.

第7章理事会 (新段)



第35条理事会Iま、すべての理事をもって構成する。 (新設)

第36条理事会は、この寄附行為に別に定めるもの (新設)

のほか、次の職務を行う。

(1)本財団の業務執行の決墨

(2)糧事の職務の執行の監督

(3)理事長の選出及び解職

(4)重要な資産の処分及び麓受けの決定

(5)多額の借財の決定

(6)重要な役喜IJ査担ヨ職昌の選i壬及ぴ解任の決定
(7)従たる事務所その他の重要な豊島織の設置、変更

及び廃止の決定

第37垂理事会は、理事長が盟集する。理事量が欠 (新設)

けたとき又は理事長に事故が藍るときは、各理事が

理事会を招集する。

2 理事長は、必要が畠ると認めるときは、いつでも

理事会堂担集することができる。

3 理事会室構成する理事の3分の1以上から遥蚤

をもって理事会の目的たる事項査示して請求があ

ったときは2議事長が理事会査盟集しなければなら

皇位L
4 理事会の盟塞は、期日の1週割前までに、各理事 圃 1週開査下回る期間査室めること (新設)

及び各監事に対して理事会堂盟集する置の通知査 もできる。

発しなければならない。

5 前項にかか色らず、理事会lまs理事及び監事の全

昌の同意があるときは、招集の手続査経ることなく

開催できる。

l第38条理事会の議長は、理事長とする。 (新設)

筆39条理事は、理事会において査111の韓決権及 (新設)

ぴ選挙権室有する。ただし2理事会の議決事項につ

き特別の利害関係牽有する者は、当該当事項につきそ

の議決権を行使できない。

第40条理事会の決議は、法令又はこの寄附行為に (新設)



w盤の室めがある場含ま睦き主韓決事項について特
別の割害国係査宣する理事ま陸〈理事の過半盤が -過半数量上回る割合査室めること (新設)

出産し、その過半監査も9て符2R もできる。

2 前項の規定にかか台らず、第19条箪T号から第

8号までに掲げる事項l九理事会に鐙いて特別の型l
害園係圭査する理事牽陸〈理事の3分の2以上の

多数による譜決ま必要とするs

3 第1項の規墨にかかわらず=理事カ唱事会の決識 -本項量規定するか否かは任意。 (新設)
の目的である事項について提案した場合において、

歪の提塞について特別の到害盟盤童有する理事室

陸〈理事会畠が書直又は璽磁曲記録により国意の

意墨塞示室したときは、理事会の決識が藍ったもの

とみなす。ただし、監事が圭の提案について異議牽

述べたときはこの限りでない。

第41条理事会の譜事については=法全で定めると (新設)

ころにより、議事録量作成するE

2 理事会に出産した理事墨ぴ監事はs前項の議事鍾 -署蚤し、又は盟主盟~主る者査詮 (新設)

に署査し、又は記蚤控回するE 理事会に出席した理事長及び監事

とすることも可。

第42条理事会の搭事についての細割はs理事会で (新設)

定める。

(削除) 第5章会鵠

(削除) 第21条会議は、理事会及び評韓員会の2っとする。

(商1)除) 第22条理事会は、理事長が詔隼し注その韓長とな
ゑL
2 理事会圭構成する理事の3分の1以よから連主

まもって理事会の目的たる事項査示して筒求が藍

ったとき1九理事長は糧事会室盟隼しなければなら

皇位L
3 理事会Iまs理事総数の過半数の出席がなければs

その譜事室聞き詮譜iきすることができ怠いg
(削除) 4 第24垂第1号から第8号までに掲げる事項はs -募集社会医療法人債の総額牽決星

理事会において理事総数の3分の2以上の愛数に することは、寝事の過半数の謹遺

よるE益法査必要とし、その他の事項については理事 が必要であること。(法第54条の



総数の過半数で決し、可否国盤のときはョ韻長の決 3第2項)

するところによる。

5 理事は、理事会において1偲の語法権及び選挙権

を査する。ただしs理事会の韓決事項につき特別の

到害盟係牽査する者は、当量事項につき笠の欝決権

を行使できない。

6 理事会に出席することのできない理事は、あらか

じめ通知のあった事項についてのみ書面をもって

識決権及び選挙権を符使することができる。

(削除) 第23条評議星会は、理事長が招集する。

2 評接量会の識長iま，~議員の互選によって窪め

盈L
(削除) 3 理事長はs盤評議員の5分の1以上の許諾員から -盤評議曇の5分の1の割合につい

，会議にi寸韻すべき事項を示して評議員会の盟皇室 ては、これを下回る割合を定める

請求宣れた場含には、その請求の島った白から 20 ことができる。

日以内に、これを招集しなければならない。

(削除) 第 24条次の争項は、置韓員会の識決を経なければ

ならない。

(1)寄附行為の変更

(型基本財産の設定墨ぴ処分(担保橿供量童む。)

。)毎事豊年度の事業計画の決墨及び変更

(の財産の取畳又は改阜に充てるための資金の盤

有舗の決定及び取崩し

。)将来の特定の事業の計画及び変更並びに特定

事業準備資金の積立額の決定丞ぴ取薗し

(6)収支うE算及び決算の決室
ill劃金金又は撞失金の処理
(8)借入金額の最高担度の決富

ill2理事及び監察並ぴに評議員に対する報酬等の

支給の基準の決定及び変更

(1ω本財団の解散
on他の医療法人との合併契釣の締結
(12)その他重要な事項

(削除) 第四重評韓畠会は、盤評詩畠の過半数の出席がな

ければ、全の韻事堂開き、龍iZた"9ることができない。



」魁盤L

」盟盤L

箪旦重寄隙行為の変更

重坐皇 この寄附行為を変更しようとするときは、

理事及び評議員の総数のそれぞれ3分の2以上の

議決を経、かつ、 00県知事の認可を得なければな
らない。

箪旦童解散及び合併

箪坐盈本財団l京、次に事鹿によって解散する。

(1)目的たる業務の成功の不能

(2)他の毘療法人との合併

(3)破産手続開始の決定

(め設立毘可の取消し

2 前項第1号の事由による解散は、理事及び評語員

の総数のそれぞれ3分の2以上の蟻決を経、かつ、

00県知事の盟苛を受けなければならない。.

皇笠金本財団が解散したときは、合併及t服産手

z 評議員会の語事は、出席した評韓員の議決権の過
半数で決し、可杏荷数のときは‘譜長の決するとこ

主主主盃.lL
3 前項の場合において、韓長は、評議員として韓決

に加わることができないn

第 26条評議員は評議員会において、 1個の韓決権

及び選挙権を有する。ただし、評語員会の醸決事項

につき特測の利害関係を有する者Iま、当骸事項につ

きその議決権を特使できない。

2 評援員会に出席することのできない評韓員は、あ

らかじめ通知のあった事項についてのみ書面をも

って韓決権及び選挙権を行使することができる。

第 27条理事会の機事についての細則は、理事会で

皇位盈L
2 評議員会の盟事についての細則は、評韓員会で定

些ゑL

皇豆童寄附行為の変更

宣28皇 この寄附行為を変更しようとするときは、

理事及び鰐議員の総数のそれぞれ3分の2以上の

鵠決を経、かつ、 00県知事の認可を得なければな
らない。

箪Z童解散及び合併

室主皇室本財団は、次に事由によって解散する。

(1)目的たる業務の成功の不能

(2)他の医療法人との合併

ω破産手続開始の決定
ω)段立認可の取消し
2 前項第1号の事由による解散は、理事及び評譜員

の総数のそれぞれ3分の2以上の識決を経、かっ、

00県知事の認可を受けなければならない。

重1Q...重本財罰が解散したときは、合併及び破産手



続開始の決定による解散の場合を除き、理事がその

清算人となるaただし、評鵠員会の韻決によって評

議員の中からこれを選任することができる。

2 清算人は、次の各号に掲げる職務を行い、又、当

該職務を行うために必要な一切の行ゐをすること

ができる。

(1)現務の結了

(2)債権の取立て及び債務の弁済

(3)残余財産の引渡し

室並立金本財団が解散した場合の残余財産は、合併

及び破産手続開始の決定による解散の場合を除き、

聞若しくは地方公共団体又lま他の社会医療法人に

帰属させるものとする。

箆47盆.本財団は、理事及び毘謹員の総数のそれぞ
れ3分の2以上の接決を経、かっ、 00県知事の認

可を得て、他の財団主主震療法人又は社団主主医療

法人と合併することができる。

重工旦章雑則

量虫色金本財団の公告は、

(例1)官報に掲載する方法

(例2)00新聞に掲畿する方法

(傾向)電子公告(ホームページ)

によって行う。

(例3の場合)

2 事故その他やむを得ない事由によって前項の電

子公告をすることができない場合は、官報(又は0

0新聞)に掲載する方法によって行う。

箆A皇室 この寄附行為の施行細則は、理事会及び評
鵠員会の韓決を経て定める。

線開始の決定による解散の場合を除き、理事がその

清算人となる。ただし、評議員会の謡決によって評

議員の中から.これを選任することができる。

2 清算人l玄、次の各号に掲げる職務を行い、又、当

該職務を行うために必要な一切の行為をすること

ができる。

(1)現務の結了

(2)債権の取立て及び債務の弁済

(3)残余財産の引漉し

箪11.金本財団が解散した場合の残余財産は、合併

及t舟皮産手続開始の決定による解散の場合を除き、

国若しくは地方公共団体又は他の社会医療法人に

帰属させるものとする。

箆lf.皇本財団は、理事及び評議員の総数のそれぞ

れ3分の2以上の議決を経、かつ、 00県知事の認
可を得て、他の財団医療法人又は社団医療法人と合

併することができるa

一室皇室雑則ー

箪2豆垂本財団の公告は、官報(及び00新聞)に

よって行う。

箪2生皇 この寄附行為の施行細則は、理事会及び評
醸員会の韓決を経て定める。



(別添8)

o r医療法人制度の改正及び都道府県医療審議会についてJ(昭和61年6月26日健政発第410号)の一部改正

改

第一 医療法人制度に関する事項

1 削除}

2...... 3 (略)

4 医療法人の理事数

'正 後

法第 46条の 5第 1項ただし:書の規定に基づく都道府県知事の認可

は、医師又は歯科医師が常時一人又はニ人勤務する診療所をー箇所のみ

開設する医療法人に限り行われるものとすること。その場合においても、

可能な限り、理事ニ人を置くことが望ましいこと。

5 医療法人の理事長

改

第一 医療法人制度に関する事項

1 削除)

2...... 3 (略)

4 医療法人の理事数

(下線の部分は改正部分)

正 前

法第 46条の 2第 1項ただし書の規定に基づく都道府県知事の認可

は、医師又は歯科医師が常時一人又はこ人勤務する診療所をー箇所のみ

開設する医療法人に限り行われるものとすること。その場合においても、

可能な限り、理事二人を置くことが望ましいこと。

5 医療法人の理事長

(1~ 法第 46条の 6第 1項の規定の趣旨は、医師又は歯科医師でない者 1(1) 法第 46条の 3第 1項の規定の趣旨は、医師又は歯科医師でない者

の実質的な支配下にある医療法人において、医学的知識の欠落に起因し| の実質的な支配下にある医療法入において、医学的知識の欠落に起因し

問題が惹起されるような事態を未然に防止しようとするものであるこ| 問題が惹起されるような事態を未然に防止しようとするものであるこ

と。

(2) ...... (5) (略)

6 病院、診擦所又は介護老人保健施設(以下「病院等Jという。)の管理

者の理事就任

(1) 法第46条の5第6項の規定の趣旨は、医療施設において医療業務

に関する実質的な責任を有している管理者の意向を法人の運営に正しく

反映させることを目的としたものであること。

(幻......(3) (略)

と。

(2) ...... (5) (略)

6 病院、診癒所又は介護老人保健施設(以下「病院等Jという。)の管理

者の理事就任

(1) 法第 47条第 1項の規定の趣旨は、医療施設において医療業務に関

する実質的な責任を有している管理者の意向を法人の運営に正しく反映

させることを目的としたものであること。

(2) ...... (3) (略)



7 削除)

8""'9 (略)

10 医療法人の役員の変更の届出

医療法施行令第5条の 13の規定により、役員の変更があった場合に

は、都道府県知事に対し、その役員に係る就任承諾書及び履歴書を届け

出るものとされたこと。この届出の受理に当たっては、変更後の役員に

ついて法第 46条の 5第5項により準用する法第 46条の 4第 2項に規

定する欠格事由の有無について確認されたいこと。

第二都道府県医療審議会に関する事項

1 -Z (略)

別添 1.....4 略

7 削敵)

8""'9 (略)

10 医療法人の役員の変更の届出

医療法施行令第5条の 13の規定により、役員の変更があった場合に

は、都道府県知事に対し、その役員に係る就任承諾書及び履歴書を届け

出るものとされたこと。この届出の受理に当たっては、変更後の役員に

ついて法第46条の2第2項に規定する欠格事由の有無について確認さ

れたいこと。

第二都道府県医療審議会に関する事項

.1 - Z (略)

別添1-4 略



(別添9)

o r病院又は老人保健施設等を開設する医療法人の運嘗管理指導要綱の制定についてJ(平成Z年3月T日健政発第11 0号)の一部改正
(下線の部分は改正部分)

改 正 後 改 正 前

項 自 運営管寝指導婆綱 備 考 .項 目 運営管理指導要綱 備 考

I 組織運嘗 I 組織運営

1 定款・寄附 モデル定款・寄附行為に準拠 -平成 19年 3月 30日医政発第 1 定軟・寄附 1 モデル定軟・寄附行為に準拠 -平成 19年3月初日医政発第
行為 していること。 0330049号医政局荷重知 行為 していること。 0330049号医政局長通知

2 定紋又は寄間行翁の変更が所 -医様j去第54条の9 z 定款又iま寄附行渦の変更が所 -医療法童AL垂
要の手続きを経て行われている (注)定款又は寄附行為の変更に闘 要の手続きを経て行われている (注)定款又は寄附行為の変更!こ関

こと。 し、届出で良いとされる事項に こと。 し、届出で良いとされる事項に

ついて、届出をしない場合又は ついて、届出をしない場合又は

虚偽の届出をした場合は、 20万 虚偽の届出をした場合は、 20万

円以下の過料に処せられるこ 円以下の過料に処せられるこ

と。(医療法第76条第5号) と。(医糠法第76条第3号)
2 役員 2 役員 、

(1)定数・現員 1 役員名簿の記載及び整理が適 -役員名簿の記載事項lま次のとおり (1)定数・現員 1 役員名簿の記載及び整理が適 -役員名簿の毘載事項は次のとおり

正に行われていること。 ①役職名 正に行われていること。 ①役職名

②氏名 ②氏名

③生年月日(年齢) ③生年月日(年齢)

④性別 ④性別

⑤住所 ⑤住所

⑥職業 ⑥職業

⑦現就任年月白色任期 ⑦現就任年月日・任期

2 役員に変更があった場合は、 -医療法施行令第5条の13 z 役員に変更があった場合は、 -医療法施行令第5条の13

その都度、都道府県知事に届出 圃添付書類 その都度、都道府県知事に届出 -添付書類

がなされていること。 ①就任承諾書 がなされていることa ①就任承諾書

②履歴書 ②庖歴書

-遮正に選任されていることを確認 -適正に選任されていることを確認

することを要する。 することを要する。

3 役員として理事3人以よ、監 -医療法第46条の5第1項 3 役員として理事3人以よ、監 -医療法第46条の2第1項

事1人以上を置いていること。 事1人以上を置いていること。

また、 3人未満の理事を置く -理事3人未満の都道府県知事の認 また、 3人未満の理事を置く -理事3人未満の都道府県知事の認

場合は都道府県知事の認可を得 可は、医師、歯科医師が常時1人 場合iま都道府県知事の認可を得 可は、医師、歯科医師が常時1人

ていること。 又[ま2人勤務する診療所をーか所 ていること。 又は2人勤務する診療所をーか所

のみ開設する医療法人に限る. のみ開設する医療法人に限る。



その場合であっても、可能な限 その場合であっても、可能な限

り、理事2人を置くことが望まし り、環事2人を震〈ことが望まし

い。 L、。

4 役員の定数は、事業規模等の 4 役員の定数は、事業規模等の

実態に即したものであること。 実態に却したものであること。

5 役員の欠員が生じていないこ =医療法箪46条の5の3筆3項にお 5 役員の欠員が生じていないこ -医療法第48!条の2においては、理

と。 いては、理事又は監事のうち、そ と。 事又は監事のうち、その定数の5

の定数の5分の1を超える者が欠 分の 1を超える者が欠けた場合

けた場合は、 1月以内に補充しな は、 1月以内に補充しなければな

ければならないとされているが、 らないとされているが、 1名でも

1名でも欠員が生じた場合には、 欠員が生じた場合には、速やかに

速やかに補充することが望ましい 補充することが望ましいこと。

こと。

6 社会医療法人の場食i玄、親族 -医療法第42条の2第1項第1号 6 社会医療法人の場合は、親族 -医療法第42条の2第1項第1号

等の占める割合が役員総数の3 -医療法施行規則第30条の35 等の占める割合が役員総数の3 -医療法施行規則第30条の35

分の1を超えていないこと。 分の1を超えていないこと。

(2)選任・任期 1 役員の選任手続きが、盆且盤 -医療i去第46条の5箪2項及び第3 (2)選任・任期 1 役員の選任手続きが、皇盤茎 -社員総会又は註議員会で適正に決

会又は評語畠会で適正に決識さ 項 は寄酎待遇の産め!こ従い行生2れ 蟻されていること。(モデル塞款・

、れていること。 ていること。 寄附行為)

2 選任関係書類が整備されてい -選任関係書類は、次のとおりであ 2 選任関係書類が整備されてい 同選任関係書類は、次のとおりであ

ること。 る。 ること。 る。

①社員総会議事録又は評識員会 ①社員総会議事録又は評語員会

議事録 融事録

②就任承諾書 ②就佳承諾書

③履歴書 ③履歴書

ミ役員の佳期lま2年以内とする -医療法第46条の5第9項 3 役員の任期は2年以内とする 属医療法第46条の2第3項

こと。なお、補欠の役員の任期 こと。なお、補欠の役員の任期

は、前任者の残任期間であるこ は、前任者の残任期間であるこ

と。 と。

4 任期の切れている役員がいな 4 任期の切れている役員がいな

いこと。 いこと。

(3)適格性 1 自然人であること。 (3)適格性 1 自然人であること。

2 欠格事由に該当していないこ 属医療法第46条の5第5項 z 欠格事自に該当していないこ -医擦法第46条の2第2項

と。(選任時だけでなく、在任期 E欠格事由 と。(選任時だけでなく、在任期 聞欠絡事由

問中においても荷様である。) ② 成年被後見人又は被保佐人 問中においても同様である。) ② 成年被後見人又は被保佐人

② 医療法、医師法等、医療法施 @ 医療法、医師法等医事に関す



行金第5条の5の7に窪める医 る法令の規定により間金以上の

事に関する法令の規定により罰 刑に処せられ、その執行を終わ

金以よの刑に処せられ、その執 り、又は執行を受けることがな

行を終わり、又は執行を受ける くなった白から起算して2年を

ことがなくなったEから起算し 経過しない者

て2年を経過しない者

③②に践当する者を除くほか、 ③②に該当する者を除くほか、

禁鋼以よの知iに処せられ、その 禁銅以よの刑に処せられ、その

執行を終わり、又l玄、執行を受 執行を終わり、又は、執行を受
けることがなくなるまでの者 けることがなくなるまでの者
-医療法人と関係のある特定の営利 . -医療法人と関係のある特定の賞事j
法人の役員が理事長に就任した 法人の役員が理事長に就任した

り、役員として参画していること り、役員として参薗していること

は、非営利性という観点から適当 は、非営利性という観点から適当
、、

でないこと。 でないこと。

(の代表者 当該法人の代表権は、理事長 -医療法筆46条の6の2第1項 併)代表者 1 当該法人の代表権!ま、理事長 -医療法第46条の4第1項
(道事長) にのみ与えられているこ&。 =定款・寄附行為に明確に続定され (理事長) にのみ与えられていること。 -定款・寄附行為に明確に規定され

ていること。 ていること。

2 理事長の職務履行ができない . (削除) z 理事長の職務履行ができない -医療法第46条の4第2項
場合の規定が定款又は寄附行為 場合の規定が定款又は寄附行為

に定められていること。 に定められていること。

3 理事長iま医師又は歯科医師の 圃医療法第46垂の6箪1項 3 理事長は医師又は歯科医師の "医療法第46条の3第1項
理事の中から選出されているこ 理事の中から選出されているこ

と。 と。

4.医師又は歯科医師でない理事 -医療法筆46条の6第1項ただし書 r 
4 医師又は歯科医師でない理事 -涯療法第46条の3第1項

のうちから理事長を選出する場 -医師、歯科医師でない理事のうち のうちから理事長を選出する場 -医師、歯科医師でない寝事のうち

合は都道府県知事の認可を得て から選任することができる場合は 合lま都道府県知事の認可を得て から選任することができる場合は

いること。 以下のとおりである。 いること。 以下のとおりである。

①理事長が死亡し、又は重度の ①理事長が死亡し、又は重度の

傷病により理事長の職務を継続 傷病により理事長の職務を継続

することが不可能となった際 することが不可能となった際

!こ、その子女が医科又は歯科大 に、その子女が医科又は歯科大

学(医学部又は歯学部)在学中 学(医学部又は歯学部)在学中

か、又は卒業後、臨床研修その か、又は卒業後、臨床研修その

他の研修を終えるまでの問、医 他の研修を終えるまでの問、医

飾又は歯科医師でない配偶者等 師又は歯科医師でない配偶者等

が理事長に就任しようとする場 が理事長に就任しようとする場



合 合

② 次!こ掲げるいずれかに該当す ②次に掲げるいずれかに該当す

る医療法人 る医療法人

イ 特定医療法人又は社会医療 イ 特定医療法人又は社会医療

法人 法人

ロ 地域医療支揺病院を経嘗し 口 地域医療支援病院を経首し l

ている医療法人 ている医療法人

ハ公益財団法人日本医療機能 ハ公益財団法人日本医療機能

評価機構が行う病院機能評価 評価機構が行う病院機能評価

による認定を受けた医療機関 による認定を受けた医療機関

を経営している医療法人 を経営している医療法人

③候補者の経歴、理事会構成等 ③候補者の経歴、理事会構成等

を総合的に勘案し、適正かつ安 を総合的に勘案し、適正かつ安

定的な法人運営を損なうおそれ 定的な法人運営を損なうおそれ

がないと都道府県知事が認めた がないと都道府県知事が認めた

医療法人 医療法人

5 理事長は、各理事の意見を十 5 理事長は、各理事の意見を十

分に尊重し、理事会の決定に従 分に尊重し、理事会の決定に従

って法人運営及び事業経蛍を行 って法人運営及び事業経営を行

っていること。 っていること。

旦理事長は、 3箇旦に1国以上、 圃匡f康法筆~の7の 2第 1 項に 6 (新設)

自己の職務の執行の状況査理事 より読み萱えるー盤位団法人及び

会に報告しなければならないこ 一盤財団法人に圏する法律筆91条

と。ただし2・定款又は寄F並行為 筆主盟
で毎事業年度!こ4箇月を超える

慣圏で2回以上その報告査しな

ければならない置査定めた場合

は、この限りでないこと。

(5)理事 1 当該法人が開設する病院等 -医療法第46条の5第6項 (5)理事 1 当該法人が開設する病院等 首医療法第47条第1項

(指定管理者として管理する病 (指定管理者として管理する病

院等を含む。)の管理者はすべて 院等を含む。)の管理者はすべて

理事に加えられていること. 理事に加えられていること。

2 管理者を理事に加えない場合 "医療法筆46条の5筆6項ただし 2 管理者を糧事に加えない場合 -医練法第47条第1項ただし書

は都道府県知事の認可を得てい 量 は都道府県知事の認可を得てい -管理者を理事に加えないことがで

ること。 a管理者を理事に加えないことがで ること。 きる場合は、当該法人が開設する

きる場合lま、当該法人が開設する 病院等の立地及び機能等を総合的



病院等の立地及び機能等を総合的 に勘案し、管理者の意向を法人の

-に勘案し、管理者の意向を法人の 運営に反映させるという医療法皇

運営に反映させるという医療法霊 47条第1項の規定の趣旨を踏まえ

46条の5第6項の規定の趣旨を踏 た法人運営が行われると認められ

まえた法人運営が行われると認め る場合である(例えば、病院等が

られる場合である(例えば、病院 隣接し業務に緊密な連携がある場

等が隣接し業務に緊密な連携があ 合や病醜等が法人の主たる事務所

.る場合や病院等が法人の主たる事 から遠岡地iζある場合拡どが考え
務所から遠岡地にある場合などが られるが、これらに限定されるも
考えられるが、これらに限定され のではないこと。)。なお、~意的
るものではないこと。)。なお、窓 な理由ではなく、社員総会等の鰭< 

意的な理由ではなく、社員総会等。 決など正当な手続きを経ているこ

の議決など正当な手続きを経てい と等を確認すること。
ること等を確担すること. -また、同項ただし書の規定に義づ
-また、問項ただし書の規定に基づ く認可について、医療法人の定款

く認可について、医療法人の定款 又は寄附行為において、理事に加
又は寄附行為において、理事に加 えないことができる管理者が管理
えないことができる管理者が管湿 する病院等を明らかにしていると
する病院等を明らかにしていると きは、当該病院等の管理者が交替

きは、当該病院等の管理者が交替 した場合でも当該認可は継続でき

した場合でも当該認可は継続でき るものとする。
， 

るものとする。

3 実際に法人運営に参閣できな 3 実際に法人運営に参画できな

い者が名目的に選任されている い者が名目的に選任されている

ことは適当でないこと白 ことは適当でないこと。

丘理事lまs当骸捧人に著しい畠 -医療i去筆46条の6の3 (新段) (新設)

審査及ぼすお宝れの量る事実が

畳ること量発墨したときはs車

ち!こs笠の事実査監事に報告し

なければならないこと。

互理事は、置療法人との型益が ゐ医療法霊46条6の41こより盟み萱 (新設) (新設)

担亙する取引査行霊場金にはs える一般祉国法人及び一般財国遺

理事会に茜いてs当監聖2.!につ 人に関する法第84垂

き重要な事実査盟示しョそのゑ

極ま量けなければならないこ

と。また、当骸取2.!後s返還な



〈理事会に報告しなければなら

ないこと。

(6)墜事 1 理事、評鵠員及び法人の職員 -医療法第46条の5第8項 (6)監事 1 理事、評語員及び法人の職員 -医療法第48条

を兼任していないこと。 を兼任していないこと。

また、他の役員と親族等の特 また、他の役員と親族等の特

殊の関係がある者ではないこ 殊の関係がある者ではないこ

と。 と。

2 当該法人の業務及び財産の状 -医療法筆46条の8筆1号及び箪2 2 当該法人の業務及び財産の状 "匡療法箪46条の4第7項第1号及

況特に事業報告書6 財産図録、 呈 況特に事業報告書、財産自録、 ぴ第2号

貸借対照表及ぴ損益計算書につ
.、 貸借対照表及び領益計算書につ

いて十分な監査が行われている いて十分な監査が行われている

こと。 こと。

3 監査報告書が作成され、会計 -医療法第46条の8第3号 3 監査報告書が作成され、会計 '18療法第46盆の4第7項第3号

年度終了後3月以内に社員総会 年度終了後3月以内に社員総会

又は評議員会及び理事会に提出 又は理事会に提出されているこ

されていること. と。

4 法人の適正な会計管寝等を行 4 法人の適正な会計管理等を行

う観点からも内部監査機構の確 う観点からも肉部監査機構の確

立を図ることが重要である. 立を函ることが重要である。

また、病院又は介護老人保健 -特に負債 1∞億円以上の医療法人 また、病院又iま介謹老人保健 -特に負債 100億円以上の医療法人

施設等を開設する医療法人の監 については、公認会計士又は監査- 施設等を開設する医療法人の監 については、公認会計士又は監査

査については外部監査が行われ 法人による監査あるいは指導を受 査については外部監査が行われ 法人による監査あるいは指導を受

ることが望ましい。 けることが望ましいこと。 ることが望ましいω けることが望ましいこと。

5 監事の職務の重要性に鑑み、 5 実際に法人監査業務を実施で

実際に法人監査業務を実施でき きない者が名目的に選任されて

ない者が名目的に選任されるこ いることは適当でなく財務諸表

となく、財務諸表を監査しうる を監査しうる者が選任されてい

者が選任されていること。 ること。

立監事iま理事会に出席する義務 -医療法筆46垂の8の2筆1彊 (新設) (新設)

がありs必要があると題めると

きは意墨ま述べなければならな

L、こと。

3 評議員 1 自然人であること。 3 評議員 1 自然人であること。

(財団たる医療 2 理事の定数を超える数の評韻 -医療法筆46垂の4の2第1項 (財団たる医療 z 理事の定数を超える数の評韻 -医擦法第49条第2項

法人) 員をもって組織すること(医療 -必ず選任する必要があること。 法人) 員をもって組織すること(医療 -必ず選任する必署があること。



法第 46条の5第1項ただし書 -任期を定めることが譲ましいこ 法箪 46条の2第1彊主だし書 -任期を定めることが翠ましい

の認可を受けた場合、 3人以 と。 の認可を受けた場合、 3人以 と。

よ)。 上)。

3 次に掲げる者から選任されて -医療法第46条の4第1項 3 次に掲げる者から選任されて -医療法第49条の4第1項

いること。 いること。

① 医師、歯科医師、薬剤師、 ①医師、歯科医師、薬剤師、

看護師その他の医療従事者 看援師その他の医療従事者

②病院、診療所又は介穫老人 ②病院、診様所又は介醸老人

保健施訟の経営に闘し識見を有 保健施設の経営に闘し臓見を有‘
する者 する者

③ 医療を受ける者 ③医療を受ける者

④①から③までに掲げる者の ④①から③までに掲げる者の
ほか、寄附行為に定めるところ ほか、寄附行為に定めるところ

により選任された者 により選任された者

4 当該法人の役員又は職員を兼 -医療法第46条の4第3項 4 当該法人の役員を兼任してい 圃医療法第49条の4第2演
任していないこと. ないこと

5 評館員名簿を作成し、記載及 5 僻譜員名簿を作成し、記載及
ぴ整理が適正に行われているこ ぴ整理が適正に行われているこ

とが望ましいこと。 とが望ましいことa

6 許諾員としての職務を行使で 6 評識員としての職務を行使で

きない者が名目的に選任されて きない者が名目的に遺伝されて

いることは適当でないこと。 いることは適当でないこと。

7 社会医療法人の場合は、親族 -医療法第42条の2第1項第3号 7 社会医療法人の場合は、親族 -医療法第42条の2第1項第3号
等の占める割合が評機員総数の 等の占める割合が評議員総数の

3分の1を超えていないこと。 3分の1を超えていないこと。

4 社員 4 社員

(社団たる医療 (社団たる医療

法人) 法人)

(1)現員 1 社員名簿の記載及び聾理が適 -社員名簿の記載事項は次のとおり (1).現員 1 社員名簿の毘載及び麓濯が適 -社員名簿の記載事項は次のとおり
ー正に行われていること。 ①氏名 正に行われていること。 ① 氏名

②生年月日(年齢) ②生年月日(年齢)

③性別 ③性別

④住所 ④住所

⑤織業 '⑤職業

⑥入社年月日(退社年月日) ⑥入社年月日(退社年月日)

⑦ 出資持分の定めがある医療法 ⑦ 出資持分の定めがある医療法

人の場合は出資額及び持分割合 人の場合は出資額及び財士割合



⑨ 法人f土員の場含は、法人主主 (新設)

住所、業種、入社年月日(退社

年月日)(なお、法入社墨が撞分

査持つことは、法人運輩の安定

性の観点から適当でないこと)

2 社員は社員総会において法人 回未成年者でも、自分の意思で議決 2 :f.土員は社員総会において法人 圃未成年者でも、自分の意思で議決

運蛍の重要事項についての議決 権が行使できる程度の弁別能:t.Jを 運嘗の重要事項についての語決 権が行使できる程度の弁別能力を

権及ぴ選挙権を行使する者であ 有していれば(義務教育終了程度 権及び選挙権を行使する者であ 有していれば(義務教育終了程度

り、実際に法人の意思決定に参 の者)社員となることができる。‘ り、実際に法人の意思決定に参 の者)社員となることができる。

薗できない者が名目的に社員に -出資持分の定めがある医療法人の 闘できない者が名目的に社員に -出資持分の定めがある医療法人の

選任されていることは適正でな 場合、相続等により出資持分の払 選任されていることは適正でな 場合、相続等により出資持分の払

いこと。 戻し請求権を得た場合であって いこと。 戻し請求権を得た場合であって

も、社員としての資格要件を備え も、社員としての資格要件を備え

ていない場合は社員となることは ていない場合は役員となることは

できない。 できない。

3 社会医療法人の場合は、親族 -医癒法第42条の2第1項第2号 3 社会医療法人の場合は、続族 -医療法第42条の2第1項第2号

等の占める割合が社員総数の3 等の占める割合が社員総数の3

分の1を超えていないこと。 分の1を超えていないこと。

(2)入社・退 1 社員の入社については社員総 (2)入社'退 1 社員の入社については社員総

社 会で適正な手続きがなされ、承 キ土 会で適正な手続きがなされ、承

認を得ていること。 認を得ていること白

2 社員の退社については定款よ 2 1:土員の退社については定款上

の手続きを経ていること。 の手続きを経ていること。

3 社員の入社及び退社に関する 3 :f.土員の入社及び退社に関する

書類は整理保管されているこ 書類は整理保管されているこ

と。 と。

4 出資持分の定めがある医療法 4 出資持分の定めがある医療法

人の場合、社員の出資持分の決 人の場合、社員の出資持分の決

定、変更及び払戻Lについては 定、変更及び払戻しについては

適正な出資額の評価に基づいて 適正な出資額の評価に基づいて

行われていることg 行われていること。

(3)接決権 1 社員の接決権は各1個である -医療法箪46条の3の3箪1項 (3)接決権 1 社員の謡決権は各1個である -医療法第48条の4第1項

こと。 -出資緩や持分割合による議決数を こと。 聞出資額や持分割合による鵠決数を

与える旨の定款の定めは、その効 与える旨の定款の定めは、その効

カを有しない。 カを有しない。



5 会議 5 会議

(1)開催状況 1 開催手続きが、定款又は寄附 -社墨総会及び評議島会lま招集権者 • (1)開催状況 1 開催手続きが、定款又は寄附 -招集権者である理事長が会識を招

行為の定めに従って行われてい である理事長が会識を招集してい 行為の定めに従って行われでい 集していること。

ること巴 ること。 ること。

-理事会は、原副s各理事が置集す (新設)

ることがで宣るがs招集主る理事

室窪めるときはその理事が招集す

ること。

-社員総会の議長は、社員総会にお -社員総会の韓長は、社員総会にお
いて選任されていること。 いて選任されていること。

-臨時社員総会及び評議員会は、会 -臨時社員総会及び評鵠員会は、会
識を構成する社員又は評議員の5 醸を構成する社員又は評議員の5
分の1以よから招集を鵠求された 分の1以よから招集を請求された
場合、 20回以内に招集しなけれ 場合、 20日以内に招集しなけれ
ばならない。 Iまならない固
".f土星総会及び評議星会の開催通知 -会識の開催通知は期日の少なくと
は期日の少なくとも58前にま旦 も5目前に茎壷で行われているこ
目的である事項査示し、産款又は -と。

寄蹴行盈で室めた方法で行われて

いること。

-理事会の闇催通知は盟日の1週間 -(新設)

(これ宣下堕る盟国査室款又は警

w行為で墨めた場含に畠つては、
その盟国)前までに行色れている

三主L

2 社員総会、評謡員会及び理事 2 社員総会、理事会墨び評議墨

会(以下、r会議」という。)は 金(以下、「会議」という。)は

定款又は寄附行為に定められた 定款又は寄附行為に定められた

時期及び必要な時期に開催され 時期及び必要な時期に開催され

ていること。 ていること。

3 定款又Iま寄附行為の変更のた 3 定款又は寄附行為の変更のた

めの金盤、予算・決算の決定の めの主土畠総会又は寝事会、予

ための鑑量のほか会議の迭撞を 算・決算の決定のための盆量盤

要する事項がある場合、その他 会又は理事会の外社員総会及び

事業運営の実態に即し、必要に 翠重金の盛迭を要する事項があ

応じて金謹が開催されているこ る場合、その他事業運営の実態

と。 に即し、必要に応じて社員総会



又は理事会が開催されているこ

と。

(2)審議状況 1 会議は医療法若しくは定款又 -ヰ土屋総会 医療法第46条の3の3 (2)審髄状況 1 会議は定款又は寄附行為に定 (新設)

は寄附行為に定められた定足数 室主彊 められた定足数を満たして有効

を満たして有効に成立している -評議星会医療法筆46!量の4の4 に成立していること。

こと。 隻ユ豆
-理事会医療法箪46垂の7の2第

1項により読み替えるー盤批国法

人及び一般財団法人に園する法鐘

第95条第1項

2 定款又は寄附行為により会議 -社員総会の議決事項 2 定款又は寄附行為により会議 -社員総会の謡決事項

の謹決事項とされている事項に ①定款の変更 の髄決事項とされている事項に ①定款の変更

ついて適正に決諾されているこ ②基本財産の設定及び処分(担 ついて適正に決諾されているこ ②基本財産の設定及び処分(担

と。 保提供を含む。) と。 保提供を含む。)

③ 毎事業年度の事業百十園の決定 ③毎事業年度の事業計画の決定

又は変更 亙豆変更

④収支予算及び決算の決定型主 ④収支予算及び決算の決定

塞豆

⑤ 重要な資産の処分 ⑤霊l路金又は量失金の処理

⑤借入金額の最高限度の決定 ⑥借入金額の最高限度の決定

⑦社員の入社及び除名 ⑦社員の入社及び除名

⑧本社団の解散 @本社図の解散

⑨他の医療法人との合併若しく♂ @他の医療法人との合併契約の

Iま分書1)に盛る契飽の締結又は分 鍾鎧
割計画の決定

(削除) ⑮ その他重要な事項

-財団たる医療法人の理事会の識決 有財団たる医療法人の理事会の議決

事項及び評謡員会への諮問事項 事項及び餌器員会への諮問事項

①寄附行為の変更 ①寄附行為の変更

②基本財産の設定及び処分(担 ②基本財産の設定及び処分(担

保提供を含む。) 保提供を含む。)

③毎事業年度の事業計画の決定 ③ 毎事業年度の事業計画の決定

主控変更 星空変更

④収支予算及び決算の決定割韮 @ 収支予算及び決算の決定

蓋墓
⑤ 重要な資産の処分 ⑤ 霊l余金又は損基金の処理

⑥借入金額の最高限度の決定 ⑥ 借入金額の最高限度の決定



⑦本財団の解散 ① 本財団の解散

⑧他の医療法人との合併若しく ⑥ 他の医療法人との合併契約の

は分割に係る契麹の締結又は分 錘盤

審j計画の決定

(削除) ⑨その他重要な事現

(社団たる医療法人の場合に準用 (社団たる医療法人の場合に準用

する。) する。)

3 議決が定款又は寄附行為の定 3 蟻決が定款又は寄附行為の定

めに従って、有効に成立してい めに従って、有効に成立してい

ること。 ること。

4 議決には、その韓案に対する :l土員盤会医療法箪46条の3の3 4 韓決には、韓長及{$その議案 (新設)
利害関係者が加わっていないこ 星空軍 に対する利害関係者が加わって

と。 -評議員会医療法霊46条の4の4 いないこと。

豊丘翠
、・理事会匡療法鐘46条の7の2第

1項により読み替える一般社置法

人及び戸般財団法人に薗する法律

第95条第2項

5 主t墨総会における2土屋の蟻決 s 様決権の委任については、書
権の委任については、書面によ 面により会識の構成員に対して

り会躍の構成員に対して適正に 適正に行われていること。 ，、
行われていること。

(3)記録 (3)記録

1 会融開催の都度、蟻事録は正 -議事録記餓事項は医療法施行規則 1 会蟻開催の都度、職事録は正 圃醸事録記載事項!ま次のとおり

確に記録され、保存されている の室めに従うことa 確に記録され、保存されている ①閏催年月日墨ぴ盟催時劉

こと。 社員総会医療法施行規則第31条 こと。 ②開催場所

の3の2 ③ 出席者氏主(童数}

評議員会医療法施行規則第31条

の4 ④議案

理事会匿療法担行規則第31条の ⑤醸案に闇する発言自容

5の4 ー@議案に圏する嚢決炉果

⑦韻事録署章人の署章、署章生

江業務 E 業務 旦E
1 業務一般 1 業務一般

定款又は寄附行為に記載され -業務を停止している事実があると 定款又は寄附行為に記載され -業務を停止している事実があると

ている業務が行われているこ きは、その措置について法人側の ている業務が行われているこ きは、その措置について法人側の

と。 方針を篠かめたよ、aその具体的な と。 、 方針を確かめた上、その具体的な

是正の方法について報告を求める 是正の方法について報告を求める



とともに、廃止する場合は速やか とともに、廃止する場合は速やか

に定款変更等の手続きを行わせる に定款変更等の手続きを行わせる

こと。 こと。

2 定款又は寄附行為に記載され -定款等に記載されていない業務を 2 定款又は寄附行為に記載され -定款等に記載されていない業務を

ていない業務を行っていないこ 行っている場合は、その措置につ ていない業務を行っていないこ 行っている場合は、その措置につ

と。 いて法人保11の方針を確かめたよ、 と。 いて法人側の方針を確かめた上、

必要に応じてその業務の中止を指 必要に応じてその業務の

導、定款変更等の手続きを行わせ 導、定款変更等の手続きを行わせ

ること。 ること。

3 自ら病院等を開設することな 3 自ら病院等を開設することな

〈、指定管理者として公の施設 〈、指定管理者として公の施設

である病院等を管理することの である病院等を管理することの

みを行うことはできないこと。 みを行うことはできないこと。

4 社会医療法人の場合は、当該 岡医療法筆42盆の2筆4号 4 社会屋療法人の場合l玄、当該

法人が開設する病院又は診療所 法人が開設する病院又は診療所

のうち 1以よ (2，以よの都道府 のうち 1以上 (2以よの都道府

県の区域において開設する場合 県の区域において開設する場合

[ま、屋型L それぞれの都道府県 -例外l玄、医療法筆42奉の2第4号 は、それぞれの都道府県で1以

で1以上)のものが、その病院 ロの場合 上)のものが、その病院又は診

又は診療所の所在地の都道府県 療所の所在地の都道府県で救急

で救急医療等確保事業を行って 医療等確保事業を行っているこ

いること。、 と。

2 附帯業務 2 附帯業務

1 附帯業務の経営により、医療 -医療法第42条各号 1 ~博業務の経営により、医療 -医療法第42条各号

事業等主たる事業の経営に支障 -その開設する病院、診療所及び介 事業等主たる事業の経営に支障 'その開設する病院、診療所及び介

を来たしていないことa 鐙老人保健施設の業務に支障のな を来たしていないこと。 謹老人保健施設の業務に支障のな

い限り、定款又は寄附行為の定め い限仏定款又は寄附行為の定め

るところにより、平成19年3月30 るところにより、平成 19年 3月

日医政発第 0330053号医政局長逝 30日医政発第0330053号医政局長

知に掲げる業務(これに類するも 湿知盟蓋に掲げる業務の全部又は

のを含む)の全部又は一部を行う 一部を行うことができる。

E 管理 ことカfできるa E 管理

1 人事管理 L 1 人事管理

(1)任免関係 (1)任免関係

1 病院、診療所等の管理者の任 1 病院、診療所等の管理者の佳

免に当たっては、理事会の謡決 免に当たっては、理事会の諦決

等正当な手続きを経ているこ を経ていること。

と。



2 また、病院、惨療所等の管理 2 また、病院、診療所等の管理

者以外の盤盤職員の任免に当た 者以外の職員の任免に当たって

っても、理事会の審識を経てい. も、理事会の審韓を経ているこ

ることが望ましいこと。 とが望ましいこと。

(2)労務関係 (2)労務関係

1 就業規則，給与規定・退職金 1 就業規則‘給与規定・退職金

規定が原則として践けられてい 規定が訟けられていること笠望

ること。 ましいこと。

2 職員の処遇が労働基準法等関 2 職員の処遇が労働基準法等関

係法令通知等に則して適正に行 係法令通知等に則して適正に行

われていること。 われていること。

3 職員の資質向上を図るため、 3 職員の資質向上を図るため、

職員研修について具体的計薗が 職員研修について具体的計爾が

立てられていることが望ましい 立てられていることが望ましい。

こと。 こと。

2 資産管理 2 資産管浬

1 基本財産と運用財産とは明確 1 基本財産と運用財産とは明確

に区分管理されていること。 に区分管遇されていること。

2 法人の所有する不動産及び運 z 法人の所有する不動産及び運
営基金等重要な資産は基本財産 営基金等重要な資産lま基本財産
として定款又は寄附行為に記載 として定款又は寄附行為に飽載

することが望ましいこと。 することが望ましいこと。

3 不動産の所有梅又iま賃借権に -平成 19年 3月 30日医政発第 3 不動産の所有権又は賃借権に -平成 19年 3Fl 30日医政発第
ついては釜記がなされているこ 0330049号医政局面直知 ついては受記がなされているこ 0330049号医政局長通知

と。 と。
‘k 

4 基本財産の処分又は担保の提 -所定の手続きを経ずに、処分又は 4 基本財産の処分又は担保の提 -所定の手続きを経ずに、処分又は

供については定款又は寄附行為 担保に供している基本財産がない 供については定款又は寄附行為 担保に供している基本財産がない

に定められた手続きを経て、適 ことが登記簿謄本により確認され に定められた手続きを経て、遮 ことが釜記簿謄本により確認され

正になされていること。 ること。 正になされていること。 ること固

5 医療事業の経営上必要な運用 5 医療事業の経嘗上必要な運用

財産は、適正に管理され、処分 財産は、適正に管理され、処分

がみだりに行われていないこ がみだりに行われていないこ ， 

と。 と。

6 そのため、現金l玄、銀行、信 -モデル定款・寄附行為 6 現金は、銀行、信託会社に預 -モデル定款・寄附行為

託会社に預け入れ若しくは信託 け入れ若しくは信託し、又は国

し、又は国公債若しくは確実な 公償若しくは確実な有価証券に

有価証券に換え保管するものと 換え保管するものとすること。

すること(売量到益の獲鍾量目



約とした株式保査は適当でない

三主よ。

7 土地、建物等を賃貸借してい -平成 19年 3月初日匿政発第 7 土地、建物等を賃貸借してい -平成 19年 3月 30日医政発第

る場合は適正な契約がなされて 0330049号医政局長通知 る場合は適正な契約がなされて 0330049号医政局長通知

いること。 -賃貸借契約期間は医業経蛍の継続 いること。 -賃貸借契約期聞は医業経常の継続

性の観点から、長期間であること 性の観点から、長期間であること

が望ましいことロ が望ましいこと。

また、契約期間の更新が円滑にで また、契約期間の更新が円滑にで

きるよう契約又は確認されている きるよう契約又は確認されている

ことが望ましいこと。 ことが望ましいこと。

-賃借料は近隣の土地、建物等の賃 -賃借料は近隣の土地、建物等の賃

{昔料と比較して著しく高額でない 借料と比較して著しく高額でない

こと。 こと。

8 現在、使用していない土地・ 8 現在、使用していない土地・

建物等については、長期的な綴 建物等については、長期的な観

点から医療法人の業務の用に使 点から医療法人の業務の用に使

用する可能性のない資産は、伊l 局する可能性のない資産は、1JlJ

えば売却するなど、適正に管理 えば売却するなど、適正に管理

又は整理することを原則とす 又は整理することを原則とす

る。 る。

そのよで、長期的な観点から -長期的な観点から医療法人の業務 その上で、長期的な観点から 副長期的な観点から医擦法人の業務

医療法人の業務の用に使用する の用に使用する可能性のある資産 医療法人の業務の用に使用する の用に使用する可能性のある資産

可能性のある資産、又は土地の とは、例えば、病院等の建て替え 可能性のある資産、又は土地の とは、例えば、病院等の建て替え

区画若しくは建物の構造よ処分 用地であることなどが考えられる 区蘭若しくは建物の構造上処分 用地であることなどが考えられる

することが困難な資産について こと。 することが隠難な資産について こと。

は、その限りにおいて、遊休資 -土地を賃貸する場合に、賃貸契約 は、その限りにおいて、遊休資 -土地を賃貸する場合に、賃貸契約

産の管理手段として事業として が終了した際は、原則、更地で返 産の管理手段として事業として が終了した際は、原則、更地で返

行われていないと判断される程 却されることを前提とすること。 行われていないと判断される程 却されることを前提とすること。

度において賃貸しても差し支え -新たな資産の取得は医療法人の業 度において賃貸しても差し支え -新たな資産の取得は医療法人の業

ないこと。 務の用に使用することを目的とし ないこと。 務の用に使用することを目的とし

ただし、当該賃貸が医療法人 たものであり、遊休資産としてこ ただし、当該賃貸が医療法人 たものであり、遊休資産としてこ

の社会的信用を傷つけるおそれ れを賃貸することは認められない の社会的信用を傷つけるおそれ れを賃貸することは認められない

がないこと、また、当該賃貸を こと。 がないこと、また、当該賃貸を こと。

行うことにより、当該医療法人 -事業として行われていないと判断 行うことにより、、当該医療法人 -事業として行われていないと判断

が開設する病院等の業務の円滑 される程度とは、賃貸による収入 が開設する病院等の業務の円滑 される程度とは、賃貸による収入

な遂行を妨げるおそれがないこ の状況や貸付資産の管理の状況な な遂行を妨げるおそれがないこ の状況や貸付資産の管理の状況な

とー どを勘案して判断するものである と回 どを勘案して判断するものである

こと。 こと。



-遊休資産の賃貸による収入は損益 -遊休資産の賃貸による収入は損益

計算書においては、事業外収益と 計算書においては、事業外収益と

して計上するものであること。 して計上するものであること。

9 (削除) 9 医療法人とその理事長との聞 -土地、建物の賃宣惜、売亘の場含

で車引まする場含、立場ま異!こ -個人立痘院等から匡療法人になる

する国一人が割益担亙mJ宣行 時の重債承継の場含

うのでs特別代理人査選任する

三主L
3 会計管理 3 会計管理

(1)予算 (1)予算

1 予算は定款又は寄附行為の定 1 予算は定款又!ま寄附行為の定

めに従い適正に編成されている めに従い適正に縛成されている
こと。

i こと。

2 予算が適正に執行されている 2 予算が適正に執行されている
こと。 こと。

なお、予算の執行に当たって、 なお、予算の執行に当たって、

変更を加えるときは、あらかじ 変更を加えるときは、あらかじ

め社員総会若し〈は評議墨金又 め社員総会又は理事会の間意を

は理事会の同意を得ているこ 1~予ていること。

と。

位)会計処理 位)会計処理

1 会計責任者が置かれているこ 1 会計責任者が置かれているこ

とが望ましいこと。 とが望ましいこと。

2 現金保管については、保管責 z 現金保管については、保管震
任が明確にされていること。 任が明確にされていること。

3 剰余金を配当してはならない -医療法第54条 3 剰余金を配当してはならない -医療法第54条
こと。 I!l金金に類するものも圏 (注)剰余金の配当をした場合は、 こと。 (注)剰余金の配当をした場合i立、

様であること。 20万円以下の過料に処せられるこ 20万円以下の過料に処せられるこ
と。(医療法第76条第6号) と。(医療法第76条第5号)

(3)債権債務の (3)債権債務の

状況 借入金は、事業運営上の必要 状況 1 借入金は、事業運営上の必要

によりなされたものであるこ によりなされたものであるこ

と。 と。

2 借入金は社員総会又は評議員 -モデル定款・寄附行為 2 借入金lま社員総会、理事会の -モデル定款・寄附行為

金L 理事会の蟻決を経て行われ 韓決を経て行われていること。

ていること。

3 借入金は全て証書で行われて 3 借入金は全て証書で行われて

いること. いること。



4 債権又は債務が財政規模に比 -法人がその債務につきその財産を 4 債権又は債務が財政規模に比 -法人がその債務につきその財産を|

し過大になっていないこと。 もって完済することができなくな し過大になっていないこと。 もって完済することができなくな

った場合には、理事又は清算人は、 った場合には、理事又は清算人は、

寵ちに破産手続の申立てをしなけ 直ちに破産手続の申立てをしなけ

ればならないこと。 ればならないこと。

(注)破産手続開始の申立てを怠つ (注)破産手続開始の申立てを怠つ

た場合は、 20万円以下の過料に処 た場合は、 20万円以下の過料に処

せられること。(医療法第 76条第 せられるニと。(医療法第 76条第

ω)会計糠簿等 ヱ呈) (4)会計帳簿等 豆長)

の整備状況 1 会計帳簿が整備され、鉦ひょ の麓備状況 1 会計帳簿が整備され、iiEひょ

う書類が保存されていること。 う書類が保存されていること。

2 預金口座、通帳は法人名義に z 預金口座、通帳は法人名義に
なっていること。 なっていること。

(5)決算及び財 (5)決算及び財

務諸表 1 決算手続きは、定紋又は寄附 務諸表 1 決算手続きは、定款又は寄附

行為の定めに従い、適正に行わ 行為の定めに従い、適正に行わ

れていること。 れていること.

2 決算と予算との聞で、大幅に 2 決算と予算との間で、大幅に

くい違う科目がある場合は、そ くい違う科目がある場合は、そ

の原因が究明され、必要な改善 の原因が究明され、必要な改善

措置がなされていること。 措置がなされていること。

3 事業報告書、財産目録、貸借 -医療法第51条第1項 3 事業報告書、財産目録、貸借 -医療法第51条第1項

対照表及び損益計算書が整備さ 対照表及び損益計算書が整備さ

れ、保存されていること。 れ、保存されていること。

4 決算書(案)は社員総会又は -医療法第51条第2項 4 決算書(案)は社員総会又は -医療法第51条第2項

理事会に諮る前に、監事の監査 理事会に諮る前に、監事の監査

を経ていること。 を経ていること。

5 監査報告書は社員総会蓋ムs. 5 監査報告書は社員総会又は理

は評語員会又は理事会に報告 事会に報告後、法人において保

後、法人において保存されてい 存されていること。

ること。

6 事業報告書等決算に関する書 -医療法第51条の2 6 事業報告書等決算に関する寄 -医療法第51条の2

類を各事務所に備えておき、社 (注)備え付けを怠った場合、記載 類を各事務所に備えておき、キ土 (注)備え付けを怠った場合、記載

員若しくは評韻員又は債権者か すべき事項を記載していない場合 員若しくは評議員又は償権者か すべき事項を記載していない場合

ら閲覧の請求があった場合は、 若しくは虚偽の記載をした場合又 ら関覧の請求があった場合は、 若しくは虚偽の記載をした場合又

正当な理由がある場合を除き、 は正当な理由なく閲覧を拒否した 正当な理由がある場合を除き、 は正当な理由なく閲覧を拒否した

閲覧に供しなければならないこ 場合は、 20万円以下の過料に処せ 閲覧に供しなければならないこ 場合は、 20万円以下の過料に処せ

と。 られること。(箆療法第 76条第4 と。 られること。(医療法第 76条第4



号) 号)

7 決算の都道府県知事への届出 -医療法第52条第1項 7 決算の届出が毎会計年度終了 -医療法第52条第1項

が毎会計年度終了後3月以内に (注j届出をしない場合又は慮偽の 後3月以内になされているこ (注)届出をしない場合又は虚偽の

なされていること。 届出をした場合l玄、 20万円以下の と。 届出をした場合lま、 20万円以下の

過料に処せられること。(医療法霊 過料に処せられることパ医療法筆

76条第5号) 76条第3号)

(6)‘その他 (6)その他

1 病院、介護老人保健施設等の 1 病院、介護老人保健施設等の
患者又は入所者から璃かってい 患者又は入所者から預かってい

る金銭は別会計で経理されてい る金銭は別会計で経理されてい
るとともに、適正に管理がなさ るとともに、適正に管理がなさ

れていることが望ましいこと。 れていることが望ましいこと。

2 法人印及び代表者印について 2 法人印及び代表者印について
は、管理者が定められていると は、管理者が定められていると

ともにその管理が適正になされ ともにその管理が適正になされ
ていること。 ていること。

4 釜記 1 当該法人が堂毘しなければな -医療法第43条 4 筆記 1 当該法人が畳記しなければな -医療法第43条
らない事項について登記がなさ -組合等登記令 らない事項について畳記がなさ 同組合等登記令

れていること。 -登記事項 れていること。 -登記事項

① 目的及び業務 ① 目的及び業務

② 名称 ②名称

③事務所 ③事務所

④ 代表権を有する者の氏名、住 ④ 代表織を有する者の氏名、住
所及び資格 所及び資格

⑤存立時期又は解散の事由を定 '⑤存立時期又は解散の事由を定

めたときは、その時期又は事由 めたときは、その時期又Iま事由

⑥資産の総額 ⑥資産の総額

(注)登記を怠った場合又は不実の (注)登記を怠った場合又は不実の

t 登記をした場合はお 20万円以下の 登記をした場合は、 20万円以下の

過料に処せられること。(医療法第 過料に処せられること。(医療法第

76条第1号) 76条第1号)

2 理事長のみの畳記がなされて -理事長の任期満了に伴い再任され 2 理事長のみの祭記がなされて -理事長の任期満了に伴い再任され

いること。 た場合にあっては、変更の畳記が いること。 た場合にあっては、変更の畳記が

必要であること。 必要であること。

3 畳記事項の変更畳記は法定期 -畳記期間 3 畳記事項の変更畳記は法定期 -登記期間

間内に行われていること。 ①主たる事務所 (2週間以内) 間内に行われていることe ①主たる事務所 (2週間以内)

②従たる事務所 (3週間以内)
」一ー・

②従たる事務所 (3週間以内)



③ 資産の総額は毎会計年度終了 ③資産の総額は毎会計年度終了|

後2月以内 後2月以内

-資産の総額(貸借対照表の純資産 -資産の総額(貸借対照表の純資産

額)は毎会計年度終了後、変更の 額)は毎会計年度終了後、変更の

登記が必要であること。 畳記が必要であること。

4 変更愛記後の登E聞報告書は -医療法施行令第5条の12 4 変更畳記後の畳記済報告書は -医療法施行令第5条の12

その都度、都道府県知事に提出 その都度、都道府県知事に提出

されていること。 されていること。

5 公告 1 清算人が、債権者に対し債権 且モデル定款・寄附行為 5 公告 1 清算人が、債権者に対し債権 -モデル定款・寄附行為

の申出の催告を行う場合又lま破 (注)公告を怠った場合又は不実の の申出の催告を行う場合又は破 (注)公告を怠った場合又は不実の

産手続開始の申立てを行う場合 公告をした場合は、 20万円以下の 産手続開始の申立てを行う場合 公告をした場合は、 20万円以下の

の公告は定款又は寄附行為に定 過料に処せられること。(医療法霊 の公告は定款又は寄附行為に定 過料に処せられること。(医擦法箪

められた方法で適正に行われて 76条第8号) められた方法で適正に行われて 76条第7号)

いること. いること。

N その他 N その他

1 必要な手続 1 認可申諮又は届出にかかる書 a督促又は勧告等によっても指導固 1 必要な手続 1 認可申請又は届出にかかる害 -督促又は勧告等によヮても指導回

の督促 類が提出されない場合、都道府県 的が達されない場合は、行政処分 の督促 類が提出されない場合、都道府 的が遣されない場合は、行政処分

は当該医療法人に対し必要な手続 が行われることになる。 県は当該医療法人に対し必要な が行われることになる。

の督促を行うこと. ① 法令等の違反に対する措置 手続の管促を行うこと。 ①目法令等の違反に対する措置

(医療法第64条第1項及び第2 (医療法第 64条第1項及び第

項) 2項)

②聴聞手続(行政手続法第13条、 ② 聴関手続(行政手締法第 13

第15条、第24条) 条、第15条、第24条)

③設立認可の取消(医療法第65 @一一|条) 条)



(別添 10) 

o r医療法人制度について(平成19年医政発第0330049号)Jの一部改正

第1 改正の内容。

1 (略)

改 正 後

第1 改正の内容

1 (略)

(下線の部分は改正部分)

改 正 前

2 社会医療法人制度の創設について 12 社会医療法人制度の創設について

(1) (略 I(1) (略)
(2)法第42条の2第1項第4号の規定による要件は、当該医療法人が開設 1(2)法第42条の2第1項第4号の規定による要件I立、当該医療法人が開設

する病院又は診療所のうち、 1以上(2以上の都道府県の区域において病

JI 院又は診療所を開設する医療法人にあっては、盟国ιそれぞれの都道府

県で1以上)のものが、当該病院又は診療所の所在地の都道府県が作成す

る医療計画に記載された救急医療等確保事業に係る業務を行っているこ

とをいうものであること。

(3) (4) (略)

3 残余財産の帰属すべき者について

(1).... (3) (略)

する病院又は診療所のうち、 1以上(2以上の都道府県の区域において病

院又は診療所を開設する医療法人にあっては、それぞれの都道府県で1

以上)のものが、当該病院又は診療所の所在地の都道府県が作成する医療

計画に記載された救急医療等確保事業に係る業務を行っていることをい

うものであること。

(3) (4) (略)

3 残余財産の帰属すべき者について

(1) ，..， (3) (略)

(的社団である医療法人で持分の定めのあるもの(いわゆる「出資額限度 I(4)社団である医療法人で持分の定めのあるもの(いわゆる「出資額限度
法人」について(平成16年医政発第0813001号厚生労働省医政

局長通知)に規定する出資額限度法人を含む。以下「持分の定めのある

社団医療法人」という。)は、改正法附則第10条の2に規定する鍾通盤

置医療法人に位置付けられること。

(5)施行目前に設立された医療法人で、施行回以降に残余財産の帰属すべ

き者に関する規定について定款又は寄附行為の変更の認可の申請を行

い、当該変更につき法算豆多量坦旦筆宣璽の認可を受けた医療法人及び

法人iについて(平成16年医政発第0813001号厚生労働省医政

局長通知)に規定する出資額限度法人を含む。以下「持分の定めのある

社団医療法人」という。)は、改正法附則第 10条第2項に規定する屋盤

法人(以下「経過措置型医療法人j という。)に位置付けられること。

(5)施行目前に設立された医療法人で、施行日以降に残余財産の帰属すベ

き者に関する規定について定款又は寄附行為の変更の認可の申請を行

い、当骸変更につき法箪60全璽1項の認可を受けた医療法人及び(3)



(3)により新たに設立された医療法人は、改正法附則第 10条第2項の規| により新たに設立された医療法人は、改正法附則第10条第2項の規定

定により経過措置医療法人へ移行できないこと。 Iにより経過措置型医療法人へ移行できないこと。
(6)なお、規則第35条第Z項の規定により、合併前の医療法人のいずれ I(6)なお、規則第35条第2項の規定により、合併前の医療法人のいずれ
もが経過措置医償法人である場合には、合併後存続する医療法人につい

て経過措置医療法人とすることができること。

4 医療法人の管理体制について

(1)法第46条の2から第49条の3までの規定は、社員総会、評韓員、

評議員会、理事、理事会及び監事の各機能を明確にすることにより、医

療法人の内部管理体制の明確化を通じた効率的な医業経営の推進を図る

ものであること。

(2)、(3) (略)

6""8 略)

第Z 医療法人の定款例及び寄附行為例について

1 (略)

もが経過措置型医療法人である場合には、合併後存続する医療法人につ

いて経過措置型医療法人とすることができること。

4 医療法人の管理体制型旦直」について e

(1)法第46条の2から第49条の4までの規定は、理事若しくは監事又

は社員総会若しくは評議員会の各機能を明確にすることにより、医療法

人の内部管理体制の明確化を通じた効率的な医業経営の推進を図るもの

であること。

(2)、(3) (略)

5.....8 略)

第z医療法人の定款例及び寄附行為例について
1 (略)

2 1以外の医療法人で、定款又は寄附行為の変更につき法第64条の9I 2 1以外の医療法人で、定款又は寄附行為の変更につき法第50条第1
筆2星の認可の申請又は筆豆彊の届出が必要となる部分を、次のとおり| 彊の認可の申請又は箆立翠の届出が必要となる部分を、次のとおり示す
示すこととしたこと。

第3 (略)

第4 (略)

こととしたこと。

第3 (略)

第4 (略)



(別添 11) 

o r医療法人の基金について(平成 19年医政発第0330051号)Jの一部改正

第 1 略)

第2 基金の手続

1、2 (略)

3 基金の申込み

(1) (略)

改正後

(2) (1)にかかわらず、設立時社員が(1)による通知をする場合iごは、申込み

をしようとする者に対して通知すべき事項は、次に掲げる事項とするこ

と。

① 設立に係る都道府県知事の認可の年月日

② 法第44条第2項第1号、第4号、筆旦呈及び筆ユユ呈に掲げる事項

③~⑥(略)

(3) -(6) (略)ー

4-14 (略)

第3 (略)

第4 その他

1 (略)

手 税務当局への届出

基金制度を採用する社団医療法人とするための定款の変更がなされたと

第 1 (略)

第2 基金の手続

2、2 (略)

3 基金の申込み

(1) (略)

(下線の部分は改正部分)

改正前

. (2) (1)にかかわらず、設立時社員が(1)による通知をする場合には、申込み

をしようとする者に対して通知すべき事項は、次に掲げる事項とするこ

と。

① 設立に係る都道府県知事(2以上の都道府県の区域において病院、診療

所又は介護老人保健施設を開設する医療法人にあっては、厚生労働大臣)

の認可の年月日

②法第44条第2項第1号、第4号、箪Z呈及び筆ユ息長に掲げる事項

③~⑥(略)

(3) -(6) (略)

4-14 (略)

第3 (略)

第4 その他

1 (路)

2 税務当局への届出

基金制度を採用する社団医療法人とするための定軟の変更がなされたと



きは、当該基金制度を採用する社団医療法人は、定款の変更がなされた きは、当該基金制度を採用する社団医療法人は、定款の変更がなされた

日以後2月以内に、都道府県知事の定款変更認可書に定款の写し等を添 日以後2月以内に、都道府県知事(地方厚生局長)の定款変更認可書に

付し、これを納税地の所轄税務署長に提出すること。 定款の写し等を添付し、これを納税地の所轄税務署長に提出することロ

別添 別添

社団医療法人(基金拠出型)の定款例 備考 社団医療法人(基金拠出型)の定款例 備考

第2章 目的及び事業 第2章 目的及び事業

第3章基金 第3章基金

(削除) 第4章社員

(後略) (後略)



(別添 12) 

o r社会医療法人の認定について(平成20年罷政発第0331008号)Jの一部改正

改

第 1 略)

第2 社会医標法人の認定要件

1.....5 略)

正 後

6 公的な運営に関する要件について(法第42条の2第1項第6号関係)

(1)医療法人の運営について(医療法施行規則(昭和23年厚生省令第5

0号。以下「規則」という。)第30条の35の3第 1項第1号関係)

①(略)

② (削除)

盆.....@(略)

(2)1悪療法人の事業について(規則第30条の35の3第1項第2号関係)

(略)

7 (略)

8 その他

①~②(略)

改

第1 略)

第z 社会医療法人の認定要件
1......5 略)

(下線の部分は改正部分)

正 前

6 公的な運営に関する要件について(法第42条の2第1項第6号関係)

(1)医療法人の運営について(医療法施行規則(昭和23年厚生省令第5

0号。以下「規則」という。)第30条の35の2第1項第1号関係)

①(略)

②社団である毘療法人の理事及び監事は社員総会の決韓によって、財団

.である医療法人の理事及び監事は評議員会の決韓によって選任されるこ

主L

金......@(略)
(2)医療法λの事業について(規則第30条の35の2第1項第2号関係)

(略)

7 (略)

8 その他

①~②(略)

③ 理事会は、謹決事項について特別の利害関係を有する理事を除く理事|③理事会は、理事総数の過半数の出席がなければ、その議事を聞き、議

総数の過半数の出席がなければ、その議事を聞き、議決することができ| 決することができない。

ない。

④ 次に掲げる事項は、理事会において謹決事項について特別の利害関係|④次に掲げる事項は、理事会において理事総数の3分の2以上の多数に

を有する理事を除〈理事総数の3分の2以上の多数による議決を必要と| よる謡決を必要とし、その他の事項については理事総数の過半数で決し、



し、その他の事項については韓決事項について特別の利害関係を有する理 i 可否同数のときは議長の決するところによる。

皇室盤え理事総数の過半数で決し、可否同数のときは議長の決するところ

による。

イ~チ(略)

⑤(略)

⑥ (削除)

第3 社会医療法人の認定等に当たっての留意事項

1 社会医療法人の認定申請に関する事項

(1)、 (2) 略)

イ~チ(略)

⑤(略)

⑥理事会に出席することのできない理事は、あらかじめ通知のあった事

項についてのみ書面をもって議決権及ぴ選挙権を行使することができ

ゑι

第3 社会医療法人の認定等に当たっての留意事項

1 社会医療法人の認定申請に関する事項

(1)、 (2) 略)

(3)新たに社会医療法人の認定を受けようとする場合にあっては、法皇豆丘 I(3)新たに社会医標法人の認定を受けようとする場合にあっては、法筆立立
条の 9第3項の規定に基づき定款又は寄附行為の変更が必要であるこ| 主筆ユ盟の規定に基づき定款又は寄附行為の変更が必要であること。

と。

2、3(略)

4 社会医療法人の事業報告書等の作成等

(1)(略)

2、3 略)

4 社会医療法人の事業報告書等の作成等

(1)(略)

(2)社会医療法人は、次に掲げる書類を各事務所に備えて置き、請求があっ I(2)社会屋癒法人は、次に掲げる書類を各事務所に備えて置き、請求があっ
た場合には、正当な理由がある場合を除いて、これを閲覧に供しなけれ| た場合には、正当な理由がある場合を除いて、これを閲覧に供しなけれ

ばならないこと。

①(路)

②法第46条の8第3号の監事の監査報告書

③@(略)

ばならないこと。

①(略)

②法第46条の4第フ項第3号の監事の監査報告書

③④(略)

(3)社会医療法人は、毎会計年度終了後3月以内に、次の書類を都道府県知 I(3)社会医療法人は、毎会計年度終了後3月以内に、.次の書類を都道府県知
事に届け出なければならないこと。 事に届け出なければならないこと。

①(略) ①(略)



②法第46条の8第3号の監事の監査報告書

③④(略)。

(4) (5) (略)

5 社会医療法人の認定の取消し

(1) ...， (3) (略)

②法第46条の4第7項第3号の監事の監査報告書

③④(略)

(4) (5) (略)

5 社会医療法人の認定の取消し

(1) ...， (3) (略)

(的社会医療法人の認定が取り消された場合にあっでは、当該医療法みは名 I(4)社会医療法人の認定が取り消された場合にあっては、当該医療法人は名
称の変更等について法第54条の9第3項の規定に基づき定款又は寄附| 称の変更等について法第50条第1項の規定に基づき定款又は寄附行為

行為の変更が必要であること。 Iの変更が必要であること。
(5) (6) (略)

6 その他

(1) (略)

(5) (6) (略)

6 その他

(1) (略)

(2)財産の取得又は改良に充てるための資金(第2の6(1)⑦のホ)について I(2)財産の取得又は改良に充てるための資金(第2の6(1)⑨のホ)について
(略 I(略)
(3)特定事業準備資金(第2の6(1)⑦のへ)について

(略)

(4) ...， (7) (略)

(3)特定事業準備資金(第2の6(1)⑨のへ)について

(略)

(4)"" (7) (略)


